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地域密着型サービス事業外部評価事業
社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組み/ 評価調査員の養成

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３９

災害ボランティア等の育成

福祉サービス利用者や提供事業所への支援の強化/ 運営適正化委員会等の開催

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３８

福祉サービス第三者評価事業 ・

災害ボランティアセンター体制整備事業

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３７

・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ４３

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組み

社会的養護関係施設第三者評価事業

保育士修学資金貸付事業/ 保育補助者雇上費貸付事業/ 潜在保育士等の就職準備金貸付
事業/ 保育士の離職防止支援事業/ 未就学児を持つ保育士の復職に対する保育料の一部貸
付事業

個と地域の一体的な支援力の強化
市町村社協総合支援事業/ とくしま権利擁護センター事業

各種別協議会の運営を通した専門性の向上

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ４３

基本方針３ 災害にも強い福祉のまちづくり

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組み/ 評価調査者の養成

種別協議会との協働事業の推進

・徳島県災害ボランティアセンター整備事業 ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ４２

保育士修学資金貸付等事業 ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３５

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３７

福祉サービス苦情解決事業

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ４０

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ３８

県社協の包括的な事業推進

社会福祉事業の経営に充てることを目的とする事業展開

収益事業 ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　５７

第６６回徳島県社会福祉大会の開催/ 基金等を活用した事業の展開/ 社会福祉法人等との
連携・支援

親しまれ信頼される組織づくり

徳島県民生委員児童委員協議会/ 徳島県市町村社会福祉協議会職員連絡会/ 徳島県社会福
祉法人経営者協議会/ 徳島県老人福祉施設協議会/ 徳島県保育事業連合会/ 徳島県私立保
育園連盟/ 徳島県児童養護施設協議会/ 徳島県ホームヘルパー協議会/ とくしま住民参加
型在宅福祉サービス団体連絡会

県社協組織の運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　５０

福祉避難所の円滑な設置・運営に向けた体制の整備

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４４福祉避難所運営体制強化事業

県社協組織の運営

・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４５（新）大規模災害に備えた連携強化推進事業

法人運営事業
理事会・評議員会等の開催/ 法人運営のガバナンス及び危機管理の強化/ 風通しが良く働
き易い職場環境の構築/ 会計基準に従った予算執行及び資金等の管理

種別協議会等社会福祉関係団体との協働事業 ・

・

・ ・・・・・・・・・・・・・・・　　５３

・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　５２

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４６

被災者・被災地を中心とした総合相談支援体制の構築/ 四国ブロック県社協の災害時相互
支援体制の充実・強化

職員一人ひとりのスキルアップと意識啓発/ コンプライアンス徹底・ダイバーシティ浸透
への取り組み/ 関係行政機関との連絡会の開催/ 住民目線・現場感覚に基づく政策提言・
予算要望/ 情報発信機能の多角化・迅速化・容易化/ ＩＴを活用した情報の収集・発信の
機能強化

・

各圏域の模擬訓練等への協力及びネットワーク化の推進/ 各圏域の研修会や模擬訓練等の
協働実施/ 民生委員・児童委員や各社会福祉施設間の横断的な連携による社会的機能・役
割の発揮

基本方針４

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４８



  

  

  

徳徳島島県県社社協協  基基本本理理念念  
  

  

  

徳徳島島県県民民一一人人ひひととりりがが、、  

おお互互いいにに支支ええ合合いいななががらら身身近近なな地地域域でで、、  

そそのの人人ららししくく、、安安心心ししてて生生きき生生ききとと暮暮ららせせるる  

福福祉祉社社会会のの実実現現をを目目指指ししまますす。。  

 

 

 

 

 

　関係資料集その他

令和4年度生活困窮者自立相談支援事業月次実績詳細報告／徳島県日常生活自立支援事業市町村別契約締結
件数及び実利用者数/ 生活福祉資金等貸付状況一覧表／徳島県社会福祉協議会預託一覧／社会福祉従事者研
修 参加者数･実施研修数･日数の推移／介護支援専門員関連研修 参加者数･実施研修数･日数の推移／令和4年
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時の支援活動／令和4年度「とくしま子どもの居場所づくり推進基金」助成団体一覧
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基基本本方方針針 33    災災 害害 ににもも強強 いい福福 祉祉 ののままちちづづくくりり  

  

重重点点推推進進施施策策  

 ① 災害ボランティアセンターの強化と復興を見据えた支援 

 ② 受援力向上に向けた広域支援体制の構築  

 ③ 地域と協働した要配慮者支援の推進  

  

SSDDGGss へへのの貢貢献献 

 

 

  

基基本本方方針針 44    親親 ししままれれ信信 頼頼 さされれるる組組 織織 づづくくりり  

  

重重点点推推進進施施策策  

 ① 社会的ニーズへの対応 

 ② 法人の発信力強化と職員の資質向上  

 ③ 組織基盤・経営管理の強化  

  

SSDDGGss へへのの貢貢献献  

 

 

   

徳徳島島県県社社協協  基基本本方方針針とと重重点点推推進進施施策策  

  

基基本本方方針針 11    誰誰 ももがが繋繋 ががりり輝輝 くく地地 域域 づづくくりり  

  

重重点点推推進進施施策策  

① 市町村社協を核とした地域福祉の推進  

② 総合相談・生活支援体制づくりの強化  

③ 広域的な連携・協働のプラットフォームづくり  

  

SSDDGGss へへのの貢貢献献 

 

 

  

基基本本方方針針 22    地地域域共共生生社社会会のの推推進進をを担担うう人人づづくくりり  

  

重重点点推推進進施施策策  

 ① 地域福祉を支える人材の養成と確保 

 ② 福祉人材の確保・育成・定着の推進  

 ③ 福祉サービス利用者のための支援  

  

SSDDGGss へへのの貢貢献献 
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基基本本方方針針 44    親親 ししままれれ信信 頼頼 さされれるる組組 織織 づづくくりり  
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基基本本方方針針１１　　誰誰ももがが繋繋ががりり輝輝くく地地域域づづくくりり

通年

対象者 市町村社会福祉協議会

住住民民主主体体のの生生活活支支援援体体制制づづくくりり

（新）重層的支援体制構築推進事業
　市町村圏域の地域福祉活動を推進する人材を育成する。
　圏域内の様々な機関・団体と協働し、地域福祉を包括的に
推進する。

重重点点推推進進施施策策 11..  市市町町村村社社協協をを核核ととししたた地地域域福福祉祉のの推推進進

　地域福祉活動計画の未策定社協をはじめ、見直しを予定する
社協を訪問し，地域福祉活動計画の策定・見直しに向けた策定
委員の参画や、地域福祉の推進等について意見交換を行った。
　策定に向けて取り組んでいる市町村社協の活動計画実行委員
会にアドバイザーなどとして参画し、円滑な計画策定に向けて
協働・推進を図った。

実実践践内内容容とと結結果果

通年 ６月１５日（水）

市市町町村村社社協協総総合合支支援援事事業業

地地域域福福祉祉活活動動計計画画のの策策定定・・実実践践へへのの支支援援

地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定支援
　全国会議等で収集した先進地事例等を活用し、地域福祉計
画未策定市町村及び地域福祉活動計画未策定市町村社会福祉
協議会に対して各計画の策定を推進する。

時期

　地域生活問題が顕在化・複合化する前の段階から地域の支え
合い機能により個を地域で支えること、そして相談支援機能を
有する様々な機関が包括的な相談支援体制を構築し取り組むこ
との双方を両輪として展開することが、重層的支援体制の根幹
であることに着目し、各市町村圏域における包括的支援体制づ
くりを推進することを目的としたセミナーを開催した。
　令和４年度　社会福祉法人セミナー

時期

対象者 社会福祉協議会職員他 参加者
１００名
（市町村社協、社会福祉
法人、行政）

時期

時期 通年

対象者 市町村社会福祉協議会

実実践践内内容容とと結結果果
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（新）社協の包括的支援体制強化事業
　とくしま・くらしサポートネット事業を刷新し、市町村社
協と社会福祉法人・福祉施設等との協働による包括的支援体
制の構築や地域協議会の設置、その活動を推進するために必
要な事業を展開することを目的に、活動のための助成や人材
育成支援を実施する。
　これにはkintoneを活用し、災害時も想定した災害時広域
支援ネットワークの構築にむけた県下一斉キャンペーンや定
期的な人材育成型の研修会を開催する。

時期 通年

　市町村社協と社会福祉法人・福祉施設等との協働による包括
的支援体制の構築や地域協議会の設置、その活動を推進するた
め、各市町村社協におけるくらしサポートネットを提案すると
ともに、関係資料を作成し各種会合や実践報告会等の機会に理
論の共有化を進めた。kintoneを活用し、災害時も想定した災害
ボランティア事前登録の仕組みを構築し県域で開始した。

【包括的支援体制の構造化と、その共有を進めるための資料
化】
　①地域生活課題の早期発見・予防と人材育成・福祉啓発など
　　の推進に係る広域実践図の作成
　②地域を基盤とした包括的支援体制の図（生福版）
　③地域を基盤とした包括的支援体制の図（権利擁護版）
　④地域を基盤とした包括的支援体制の図（生活困窮版）
　⑤社会福祉施設等との協働による包括的支援体制の図

時期 通年

対象者

時期

①６月１６日（木）
②８月１６日（火）
③８月１７日（水）
④１月２５日（水）

市町村社協、社会福祉法
人、行政

参加者

①５２名
②３１名
③９４名
④４０名

対象者
市町村社会福祉協議会職
員他

随時

対象者

　地域共生社会の実現を目指して、地域住民の集う拠点や小地
域ネットワーク活動、ふれあい・いきいきサロンなど、既存の
社会資源を市町村単位で調査し、kintoneを活用し情報発信し
た。
　昨今の社会情勢及び地域生活課題の状況等を踏まえ、子ども
や高齢者などが社会参加の状況やその居場所の実態調査等を
行って、子どもの居場所に関する啓発冊子を発行した。
　また、コロナ禍における社会福祉・地域福祉活動の状況を事
業部門別に調査し、現状と今後の方向性に関する認識を社協間
で共有した。

【包括的支援体制の推進をテーマに掲げた各種会合等】
　①地域を基盤とした実践報告会
　②災害コミュニティソーシャルワーク研究会
　③長野県生活支援・地域ささえあいセンターの取組に学ぶ
　　シンポジウム
　④災害 VC の充実に向けた情報共有会議

市町村
市町村社会福祉協議会
その他任意団体

時期

【地域における相談活動と包括的支援体制に関する調査】
　県内の民生委員児童委員（2,017名）を対象とした調査を実
施。集約と分析を行い、市町村社協等への周知と活用による地
域福祉実践に繋げた。

時期 令和４年９月～１１月

回答数 １，２７６件

市町村
市町村社会福祉協議会

　市町村社協からの要請に基づき、民生委員・児童委員や支
え合い推進員、社協職員等を対象とした研修会へ、県社協職
員を講師として派遣する。

時期 随時

対象 市町村社会福祉協議会他

社会資源調査事業
　地域共生社会の実現を目指して、地域住民の集う拠点や小
地域ネットワーク活動、ふれあい・いきいきサロンなど、既
存の社会資源を市町村単位で調査し、情報発信する。

時期 随時

対象者

時期 随時

対象者
市町村社会福祉協議会
その他任意団体

　市町村社協等からの要請に基づき、社協や単位民生委員児童
委員協議会における定例会議、地域共生をテーマとした行政機
関が実施する勉強会等に職員が出向き、事業等の説明を行っ
た。
　また、日頃の各関係機関との関わりから、昨今のコロナによ
る影響を踏まえた状況認識を共有したり、今後の他機関ネット
ワークに活かしていくため、任意団体の各種研修会において講
義を行った。
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とくしま・くらしサポートネット事業
　市町村社協と社会福祉法人・福祉施設等との協働による地
域協議会の設置や、その活動を推進するために必要な事業を
展開することを目的に、活動のための助成や人材育成支援を
実施する。

時期 通年
　市町村社協と社会福祉法人・福祉施設、各関係機関等との協
働による地域協議会の設置や、その活動を推進するために必要
な事業を展開することを目的に実施した。
　本年度の事業実施にあたっては、要綱を一部改定し、より幅
広く協働体制を構築することができるようにした。美馬市、三
好市、鳴門市、東みよし町、勝浦町、阿南市の申請に応じて助
成を行い、定期的な活動を支援した。

時期 通年

対象者 市町村社会福祉協議会 対象者
市町村社会福祉協議会
実施（６社協）

随時地域福祉推進のためのアドバイザー派遣事業
　市町村社協がすすめる地域住民の福祉・生活課題等の解決
に向けた相談支援事業の円滑な実施を図るため、専門的見地
から助言等の援助を行う、相談支援アドバイザーを派遣す
る。 対象者 市町村社会福祉協議会

時期

市市町町村村社社協協のの地地域域福福祉祉推推進進体体制制のの支支援援

時期・回数

（1）年1回(会長会議)
　　  年3回(事務局長会
議)
（2）年4回以上
（3）随時
（4）推進

（１）地域を主体とする社協機能の強化
　中央情勢や社会情勢等を共有するとともに、県内の社会福
祉の推進に向けた情報交換を行うなどして、社協機能の確
認・強化を図る。
　会長会議、事務局長会議の開催

（２）組織内体制の強化
　生活課題の発見と解決に向けた事業を展開するため、生活
福祉資金・日常生活自立支援事業・生活困窮者自立支援事業
等の既存事業別研修や相談技術向上を目指したスキルアップ
研修を行うとともに、各種関係団体業務、市町村社協職員連
絡会を通して情報共有するなど、組織内体制を強化する。

（３）総合相談・支援対応力の強化
　把握した地域生活課題を伴走型支援によって、適切な制
度・サービスに繋いだり、新たな取り組みを地域の多様な機
関や市民活動等とともに開発するなどして、地域社会の再構
築を図り、誰も排除しない地域づくりを推進する。

（４）行政機関との協働体制の構築
　地域住民の抱える深刻な地域生活課題への対応や、誰も排
除しない地域社会づくりを推進するため、地域社会と社会的
なつながりが弱い人を繋げる相談体制の充実と、その役割を
担う専門職の確保などの体制づくりを推進する。

対象者

市町村社会福祉協議会
県社協職員
関係機関
行政機関

時期

(1)①　３月２０日（月）
 　 ②　4月１８日（月）
　　 １０月２６日（水）
(2)随時
(3)別紙参照
(4)随時

（１）地域を主体とする社協機能の強化
　　　多様化・深刻化する地域課題の発見とその解決に向け
　　て、住民主体の原則を踏まえてどのように地域連携や協
　　働を図るためのネットワークを構築したか、また、その
　　ために組織としてどのような環境づくりを行ったかなど
　　について、地域を基盤とした様々な実践から学び、その
　　うえで、これからの社協に求められることについて共有
　　を図った。
　　　①市町村社会福祉協議会会長会議
　　　②市町村社会福祉協議会事務局長会議

（２）組織内体制の強化
　　　生活福祉資金貸付事業や日常生活自立支援事業、生活
　　困窮者自立支援事業等の個別支援を通じて把握した様々
　　なニーズに基づく対策を検討するとともに、地域での見
　　守りや発見を目的とした地域づくりと社会参加の機会の
　　重要性を共有することにより、社協職員の総合相談の
　　対応力向上を目指した。市町村社協職員連絡会などを通
　　して、各社会福祉協議会の事業運営について成果を情報
　　共有するとともに、運営課題等を協議した。

（３）総合相談・支援対応力の強化
　　　長期化するコロナ禍の影響を受け、多岐にわたり今後
　　の生活に不安や課題を抱える方への相談支援策として、
　　県や各専門士業の協力を得て、個別相談ネットワークの
　　仕組みを構築して対応した。

（４）行政機関との協働体制の構築
　　　地域住民の抱える深刻な地域生活課題への対応や、誰
　　もが排除されない地域社会づくりを推進するため、各事
　　業を通じて、地域社会と社会的なつながりが弱い人を繋
　　げる相談体制の充実と、その役割を担う専門職を確保す
　　るなどの体制づくりの推進に取り組んだ。

対象者

市町村社協会長・事務局
長・役職員
県・市町村行政
県域専門士業、福祉法人
医療・福祉・商工・司
法・教育等の専門機関

実実践践内内容容とと結結果果

市町村社会福祉協議会

　市町村社会福祉協議会が、地域生活に困難を抱える住民への
適切な相談支援をすすめる際に、必要に応じて専門相談へと繋
げることができるよう本アドバイザー派遣事業の案内と活用を
促した。

時期 随時

対象者
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住住民民主主体体のの生生活活支支援援体体制制づづくくりり

ととくくししまま・・くくららししササポポーートトセセンンタターー事事業業

実実践践内内容容とと結結果果市市町町村村社社協協連連携携強強化化事事業業

実実践践内内容容とと結結果果

時期・回数

（１）
　　①2月22日
　　②12月15日
（２）
　　5回

参加者

（1）
　　①23名
　　②6名

（１）市町村ボランティアセンター広域連携の促進
　　   ①徳島県市町村社会福祉協議会職員連絡会ボランティ
            アコーディネート部会と連携し、職員の資質向上を
            図る研修会を開催した。
         ②座談会～ボランティアセンターの未来を考えよう～
　　　　の開催
　　　　ボランティア活動の活性化や市町村ボランティアセ
             ンターの新たな展開に向け、社協関係者と意見交換
             を実施した。

（２）市町村ボランティアセンターの相談支援事業の強化
　　　   とくしま県民活動プラザと連携し、ボランティアに関
         する情報提供や相談支援を行った。
　　　   ・こどもがいきいきと活動するまち「ぷらざタウン」
　　　　・とくしま防災フェスタ2022
　　　　・とくしまNPO・ボランティアフェア
　　　　・第4回福祉・ボランティアふれあい市民フェスタ
　　　　・東みよし町防災フェスティバル2023

時期

①　４月１８日（月）
　　２月２１日（火）
②１１月　２日（水）
　　２月１４日（火）

対象者
①１６町村社協
（センター）
②正副委員長

　１６町村社協及び県社協による協議体「徳島県生活困窮者自
立支援協議会」を組成し、各センター長が事業運営等について
協議する運営委員会を開催した。併せて、正副委員長会議を開
催した。
　①運営委員会
　②正副委員長会

（１）市町村ボランティアセンター広域連携の促進
　県内の各市町村社協のボランティアセンターやコーディ
ネーターの連携を推進し機能強化を図る。

（２）市町村ボランティアセンターの相談支援事業の強化
　市町村社協の推進するボランティア活動の支援、ボラン
ティアフェスティバル等への協力を行うとともに、随時、ボ
ランティアに関する情報提供を実施する。

時期・回数
（1）通年
（2）年10回以上

対象者 市町村社会福祉協議会

ボボラランンテティィアア活活動動推推進進事事業業

徳島県生活困窮者自立支援協議会運営委員会
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、県社協と
ともに協議会を構成する１６町村社協の情報共有等を図るた
めに、構成団体の事務局長等による運営委員会を開催する。

回数 年2回

対象者 １６町村社協
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３月

（再掲）
徳島県生活困窮者自立支援協議会運営委員会
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、県社協と
ともに協議会を構成する１６町村社協の情報共有等を図るた
め、構成団体の事務局長等による運営委員会を開催する。

回数 年2回

回数

対象者 １６町村社協

生活困窮者自立支援事業運営会議
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、県域にお
ける支援ネットワークの構築、社会資源の開拓や連携等に向
けた検討を行う。

基基本本方方針針１１　　誰誰ももがが繋繋ががりり輝輝くく地地域域づづくくりり

対象者 県、関係機関など

時期

①　４月１８日（月）
　　２月２１日（火）
②１１月　２日（水）
　　２月１４日（火）

対象者
①１６町村社協
（センター）
②正副委員長

実実践践内内容容とと結結果果

対象者 県、関係機関など

回数 年１回

生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援事事業業のの推推進進

ととくくししまま・・くくららししササポポーートトセセンンタターー事事業業

時期

生活困窮者自立相談支援事業
　生活困窮者の個々人に応じた支援計画の作成、就労・家計
再建等に向けた課題を解決するため、１６町村社協と協議体
を構成し、１６町村社協が行う相談支援をサポートする。

生活困窮者自立支援事業定例支援調整会議
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に
関係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把
握と開発に向けた検討などを行う。

東部・西部・南部毎に各
２回

対象者
県民局、
１６町村・社協、
関係機関など

対象数
新規相談：１９６件
プラン策定：２６９件
家計プラン：５０件

　１６町村社協及び県社協による協議体「徳島県生活困窮者自
立支援協議会」を組成し、１６町村社協に配置した相談支援員
等により地域に密着した相談支援ができるよう、その推進に取
り組んだ。
　生活上の困りごと相談に至るケースは依然として多く、新規
相談件数、プラン件数ともに高い水準となっている。なお、プ
ラン策定件数のうち再プランの占める割合が高くなっている。

　県所管課等と協議を行い、新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から書面開催となった。

　１６町村社協及び県社協による協議体「徳島県生活困窮者自
立支援協議会」を組成し、各センター長が事業運営等について
協議する運営委員会を開催した。併せて、正副委員長会議を開
催した。
　①運営委員会
　②正副委員長会

　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に関
係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把握と
開発に向けた検討などを行った。個別支援調整会議において
は、書面審査あるいはZoom等での会議運営ができるよう工夫し
た。

(1)個別支援調整会議
(2)定例支援調整会議
　①東部ブロック、②南部ブロック、③西部ブロック

時期

(1)随時（７６回）

(2)①   9月１２日（月）
　　１２月１２日（月）
　  ② ９月８日（木）
　　１２月１２日（月）
     ③ ９月５日（月）
　　１２月１４日（水）

時期

22..  総総合合相相談談・・生生活活支支援援体体制制づづくくりりのの強強化化重重点点推推進進施施策策

通年

対象者 １６町村社協
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対象者 社協職員

対象者 生活困窮者

時期

対象者 ２４市町村相談支援員等

年６回

生活困窮者自立支援強化事業
　支援従事者や関係機関職員向けのセミナーや事例研究等の
研修を開催するとともに、関係機関と連携し支援体制整備を
進める。
　① 研修企画会議の開催
　② テーマ別研修（刑余者等への支援のあり方を考える）
　③ 資質向上研修（国が主催する人材養成研修の伝達等）

回数
①②③
年２回

対象者

①県、自立相談支援機
関、学識経験者など
②事業従事者ほか
③事業従事者ほか

家計改善支援事業
　生活困窮者の家計の管理能力の向上を図るため、きめ細や
かな相談支援を実施する。

時期 通年

対象者 生活困窮者

時期
5/26、7/28、9/22、
11/8、1/27、3/20相談支援業務担当職員研修会

　事例検討や勉強会を通して、生活困窮者自立支援事業に従
事する相談支援員・就労支援員等のスキルアップを図るとと
もに、相談支援員等のネットワークづくりや情報共有が図ら
れる機会を提供する。

回数

時期 通年

　複合的な生活課題を抱える世帯の増加を踏まえ、相談支援を
中心とした個別支援を行うとともに、把握した様々な相談ニー
ズに対する予防的観点も含めた地域づくりと市民活動への参加
を促す支援の観点から地域福祉を推進することのできる職員育
成に向けた研修会を開催した。
　県内社協等の実践事例を共有するとともに、社協の担う総合
相談・生活支援を軸とした包括的支援体制づくりについて学び
あう機会とした。
　生活困窮者自立支援事業や生活福祉資金貸付事業、日常生活
自立支援事業、在宅福祉サービスに携わる職員など、相談支援
を進める社協職員の、横断的な参加と協働を基本として開催し
た。

　相談者が抱える様々な課題は、経済的な問題となって現れる
ことが多いことから、地元の相談支援員とともに家計の視点か
ら相談支援を進めるよう取り組んだ。経済的な問題の背景にあ
る根源的な課題を相談者とともに理解し、相談者自身が「家計
を管理しよう」という意欲を高め、また、再び生活困窮状態に
なることを防ぐ観点からも、自ら家計管理ができるよう支援し
た。

　相談支援員等の資質向上を図るとともに、自立相談支援機関
が困窮者支援に係る協働の中核として、他関係機関と連携し取
り組むことができるよう事業を実施した。
　① 研修企画会議
　② テーマ別研修（気づきや発見力向上に向けた支援研修会）
　③ 資質向上研修（当事者の声から考える）
　④ 地域における生活支援相談のための研修会

①　６月２９日（水）
　　７月２２日（金）
　　１月２７日（金）
②１２月　５日（月）
③　９月３０日（金）
④１０月１２日（水）

対象者
①県、自立相談支援機
関、学識経験者など
②③④事業従事者等
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（１）生活困窮者に対する能動的支援を実施し、各関係機関と
       連携した伴走型支援を推進した。
　       ZoomやSNSを活用した相談支援のあり方を社協間で
       共有し、本人の意向を的確に把握して支援につなげるため
       のアウトリーチの拡充に取り組んだ。

（２）潜在化している生活困窮者の早期発見及び新型コロナウ
　　イルスの影響等を踏まえたニーズの発掘などを行うため、
　　特に支援の必要性の高い年末年始やゴールデンウイークな
　　どの相談体制を構築した。
　      年末年始の越年支援にあたっては、フードバンクと協働
　　し、16町村社協及び県社協にて各町村圏域の住民へ支援
　　物資を配付することを通じて生活の相談に応じた。また、
　　１２月の平日は夜間も相談に応じたり、毎月第４土曜日は
　　電話による相談を受け付けた。

　①ゴールデンウイーク相談
　②１２月ナイト相談
　③年末年始の越年支援
　④くらしサポートNaviダイヤル（定例の土曜相談会）
　⑤士業ネットワーク・個別相談（Web予約制）

対象者 (1)24市町村社協等

備考

(2)相談・支援件数
　①１０件
　②５７件
　③４００件
　④２０件
　⑤５件

   各地域での支え合い活動を広げるとともに、生活困窮者自立
支援
事業への理解・啓発を行うため、目標額を１０万円として様々
な人・機関・企業へ募金への協力を呼びかけた。

対象数
募金件数：64件
募金額　：226,900円

(1)通年
(2)
  ①４/29～5/1
　　5/3～5/5
  ②12月
　　平日18時～21時
  ③１２/１３、２９
  ④毎月第４土曜日
  ⑤Web予約制

生活用品貸与（給付）事業
　生活困窮者の自立を支援するための就職活動や生活の立て
直しを支援する生活用品貸与（給付）事業を広く周知し、
テーマ別募金による支え合い活動を促進する。

生活困窮者

随時

共共同同募募金金配配分分金金事事業業

生活困窮者へのアウトリーチの強化
　生活困窮者に対する能動的支援を実施し、ひきこもり地域
支援センター等関係機関と連携した伴走型支援を実施する１
６町村社協を支援する。

時期 通年

対象者 １６町村社協

時期

実実践践内内容容とと結結果果

時期

対象者
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生生活活福福祉祉資資金金貸貸付付事事業業

貸貸付付審審査査等等運運営営委委員員会会のの開開催催

　新型コロナウイルス感染症による休業等を理由に生活に困
窮された方や、低所得者世帯、障がい者世帯又は高齢者世帯
に対し、資金の貸付と必要な相談支援を行うことにより、経
済的な自立及び安心した生活を送れるように支援する。また
必要に応じて、生活困窮者自立支援事業と連携することで、
より効果的な事業の活用を図る。

種別

総合支援資金
福祉資金
不動産担保型生活資金
教育支援資金
臨時特例つなぎ資金
緊急小口資金等の特例貸
付

　幅広い専門分野の審査委員で構成し、総合的かつ多角的な
面から適正な審査を実施する。なお、貸付による問題解決が
支援として馴染まない場合は、必要な関係機関に繋ぐなど次
なる支援方策を検討する。

生生活活福福祉祉資資金金貸貸付付制制度度のの活活用用促促進進

　新型コロナウィルスの影響による休業や失業により生活費が
不足している世帯への特例貸付を実施した。

（１）全国WEB会議
（２）全国生活福祉資金運営委員会（WEB会議）
（３）全国生活福祉資金見直しに向けた論点整理のための作業
委員会
（４）四国ブロック生活福祉資金体制調査
（５）緊急小口資金特例貸付審査会
（６）総合支援資金・初回（生活支援費）特例貸付審査会

対象者

(5)   ２９７件
(6)   １８５件

決定件数

決定金額
(5)    58,050,000円
(6)    97,950,000円

対象者
低所得世帯、障がい者世
帯、高齢者世帯

　低所得者世帯、障がい者世帯又は高齢者世帯に対し、資金の
貸付と必要な相談支援を行うことにより、経済的な自立及び安
心した生活を送れるように支援することを目的として資金の有
効な活用を促進した。
　生活困窮者自立支援事業と生活福祉資金貸付事業において、
効果的な連携を目的に、ケースの検討を行い、相談者の支援策
の一つに貸付事業の利用の是非について相談を行った。
　また貸付によらない支援方法についても検討を行った。

(1) 4/21、8/5、9/16
(2) 5/25、10/17、
3/28
(3) 1/25、3/9
(4) 1/23
(5) 随時
(6) 随時

時期

(1) 常務理事・事務局長
(2･3) 事務局長
(4) 担当者等
(5) 特例（小口）申請者
(6) 特例（総合）申請者

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期

決定件数 (1) ６７件  (2) ２件

時期 通年

回数 毎月１回

　審査会を開催し、世帯の自立に活用される適切な資金貸付と
なるかなど、その支援方策を検討した。
　また、世帯状況の変更や不動産の評価等に応じた契約の変更
事項について協議を行った。

（１）生活福祉資金貸付審査等運営委員会
（２）不動産担保型生活資金貸付審査等運営委員会

(1)毎月(年１２回）
　 小委員会0回
　（持ち回り審査0回）
(2)年3回
　（持ち回り審査0回）

決定額
(1)    79,539,500円
(2)      8,541,600円
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（３）本研究協議会は、貸付事業をとりまく今日的課題を共有
　　し、地域福祉推進のための中核的な役割を担う社協と、課
　　題を抱える世帯の、見守り役・相談役・つなぎ役として重
　　要な役割を担う民生委員が、各々求められる役割について
　　事例報告や講演を通じて共に考える機会とした。

　   事例報告
　　・板野町民生委員児童委員協議会の取り組み（板野町）
　　・生活福祉資金貸付制度の課題と展開（東みよし町）
　　・地域共生社会の実現に向けて（美馬市）
　

　福祉事務所や各県民局と定例の会議を通じて制度説明やそれ
ぞれの課題認識の共有化を行った。また、県士業ネットワーク
などとの個別相談の仕組みを構築するとともに、社会福祉法人
との連携により、県民への総合相談対応が行えるようにした。

時期

　９月　５日（月）
　９月　８日（木）
　９月１２日（月）
１２月１２日（月）
１２月１４日（水）

時期・回数
（１）（２）（３）
年1回

対象者

（１）市町村社協担当者
（２）市町村社協担当者
　　相談業務に関わる職
員
（３）市町村社協担当者
　　民生委員・児童委員

（１）市町村社協担当者会
　事業に係る知識の習得や、制度の理解について周知・徹底
を図る。あわせて、本貸付制度の活用による経済的な課題を
抱えた世帯への有効な支援を行うための検討をすすめる。

（２）相談支援業務担当職員資質向上研修会
　生活困窮や社会的孤立などの複合的な生活課題を抱える世
帯の増加に加え、とりわけ新型コロナウイルス感染症の影響
も相まって、これからの相談支援の充実と強化には、包括的
な体制に基づく支援を進めるための機会を設ける。

（３）貸付事業運営研究協議会
　経済的課題を抱える世帯への支援に際し、本事業と他制度
との連携をスムーズに行うため、社協や民生委員・児童委員
などの関係機関に対して、事業への共通認識を図り連携の在
り方について共に考える場を設ける。

自自立立相相談談支支援援機機関関にによよるる他他制制度度のの有有効効活活用用

　借受世帯の自立に向けた包括的な支援を行うため、福祉事
務所やハローワーク等との効果的な連携強化を目的として、
関係機関実務担当者連絡会議へ積極的に参画する。

円円滑滑なな制制度度実実施施ののたためめのの研研修修会会等等のの開開催催

回数 年2回程度

対象者

(1) 市町村社協担当者
(2) 市町村社協担当者
    相談業務に関わる職員
(3) 市町村社協担当者
　市町村民児協事務局
　法定単位民児協会長

（１）生活福祉資金貸付事業について、福祉資金だけでなく、
　　　緊急小口資金について改めて説明の機会を設けた。

（２）生活福祉資金貸付事業担当者のみならず、相談支援業務
　　に携わる職員が共に、地域福祉の推進を図りつつ、社協
　　が取り組むべき「地域づくり」「参加支援」「個別支援」
　　について考える機会とした。
　
　　　講義
　　　　「支援員に求められる基本倫理と基本姿勢」
　　　　　　　地域コンサル助っ人　代表　森本　博通　氏

実実践践内内容容とと結結果果

時期
(1) 4月８日
(2) 3月23日
(3) １月10日

実実践践内内容容とと結結果果
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(1) 年４回
　　1回2,000件

回数

（１）滞納債権の状況把握と滞納解消のため、滞納者に対し
　　督促通知を送付した。

（２）行方不明者及び相続人等の住所調査等を行い、償還の
　　再開に繋いだ。
　
（３）長期滞納者や悪質滞納者等へ戸別訪問の実施や弁護士等
　　を通じた個別対応を行った。
　　　①戸別訪問・調査（県・市町村社協等）
　　　②差押
　　　③訴訟・調停等（弁護士委任）
　　　④内容証明
　　　⑤面談実施
　　　⑥調査会社依頼・居住実態調査（県外在住者対象）

対象者

（制度説明）
　　　市町村社協を通じて、民生委員・児童委員各研修会にお
　　いてパンフレットを配布するとともに、単位民生委員児童
　　委員協議会会長に対する特例貸付事業への理解と地域住民
　　への周知に努めた。
　　 　また、県民児協役員会等において、貸付制度に関する周
　　知を図った。

（学校関係者等）
　  　4月に学校（県内・全中学校及び高校）へのパンフレット
    の送付を行い、事業の周知と理解を求めた。
　    その他、市町村社協と連携し、個別の相談にも対応できる
    ようにした。

件数

(2) 　705件

(3) ①１０件
　　②  １件
　　③  ４件
　　④   0件
　　⑤ 随時
　　⑥  １件

適適正正なな債債権権管管理理のの取取りり組組みみ

　初期段階における滞納解消に向けた取り組みや、長期滞留
債権の適正な債権処理をすすめる。あわせて、悪質滞納者な
どに対する法的手続きや行方不明・転居等に素早く対応する
ため、借受世帯の生活状況把握や居住地調査を徹底し、世帯
の生活状況に応じて償還計画の見直し等に弾力的に対応す
る。
　また、市町村社協とのより一層の協力体制を築くために、
事業実施に伴う知識及び実務全般についての研修を行う。

時期 通年

他他機機関関ととのの連連携携にによよるるききめめ細細かかいい支支援援

　民生委員児童委員協議会並びに民生委員に対して、本貸付
事業における民生委員の役割や意義などの理解を図るため、
地区民協定例会などに出向き協力を求める。加えて、子ども
の貧困など社会問題への対応として、学校関係者に対する説
明・周知を行い、当事業への理解・協力を求める。

時期 随時

対象者
民生委員・児童委員
県内高等学校 等
行政機関

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期 随時

民生委員・児童委員
県内高等学校 等
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ととくくししまま権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業

日日常常生生活活自自立立支支援援事事業業のの推推進進

　判断能力が十分ではない方（認知症、知的障がい、精神障
がいなど）が地域において自立した生活が送れるよう、利用
者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等や日常の金
銭管理を行う。
　事業効果をより一層高めるため、成年後見制度との切れ目
のない支援を意識した事業を行うとともに資質の向上に努め
る。
　
　（１）契約締結審査会
　（２）巡回訪問
　（３）専門員連絡会議

時期

（１）毎月
（２）６月、７月、８月
（３）奇数月

対象者
本事業専門員
本事業生活支援員
市町村社会福祉協議会

民民生生委委員員・・児児童童委委員員のの円円滑滑なな引引継継ぎぎのの促促進進

　民生委員の交代後も継続した支援や助言が行われるよう、
本事業の内容や民生委員の役割について理解・協力を求める
とともに、生活福祉資金借受世帯の引継ぎについての支援を
行う。

時期 随時

対象者 民生委員・児童委員

(1)利用希望者の契約締結能力や日常生活自立支援事業での援助
   の必要性、支援計画が適切に実施されるように一次審査及び
   契約締結審査会を開催した。
　   　審査事案74(緊急事案 1)　相談事案 0  報告事案 １

(2)8市町村社協へ巡回訪問調査を行った。

(3)専門員等資質の向上を図る研修を開催した。
       ①専門員基礎研修・生活支援員基礎研修
             説明１「日常生活自立支援事業の目的と概要」
             説明２「日常生活自立支援事業における
                         　         　　専門員業務・生活支援員業務」
　　　　※Zoom研修

  　  ②市町村社協による生活支援員定例会の支援
　　　 　海部郡、板野郡並びに勝浦郡・名西郡・名東郡合同

(4)相談支援業務担当職員研修会を実施。複合的な生活課題
     を抱える世帯の増加を踏まえ、相談支援を中心とした
     個別支援を行うとともに、把握した様々な相談ニーズに
     対する予防的観点も含めた地域づくりと市民活動への
     参加を促す支援の観点から地域福祉をすすめることの
     できる職員育成に向けた研修会を開催した。
　
     県内社協等の実践事例を共有するとともに、社協の担う
     総合相談・生活支援を軸とした包括的支援体制づくりに
     ついて学びあう機会とした。
　
     生活困窮者自立支援事業や生活福祉資金貸付事業、日常
     生活自立支援事業、在宅福祉サービスに携わる職員など、
     相談支援を進める社協職員の、横断的な参加と協働を基本
　 として開催した。

対象者

(1)市町村社協専門員
(2)市町村社協
(3)①市町村社協職員
　　計43名
　 ②市町村社協
(4)社協職員

実実践践内内容容とと結結果果

時期

(1)毎月（年１２回）

(2)6月１日阿南市社協
　 ６月８日小松島市社協
　 ６月２９日藍住町社協
　 ７月１２日松茂町社協
　 ７月２９日北島町社協
　 ８月   ４日美波町社協
　 ８月３１日上板町社協
　 ９月   ８日吉野川市社
協
 
(3) ①４月１２日
　　  ４月２８日
　　②８月１８日板野郡
　　　１０月１３日
　　　勝浦郡・名西郡・
　　　名東郡
　　　１月３０日海部郡
　
(4) 5月26日
　　7月28日
　　9月22日
　　11月8日
　　1月27日
　　3月20日
　　計６回

（制度説明）
　　　市町村社協を通じて、民生委員・児童委員各研修会等に
　　おいて、パンフレットを配布するなどした。
　　 　また、民生委員・児童委員の変更が行われる場合には、
　　生活福祉資金借受世帯の引き継ぎが円滑に行えるよう、援
　　助記録票の発行を速やかに行った。

時期 随時

対象者 民生委員・児童委員等

実実践践内内容容とと結結果果

− 14 −



時期

(1)
　①1月31日
　②７月６日
　　１１月２８日
　　１２月１９日
　③随時

(2)①7月５日
　　 8月２３日
　 ②8月３０日
　　 9月６日
　　 ９月１３日

(3)①6月2日
　 ②10月7日

(4)
　①7月13日
　②9月30日(南部１)
　　10月11日(東部２)
　　10月14日(南部２)
　　10月28日(東部１)
　　11月１日(西部)
　③11月30日

対象者

(1)一般県民・福祉関係者
　①98名
　②各20名程度
 
(2)一般県民・福祉関係職
　①94名
　②77名
　
(3)福祉関係者
　①82名
　②68名

(4)裁判所・専門職・市町
村・市町村社協
　①42名
　②徳島県・徳島県社協
　　市町村・市町村社協
　③101名

　判断能力が十分ではない方（認知症、知的障がい、精神障
がいなど）の財産管理や身上保護をする成年後見制度の普及
を図る。
　県と連携し、地域連携ネットワークのコーディネートを行
う「中核機関」の設置など市町村および社協の取組を支援す
る。
   また、制度を推進するため、裁判所、弁護士等専門職関係
者との連携を図るとともに、支援従事者の資質の向上に努め
る。

　（１）権利擁護専門研修
　（２）成年後見制度利用促進会議及び利用促進協議会

時期
（１）１０月
（２）７月～

対象者
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

成成年年後後見見制制度度のの推推進進

(１)関係機関、一般の方に対する成年後見制度及び権利擁護
　体制の構築についての普及促進を図った。
　　①権利擁護・成年後見セミナーの開催
　　   　「成年後見制度と任意後見制度について」
　　　   （親亡き後問題や認知症高齢者に係る諸問題の事例検
討）
　　　   徳島県司法書士会副会長　山岡　実子　氏
  　 ②出前講座
 　  　   福祉事務所説明会（徳島県庁）
    　　  小松島市法人後見準備会（小松島市）
　　　   税理士会講演（徳島市）
      ③情報提供

(２)権利擁護支援者養成のための研修を実施した。
   　①基礎研修ステップ１（生活支援員活動期待レベル）
　   ②基礎研修ステップ２（法人後見支援員期待レベル）

(３)専門職員に対するスキルアップを図った。
　   ①「日常生活自立支援事業と成年後見制度について」
　　   　   徳島県日常生活自立支援事業契約締結審査会
　　　　　　　　　　　　　委員長　柳沢　志津子　氏
　  ②「判断能力に不安がある方の意思決定支援について」
　　　　  公益社団法人　認知症の人と家族の会
　　　　　徳島県支部長　社会福祉士　大下　直樹　氏

(4)徳島県、関係機関と連携し市町村・市町村社協に対し
     成年後見利用促進体制の整備を推進した。
     ①徳島県成年後見制度利用促進協議会の参加（徳島県主催）
     ②成年後見利用促進協議会圏域別協議会の開催
　     （徳島県と連携して開催）
　  ③令和４年度中核機関連絡会議の開催
　　　  昨年度に引き続き１回開催

実実践践内内容容とと結結果果
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社社会会的的養養護護をを必必要要ととすするる方方のの自自立立をを支支援援すするるたためめのの貸貸付付制制度度のの運運用用 実実践践内内容容とと結結果果

　児童養護施設等に入所中又は里親等への委託中及び児童養
護施設等を退所した方又は里親等への委託が解除された方に
対して、生活支援費、家賃支援費や資格取得支援費などの自
立支援資金の貸付を行う。

対象者
児童養護施設等に入所中
の児童・生徒等

　経済的に厳しく医療機関を受診できない児童養護施設退所者
等を支援するため、医療費等の実費相当額の追加ができるよ
う、生活支援費の拡充が図られた。なお、迅速な貸付等を行う
ため、全て持ち回り審査とした。
　また、必要に応じ児童養護施設や里親等と連絡調整を行うな
ど、円滑な自立に向けた側面支援にも取り組むとともに、猶予
期間中の方に連絡を行うなど、自立生活状況を確認することに
も努めた。

時期 年5回

対象者
児童養護施設等の退所又
は里親などの委託を解除
された者

決定件数 6名

決定金額 9,102,000円

児児童童養養護護施施設設退退所所者者等等にに対対すするる自自立立支支援援資資金金貸貸付付事事業業
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33..  広広域域的的なな連連携携・・協協働働ののププララッットトフフォォーームムづづくくりり重重点点推推進進施施策策

(1)県内外のさまざまな取り組みや、各種支援策の情報など
　  を集約する広域的な支援バンクを構築し、子どもの居場
     所について、これから取り組みを予定するなかでの不安
     や課題、現在の取り組みの中での課題について、運営者・
     団体と応援者・団体をつなぐ支援を行った。

(2) 「子どもの居場所」利用者や支援者等、広く県民の利便
　  性向上を図るため、「子どもの居場所」づくり団体が取
     り組む活動概要や開催日時、開催場所等を記載した「子
     どもの居場所」マップを作成し、普及啓発に努めた。

(3)子どもの居場所の拡充や、生活課題等を抱える子どもや
     家庭を把握し支援につなげる「子どもの居場所づくりア
     ドバイザー」を養成することを目的とした研修会を実施
　  し、「アドバイザーバンク」への登録を行った。

　 子どもの居場所づくりに取り組む運営団体と応援者・団
 体の情報収集・整理を行い、双方のマッチングを行った。
　 また、相談窓口に寄せられた課題や、助成団体の活動内
 容をまとめた「啓発冊子」を作成し、運営委員会（10月・
 3月開催）で報告し、今後の子どもの 居場所づくりの推進
 に繋げた。

実実践践内内容容とと結結果果

時期 通年

対象

子どもの居場所づくりに取
り組む者・団体、子どもの
居場所づくりに取り組む
者・団体に場所や食材・資
金等を提供する者・団体

　県が実施するコーディネーター養成研修の修了者等を対象
に、「子どもの居場所づくりアドバイザー」養成研修を開催し
た。受講者には、県のアドバイザーバンクに登録いただいた。
今後の地域における子どもの居場所に関するアドバイザーとし
て活躍いただけることとなった。

時期

１２月１５日（木）
　１月１２日（木）
　２月　２日（木）
　２月２８日（火）

参加者
※アドバイザーバンク登録
者
　１８名

子どもの居場所づくりに取
り組む者・団体、子どもの
居場所づくりに取り組む
者・団体に場所や食材・資
金等を提供する者・団体

対象者
県が実施するコーディネー
ター養成研修受講者等

基基本本方方針針１１　　誰誰ももがが繋繋ががりり輝輝くく地地域域づづくくりり

地地域域のの多多様様なな主主体体にによよるる連連携携・・協協働働のの支支援援

子子どどもものの居居場場所所づづくくりり推推進進事事業業

子どもの居場所づくりの推進に向けた支援バンクの実施
　子どもの居場所づくりに取り組む運営者・団体と応援者・
団体を網羅する広域的な支援バンクや相談窓口を設置する。

時期 通年

対象者

子どもの居場所づくりに
取り組む者・団体、子ど
もの居場所づくりに取り
組む者・団体に場所や食
材・資金等を提供する
者・団体

時期

(1)(2)随時
(3)12月15日（研修1）
      １月12日（研修2）
       2月  2日（研修3）
       2月28日（研修4）
       登録者数１９名

対象
子どもの居場所運営者、
鳴門教育大学教授、社
協、行政、関係機関等

（新）子どもの居場所づくり推進コーディネーター上位互換
  　　 養成研修
　県が実施するコーディネーター養成研修受講者等を対象と
した上位互換研修会を開催する。受講者のうち、子どもの居
場所に取り組んでいる事業所や団体に対しては、県から“子
どもの居場所認定”を行う。また、本会HPなどにおいて広
く県民に周知を図る。

時期 下半期

子どもの居場所づくりの推進に向けたコーディネート機能の
発揮
　子どもの居場所づくりに取り組む運営者団体と応援者・団
体のマッチングを行う。

時期 通年

対象者
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　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に関
係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把握と
開発に向けた検討などを行った。個別支援調整会議において
は、書面審査あるいはZoom等での会議運営ができるよう工夫し
た。

(1)個別支援調整会議
(2)定例支援調整会議
　①東部ブロック、②南部ブロック、③西部ブロック

実実践践内内容容とと結結果果

　「地域共生社会」の実現を目指した多様な関係機関とのネッ
トワークづくりを目的とした会合へ参画し、他団体と連携して
「地域共生社会」の実現に向けて取り組んだ。
　
　とくしま孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
　内閣官房孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
　徳島県生活困窮者自立支援プラットフォーム
　地域生活定着支援ネットワーク協議会
　士業ネットワークWG
　とくしま就職氷河期世代支援プラットフォーム会議
　徳島県地域包括ケア推進会議
　徳島地域生活保護受給者等就労自立促進事業協議会
　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築に係るWG
等

時期 通年

時期

(1)随時（７６回）

(2)①   9月１２日（月）
　　１２月１２日（月）
　  ② ９月８日（木）
　　１２月１２日（月）
     ③ ９月５日（月）
　　１２月１４日（水）

　県内の民生委員児童委員（2,017名）を対象に「地域におけ
る相談活動と包括的支援体制に関する調査」を実施。集約と分
析を行い、市町村社協等への周知と活用による地域福祉実践に
繋げた。

時期 令和４年９月～１１月

　徳島県地域包括ケア推進会議など「地域共生社会」の実現
を目指した取り組みを行う多様な関係機関とのネットワーク
づくりを目的とした会合へ参画し、他団体と連携して「地域
共生社会」の実現を目指す。

時期 通年

地域生活課題・社会活動等の実態把握
　民生委員や市町村社協等と協働して、地域生活課題の現状
把握を行ったり、地域福祉活動の実践や社会資源の実態を把
握したりして、県内の地域福祉活動の推進に繋げる。

回数 年１回

対象者 市町村社協、民生委員等

ととくくししまま・・くくららししササポポーートトセセンンタターー事事業業

（再掲）
生活困窮者自立支援事業定例支援調整会議
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に
関係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把
握と開発に向けた検討などを行う。

回数
東部・西部・南部毎に各
２回

対象者
県民局、１６町村・社
協、関係機関など

回答数 １，２７６件

実実践践内内容容とと結結果果市市町町村村社社協協総総合合支支援援事事業業
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地域福祉の取組状況を共有するセミナー等の開催
　地域福祉の取組状況を共有したり、具体的な実践方法を学
び、地域共生社会の推進に向けた包括的な支援体制の構築に
繋げる社会福祉法人セミナー等の開催。

回数 年1回
　地域生活問題が顕在化・複合化する前の段階から地域の支え
合い機能でもって個を地域で支えること、そして相談支援機能
を有する様々な機関が包括的な相談支援体制を構築し取り組む
ことの双方を両輪として展開すべきであることに着目し、各市
町村圏域における包括的支援体制づくりを推進することを目的
としたセミナーを開催した。
　令和４年度　社会福祉法人セミナー

時期 ６月１５日（水）

対象者
社協・社会福祉法人役職
員、行政職員、地域福祉
推進関係者

参加者
１００名
（市町村社協、社会福祉
法人、行政）

　市町村社会福祉協議会が、地域生活に困難を抱える住民への
適切な相談支援をすすめる際に、必要に応じて専門相談へと繋
げることができるよう本アドバイザー派遣事業の案内と活用を
促した。

時期 ３月

対象者 県、関係機関など

実実践践内内容容とと結結果果

　県所管課等と協議を行い、新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から書面開催となった。

　複合的な生活課題を抱える世帯の増加を踏まえ、相談支援を
中心とした個別支援を行うとともに、把握した様々な相談ニー
ズに対する予防的観点も含めた地域づくりと市民活動への参加
を促す支援の観点から地域福祉を推進することのできる職員育
成に向けた研修会を開催した。
　県内社協等の実践事例を共有するとともに、社協の担う総合
相談・生活支援を軸とした包括的支援体制づくりについて学び
あう機会とした。
　生活困窮者自立支援事業や生活福祉資金貸付事業、日常生活
自立支援事業、在宅福祉サービスに携わる職員など、相談支援
を進める社協職員の、横断的な参加と協働を基本として開催し
た。

時期
5/26、7/28、9/22、
11/8、1/27、3/20

対象者 社協職員

時期 随時

対象者 市町村社会福祉協議会

時期

(1)随時（７６回）

(2)①   9月１２日（月）
　　１２月１２日（月）
　  ② ９月８日（木）
　　１２月１２日（月）
     ③ ９月５日（月）
　　１２月１４日（水）

実実践践内内容容とと結結果果

　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に関
係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把握と
開発に向けた検討などを行った。個別支援調整会議において
は、書面審査あるいはZoom等での会議運営ができるよう工夫し
た。

(1)個別支援調整会議
(2)定例支援調整会議
　①東部ブロック、②南部ブロック、③西部ブロック

対象者
県民局、１６町村・社
協、関係機関など

専専門門職職集集団団・・種種別別協協ななどど地地域域資資源源ののネネッットトワワーークク化化

時期 随時

対象者 市町村社会福祉協議会

市市町町村村社社協協総総合合支支援援事事業業

（再掲）
地域福祉推進のためのアドバイザー派遣事業
　市町村社協がすすめる地域住民の福祉・生活課題等の解決
に向けた相談支援事業の円滑な実施を図るため、専門的見地
から助言等の援助を行う、相談支援アドバイザーを派遣す
る。

（再掲）
生活困窮者自立支援事業定例支援調整会議
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、圏域毎に
関係者による意見交換や情報共有、社会資源の充足状況の把
握と開発に向けた検討などを行う。

（再掲）
相談支援業務担当職員研修会
　事例検討や勉強会を通して、生活困窮者自立支援事業に従
事する相談支援員・就労支援員等のスキルアップを図るとと
もに、相談支援員等のネットワークづくりや情報共有が図ら
れる機会を提供する。

（再掲）
生活困窮者自立支援事業運営会議
　徳島県生活困窮者自立支援事業の実施にあたり、県域にお
ける支援ネットワークの構築、社会資源の開拓や連携等に向
けた検討を行う。

回数 年１回

対象者 県、関係機関など

回数 年６回

対象者 ２４市町村相談支援員等

回数
東部・西部・南部毎に各
２回

ととくくししまま・・くくららししササポポーートトセセンンタターー事事業業
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実実践践内内容容とと結結果果

（１）阿南市において権利擁護支援者研修（ステップ１（２
日）、
　　ステップ２（３日））を開催し、権利擁護支援に必要な知
識を
　　普及した。（94名参加）

（２）県主催の成年後見制度利用促進会議に出席し、裁判所、
　　専門職等と令和4年度の成年後見利用促進に係る進捗状況の
　　確認及び令和4年度に向けた対応策につき協議した（14
名・
　　19名参加）

実実践践内内容容とと結結果果

　金融機関連絡会の開催に向け、各銀行と個別の意見交換を行
い、出金時の手続きの簡素化などを協議した。

(１)ステップ１
　　　7月５日
　　　8月２３日
　　ステップ２
　　　8月３０日
　　　9月６日
　　　９月１３日
(２)5月24日
　  11月17日

対象者

一般県民
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

時期 ３月

対象者 関係金融機関

（１）善意銀行（預託）の実施
　　　　預託の相談と需給調整を行った。

（２）ボランティア活動への普及啓発事業
      　　とくしま県民活動プラザと連携し、移動オフィスを開
　　　設し、普及啓発を図った。
　
（３）ボランティア活動相談支援事業
　　　　とくしま県民活動プラザと連携し、ボランティア活動
　　　に関する相談支援を行った。
　
（４）ボランティア保険関連事業
　　　　ボランティア保険の受付、加入対応等を行った。

（５）ウクライナ避難民支援パートナー（ボランティア）
            ボランティアへの説明会を開催するとともに、ボラン
　　　ティアによる避難民への支援を行った。

時期・回数

（１）16回

（２）随時

（３）随時

（４）ボランティア活動
　　　保険加入者数
　　　7,433名

（５）随時

対象者

ボランティア・ＮＰＯ法人
一般県民
企業・団体
市町村社協

時期

１０月

対象者
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

成年後見制度の利用促進

　関係者に日常生活自立支援事業と成年後見制度の違いの理
解を図り、適切な利用ができるように働きかける。
　また、裁判所、弁護士等専門職関係者との連携を図るとと
もに支援従事者の資質の向上に努める。
　県と連携し、地域連携ネットワークのコーディネートを行
う「中核機関」の設置など市町村および社協の取組を支援す
る。

　（１）権利擁護・成年後見セミナー
　（２）成年後見制度利用促進会議及び利用促進協議会

時期

対象者

一般県民
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

対象者

ボランティア・ＮＰＯ法人
一般県民
企業・団体
市町村社会福祉協議会

ととくくししまま権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業

ボボラランンテティィアア活活動動推推進進事事業業

ボボラランンテティィアア・・ＮＮＰＰＯＯ組組織織化化等等のの支支援援事事業業　　

（１）善意銀行（預託）の実施
　「社会の役に立ちたい」という多くの企業・団体等からの
預託（物品・技術）の申し込みの窓口を設置し、提供を必要
としている施設等へ橋渡し（紹介・マッチング）を行う。

（２）ボランティア活動への普及啓発事業
　学校・企業・各種団体・イベント関係等に情報提供を行う
ことにより、ボランティア活動の重要性の普及啓発を図る。

（３）ボランティア活動相談支援事業
　ボランティア団体事業への協力・参加、ボランティア活動
希望者への相談・支援、ボランティア団体等への相談・支援
を行うことで、ボランティア活動への参加者の増加、活動の
活性化を図る。

（４）ボランティア保険関連事業
　ボランティア活動保険に関する窓口を設置し、説明、加入
手続き等事務を行う。

時期・回数

（１）20件以上
（２）随時
（３）月1回
（４）1万人以上

（１）１０月
（２）７月～

日常生活自立支援事業の推進
　
　事業効果および効率化をより一層高めるため、金融機関と
の研修会を開催し、金融機関との連携を図る。

時期
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（１）ボランティア推進センター運営委員会の開催
　　　　とくしまボランティア推進センターの活動方針や事業
　　　内容等の 検討を行い、県内ボランティア活動のさらなる
　　　啓発、推進へと繋げた。

（２）ボランティア活動実態調査
　　　①ボランティア活動等におけるニーズ調査を実施し、結
　　　　果をホームページに掲載する等の情報提供を行った。

　　　②市町村社協におけるボランティア活動基本調査を実施
　　　　し、報告書を県及び各市町村社協に送付した。

　　　③芸能分野で活動するボランティア調査を実施し、結果
　　　　をホームページに掲載する等の情報提供を行った。

　中核スタッフ会議を開催し，施設が被災した際の災害ボラン
ティアセンターとの連携，個別避難計画の策定推進，制度改正
に合わせた福祉避難所の運営等について協議した。
　また，スーパーバイザーや被災地社協職員を交え，大規模災
害の教訓を共有するとともに，効果的な被災者支援について意
見交換を行った。

回数
6/28，8/16，
10/14，12/12，
2/14

対象者 各圏域社会福祉法人職員

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期

（１）3月22日

（２）①４月
　　　②、③6月

対象者

（１）一般県民

（２）市町村社協、
　　　ボランティア
　　　活動希望者や
　　　企業・団体

大大規規模模災災害害にに備備ええたた連連携携強強化化推推進進事事業業

中中核核ススタタッッフフ会会議議のの開開催催

　社会課題を解決するため、社会福祉法人の有する様々な機
能を活用できるよう施設種別・ブロック別のメンバーによる
中核スタッフ会議を開催し、エリアマネジメントや他機関連
携による取組を推進する。
　また、得られた成果等を各ブロックや県域に拡げることに
より、広域的な連携・協働を推進する。

回数 年３回以上

対象者 各圏域社会福祉法人職員

ボボラランンテティィアア推推進進セセンンタターー機機能能強強化化事事業業

（１）ボランティア推進センター運営委員会
　ボランティアの代表及び福祉団体・社会福祉協議会の役職
員・関係行政機関の職員・社会福祉施設の関係者・報道機関
の関係者・学識経験者等に必要に応じ委員に就任いただき、
運営委員会でボランティア推進センターの事業内容、活動方
針を検討する。

（２）ボランティア活動実態調査事業
　社会福祉施設、社会貢献団体等へボランティア活動に関す
るニーズの調査を行い、公表することでボランティア活動希
望者や企業・団体に社会貢献活動についての情報を提供す
る。

回数
（１）（２）
年1回

対象者
（１）一般県民
（２）ボランティア活動
希望者や企業・団体
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対象 市町村社会福祉協議会他
市町村社会福祉協議会
その他任意団体

重重点点推推進進施施策策

実実践践内内容容とと結結果果

通年

市市町町村村社社協協総総合合支支援援事事業業

子どもの居場所づくりに
取り組む者・団体、子ど
もの居場所づくりに取り
組む者・団体に場所や食
材・資金等を提供する
者・団体

対象者

随時

対象者 生活困窮者

対象
子どもの居場所運営者、
鳴門教育大学教授、社
協、行政、関係機関等

基基本本方方針針２２　　地地域域共共生生社社会会のの推推進進をを担担うう人人づづくくりり

11..  地地域域福福祉祉をを支支ええるる人人材材のの養養成成とと確確保保

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

   各地域での支え合い活動を広げるとともに、生活困窮者
自立支援事業への理解・啓発を行うため、目標額を１０万
円として様々な人・機関・企業へ募金への協力を呼びかけ
た。

対象数
募金件数：64件
募金額　：226,900円

　市町村社協等からの要請に基づき、社協や単位民生委員児童
委員協議会における定例会議、地域共生をテーマとした行政機
関が実施する勉強会等に職員が出向き、事業等の説明を行っ
た。
　また、日頃の各関係機関との関わりから、昨今のコロナによ
る影響を踏まえた状況認識を共有したり、今後の他機関ネット
ワークに活かしていくため、任意団体の各種研修会において講
義を行った。

地地域域住住民民にに向向けけたた支支ええ合合いい活活動動のの推推進進

子子どどもものの居居場場所所づづくくりり推推進進事事業業

時期 随時

（再掲）
子どもの居場所づくりの推進に向けた支援バンクの実施
　子どもの居場所づくりに取り組む運営者・団体と応援者・
団体を網羅する広域的な支援バンクや相談窓口を設置する。

時期

共共同同募募金金配配分分金金事事業業

随時

（再掲）
生活用品貸与（給付）事業
　生活困窮者の自立を支援するための就職活動や生活の立て
直しを支援する生活用品貸与（給付）事業を広く周知し、
テーマ別募金による支え合い活動を促進する。

（再掲）
　市町村社協からの要請に基づき、民生委員・児童委員や支
え合い推進員、社協職員等を対象とした研修会へ、県社協職
員を講師として派遣する。

時期

対象者

時期

(1)県内外のさまざまな取り組みや、各種支援策の情報など
　  を集約する広域的な支援バンクを構築し、子どもの居場
     所について、これから取り組みを予定するなかでの不安
     や課題、現在の取り組みの中での課題について、運営者・
     団体と応援者・団体をつなぐ支援を行った。

(2) 「子どもの居場所」利用者や支援者等、広く県民の利便
　  性向上を図るため、「子どもの居場所」づくり団体が取
     り組む活動概要や開催日時、開催場所等を記載した「子
     どもの居場所」マップを作成し、普及啓発に努めた。

(3)子どもの居場所の拡充や、生活課題等を抱える子どもや
     家庭を把握し支援につなげる「子どもの居場所づくりア
     ドバイザー」を養成することを目的とした研修会を実施
　  し、「アドバイザーバンク」への登録を行った。

時期

(1)(2)随時
(3)12月15日（研修1）
      １月12日（研修2）
       2月  2日（研修3）
       2月28日（研修4）
       登録者数１９名
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１２月９日（金）

対象者

４０名（四国4県の地域
福祉、ボランティア、日
常生活自立支援事業、生
活福祉資金貸付事業、 生
活困窮者自立支援事業等
の各部・課・所長及び担
当職員）

時期

(1) ①8月27日
　   ②(募集)夏季休暇期間
　　　(表彰式)11月20日

(2) 随時

(3) ①9月28日
　

　四国各県社協の地域福祉関連事業に関する取り組みを共有す
るとともに、市町村社会福祉協議会の組織や活動の支援方策等
について協議した。

全全世世代代ボボラランンテティィアア活活動動促促進進事事業業　　

四国ブロック県社協

（新）四国ブロック県社協担当者会議
　四国ブロック各県社協で推進されている事業や事例を共有
し、社協として取り組むべき課題や実践方法などを研究・協
議し、今後の取り組みにつなげる。

ボボラランンテティィアア活活動動推推進進事事業業

青少年世代等の一般県民

実実践践内内容容とと結結果果

時期 １１月頃

対象者

（１）青少年世代のボランティア活動普及事業（ＴＩＣの
         推進）
   市町村において、ボランティア活動を行う青少年の活動
の場を設け、ボランティア体験標語の実施など普及啓発を進
める。

（２）壮年期・中年期世代のボランティア活動促進事業
　壮年・中年世代のボランティア活動への参加を促進し、
次世代のボランティア活動の担い手を養成する。

（３）高年期世代のボランティア活動促進事業
　高年期世代のボランティア活動への参加を促進し、地域に
おける住民同士の支え合い活動の担い手を養成する。

時期

（１）（２）（３）
年1回以上

対象者

（１）青少年世代のボランティア活動普及事業（TICの推進）
      　①こどもがいきいきと活動するまち「ぷらざタウン」
　　　　　とくしま県民活動プラザ及び徳島市まちづくり協働
　　　　プラザと共催し、小学生を対象とした社会貢献活動団
　　　　体の体験イベントを実施した。(出展３団体)
　
　　　②とくしまボランティア体験月間標語コンクール
　　　　　応募総数989名
　　　　　(中学生の部11校859名、高校生の部6校130名)
　　　　　入賞作品　中学生の部 最優秀賞1点、優秀賞4点
　　　　　　　　　　高校生の部 最優秀賞1点、優秀賞4点
　　　　　入賞作品は、広報誌への掲載や県社会福祉大会で
             の広報、報道機関へ情報提供を行い、最優秀賞作品
             はポスター制作及び各関係機関、学校等への配布を
             行った。

（２）壮年期・中年期世代のボランティア活動促進事業
　　　　ボランティア活動証明を発行した。

（３）高年期世代のボランティア活動促進事業
　　　①徳島県シルバー大学校大学院において防災講座を担
　　　　当した。
　　　②とくしま住民参加型在宅福祉サービス団体連絡会と
　　　　連携し、地域ささえあい担い手養成事業を実施した。

対象者

時期・回数

青少年世代等の一般県民
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（１）権利擁護・成年後見セミナー
　　　「成年後見制度と任意後見制度について」
　　　（親亡き後問題や認知症高齢者に係る諸問題についての
　　　　事例検討）
　　　徳島県司法書士会副会長　山岡　実子　氏
           ※参加者　99名

（２）権利擁護支援者養成研修
　　　阿南市において権利擁護支援者養成研修
　　　（ステップ１（２日）、ステップ２（３日））を開催
          し、権利擁護支援に必要な知識を普及した。
　　　（94名参加）

ボボラランンテティィアア活活動動をを支支ええるる人人材材育育成成・・ネネッットトワワーークク構構築築

ととくくししまま権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業

成成年年後後見見制制度度のの推推進進((社社会会的的包包摂摂にに向向けけたた福福祉祉教教育育//地地域域住住民民にに向向けけたた支支ええ合合いい活活動動のの推推進進))

（１）ＮＰＯ出前講座事業
　団体からの要請を受けて、職員やボランティアコーディ
ネーターが出向いて研修会を実施する。

（２）ＮＰＯ・ボランティアおためし体験事業
　ボランティア活動を体験してみたい方を対象に、本格的な
活動への参加ではなく、お試し体験として短期間の活動体験
を提供する。

（３）ゆめバンクとくしま運営事業
　人、物、資金、情報を必要とするボランティア・ＮＰＯ団
体に繋ぐ、「ゆめバンクとくしま」の運営に協力することに
より、助成金情報や団体情報等を広く提供する。

（１）計11回

（２）①計247回
　　　②3月12日

（３）随時

（４）12講座

（５）随時

（６）10月23日

（１）年10回以上
（２）年50回以上
（３）随時

対象者

実実践践内内容容とと結結果果

ボランティア・ＮＰＯ団
体
一般県民

（１）ＮＰＯ出前講座事業
　　　　団体からの意向に応じ、職員やボランティアコーディ
　　　ネーターが随時出向いて講師を担った。

（２）ＮＰＯ・ボランティアおためし体験事業
　　　①ボランティア団体が行う活動を希望者が実際に体験す
           る事業を行うことで、ボランティア活動の普及啓発に取
           り組んだ。
　　　②ボランティア受入団体向けのNPO・ボランティアおた
　　　　めし体験事業説明会を開催した。

（３）ゆめバンクとくしま運営事業
　　　　人、物、資金、情報を必要とするボランティア・ＮＰ
        Ｏ団体につなぐ、ゆめバンクとくしまの運営に協力する
        ことにより、助成金情報や団体情報等を広く提供し支援
        を行った。

（４）ボランティア育成研修事業
　　　　とくしま県民活動プラザと協働し、NPO団体等の意
        向を反映した講座に協力した。

（５）登録ボランティア事業
　　　　活動したいボランティアをメール登録し、ボランティ
         ア情報を発信した。

（６）第17回とくしまNPO・ボランティアフェア
　　　　県内の社会貢献活動団体による活動紹介を行い、活動
        の拡がりを図った。

実実践践内内容容とと結結果果

時期・回数

時期

(1)１月３１日
(2)ステップ１
 　　7月５日
　　 8月２３日
　 ステップ２
　　 8月３０日
　　 9月６日
　 　９月１３日

対象者 一般県民

　判断能力が十分ではない方（認知症、知的障がい、精神障
がいなど）の財産管理や身上保護をする成年後見制度の普及
を図る。
　地域住民に成年後見制度および関連した制度仕組みの理解
を図り利用に繋げる。
　権利擁護活動に参加できる住民を養成し、支え合い活動を
推進する。

　（１）権利擁護・成年後見セミナー
　（２）権利擁護支援者養成研修（Zoom及び南部で開催予
定）

時期
（１）１０月
（２）７月、８月、９月

対象者 一般県民

時期・回数

（１）計981名
　
（２）①計656名
　　　②11名

（４）計132名

（５）計651名

（６）出展16団体
　　　（一般参加者：
　　　　　約2,000名）

参加者
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児児童童生生徒徒介介護護等等体体験験事事業業　　介介護護・・福福祉祉ロロボボッットト体体験験学学習習事事業業

　福祉・介護の仕事の大切さや魅力を伝えるため、福祉関係
団体等と連携し、福祉・介護体験や介護ロボット体験を実施
する。
　また地域の中で「ともに生きる力」をはぐくむためには、
地域の福祉関係団体が協働する、新たな福祉教育に発展させ
ることが必要であるため、市町村社協の積極的な参画をすす
める。

（１）県民への地域共生社会理念の浸透
　「支える側」「支えられる側」という関係ではなく、「地
域に生きて暮らしている以上、誰もが支え・支えられるもの
である」という「地域共生社会」の実現を進めるため、意識
啓発を図る必要がある。
　福祉現場の取り組みや当事者の思いを映像や紙面媒体等を
通して発信することにより、地域の福祉力向上を図る。

対象者 （１）県民

（２）福祉教育推進モデル校の指定
　学校の「総合的な学習の時間」における福祉学習の取り入
れ方は多岐にわたっている。そのような中、学校とともに、
積極的に「福祉」を学校教育に取り込み、福祉コミュニティ
の形成や地域福祉を推進するための実践に取り組んでいる市
町村社協をモデルとして指定する。

指定数

実実践践内内容容とと結結果果

回数 年１回

　社会を支えるために不可欠な福祉の仕事に携わる人に対
し、児童生徒から「福祉のお仕事作文」を募集し広く周知す
ることで、福祉は身近なものと感じてもらい、「福祉の仕事
の重要性」を再認識し、将来の福祉人材の確保を図る。

福福祉祉教教育育推推進進事事業業

時期 夏休み頃

福福祉祉でで働働くく人人へへのの応応援援メメッッセセーージジ

　モデル指定を受けた市町村社協から、福祉教育推進モデル
事業の報告を行う。学校をはじめとした関係機関との連携に
よる地域の生活課題への取り組み・実践を学ぶことにより、
福祉コミュニティの形成にむけた地域福祉の推進を図る。

福福祉祉教教育育推推進進セセミミナナーー「「成成果果報報告告会会」」のの開開催催

全全世世代代にに向向けけたた福福祉祉生生涯涯教教育育

（２）３社協

対象者
県内の小・中学校・高等
学校の生徒・教員等

　令和４年度に取り組んだ福祉教育推進モデル事業や、県教育
委員会による地域学校協働活動の取り組みの報告を行い、次年
度の福祉教育推進に繋げた。

・モデル事業の取り組み報告（阿波市社協）
・地域学校協働活動の取り組み報告（徳島県教育委員会生涯学
習課）
・鳴門教育大学大学院助教からの助言

実実践践内内容容とと結結果果

（１）応募者　１３２名
　

（２）3月９日　徳島新聞
　 折込フリーペーパー
　「Startt」に掲載

参加者 ４５名

（１）「社会を支える福祉の仕事」作文募集
　　福祉社会に関する意識啓発を図り、そのメッセージを広く
　　県民に発信し、福祉や福祉の仕事を身近に捉える機会を得
　　ることを目的に「社会を支える福祉のお仕事作文」を県内
　　小中学生から募集した。また、ホームページにメッセージ
　　や作文を掲載し、徳島新聞にて周知を図った。

（２）作文応募者と福祉施設職員との座談会
　　作文応募者である中学生と親、福祉施設職員との三者によ
      る座談会を開催し、その内容をタウン誌「Startt」を通し
      て発信することにより、県民にエッセンシャルワーカーと
      しての福祉の仕事の位置づけや役割を伝えた。

　県内の小・中・高等学校の授業で実施されている総合的な学
習の時間や職業体験学習等の様々な教育課程において、福祉の
仕事の大切さや魅力等について出前講座を開催するとともに、
福祉のまちづくりについての学習機会を提供する等福祉体験事
業を種別協の協力も得て実施した。

対象数

　児童生徒介護体験事業
　　1２校（634名）
　福祉介護ロボット体験
　事業
　　1４校（459名）

（１）小学校で実施した福祉・介護体験学習の様子をタウン誌
　　に掲載し、県民の福祉教育への理解促進を図った。
　　　また、福祉現場の紹介や業務内容をタウン誌へ掲載し、
　　福祉の仕事を身近に捉える機会になるよう発信を行った。
　
（２）1社協（阿波市社協）を福祉教育推進モデルに指定し
      た。学校と地域の連携により、地域の福祉力の向上と合
      わせ、共生社会を目指した地域づくりに繋がる実践に取
　　り組んだ。

対象数

（１）情報誌
　　タウトク・CU・あわ
わ
　

（２）
   モデル指定
　阿波市社会福祉協議会

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

対象数
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4月1日から3月31日

対象者
・モデル施設（2５施
設）
・採用者数　 ０名

　新型コロナウイルス感染症による休業等により、解雇や内
定取り消しを余儀なくされた方にトライアル介護職員として
活躍してもらうことにより、雇用創出を図り、人材の確保を
促進する。

　　（１）協力施設の募集・選定
　　（２）トライアル介護職員の募集広報
　　（３）就労マッチング
　　（４）運営連絡会の開催
　　（５）協力施設への助成

実実践践内内容容とと結結果果

 　新型コロナウイルス感染症の影響による休業等により、解雇
や内定取り消しを余儀なくされた原則60歳未満の方を対象に、
介護業務（介護周辺業務を含む）に従事するトライアル介護職
員の募集を行ったが、採用には至らなかった。

時期 通年

対象者

新型コロナウイルス感染
症による休業等により、
解雇や内定取り消しを余
儀なくされた方

介介護護ワワーーククシシェェアアリリンンググ事事業業

時期

時期
　元気な高齢者の活躍の場を創出するとともに、地域の人手
不足分野である介護現場の負担軽減を図るため、現役職員と
元気な高齢者が業務をシェアする介護助手の導入を支援し、
県内40カ所のモデル施設への普及・定着を促進する。

     （１）コーディネーターの設置
     （２）協力施設の募集・選定
     （３）介護助手の募集広報
     （４）就労マッチング・説明会等の支援
     （５）運営連絡会の開催
     （６）協力施設への助成
     （７）認定証の発行

通年

対象者
元気で働く意欲のある
シニアで、介護の仕事
を希望する者

アアククテティィブブ・・シシニニアア生生涯涯活活躍躍加加速速化化事事業業

時期 4月1日から3月31日

　住み慣れた地域で自分に合った時間で就労を実現する「シニ
アの生きがいづくり」と、「介護人材の確保」につなげる機会
に努めた。
　「新たな介護の担い手」「介護現場の負担軽減」「介護職の
高度化・専門化」が推進された。 対象者

・モデル施設（33施設）
・事前説明会参加者
　 76名
・面接申込者 63名
・採用者数 39名
・継続雇用 27名
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実実践践内内容容とと結結果果出出前前型型研研修修支支援援事事業業

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期 通年

対象者 3事業所

時期・回数 1回

対象者
社会福祉施設等における
人材育成に携わる職員
18名

　Zoomを用いたWeb研修として開催した。
　事業所の担当者に職場内研修における意義や職場内研修担当者
としての基本的な役割、職場内研修を企画・実施する具体的な手
法に加えて、コロナ時代における人材育成、研修体系の構築方法
等についても学んでいただく機会を設けた。

　他事業所のモデルとなる職場内研修体系を新たに構築する事業
所に対して、ヒアリングや講師紹介等により効果的な体系構築へ
のサポートを実施し、研修に係る経費を助成した。
　なお、助成をした事業所には、令和５年度の研修において事業
報告を行っていただく。

　　　事業所名：宝田デイサービスセンター

対象数 39名

対象数 1事業所

３事業所に対して支援を行った。
　１　事業所名：三好市社会福祉協議会
　　　実施回数：３回　参加人員：３０名
　２　事業所名：有限会社メディック住友
　　　実施回数：２回　参加人員：４名
　３　事業所名：社会福祉法人清寿会
　　　実施回数：２回　参加人員：延べ３１名

　Zoomを用いたWeb研修として開催した。事業所の所在地を問
わず参加可能であるため、圏域を限定せずに１回実施した。
　研修では、令和２年度に職場内研修モデル事業を実施した２事
業所より事業報告をいただいた後、ワールドカフェ形式で福祉職
場における仕事のやりがい等について意見交換や情報共有の機会
を設けた。対象者 県内の社会福祉事業所

福福祉祉・・介介護護人人材材キキャャリリアアアアッッププ研研修修支支援援事事業業

職職場場内内研研修修担担当当者者研研修修のの実実施施

　福祉事業所の職場内研修担当者に対して、職場内研修方法等
についての研修会を開催する。

時期 １１月

対象者 ２事業所

職職場場内内研研修修体体系系モモデデルル事事業業

　他事業所のモデルとなる職場内研修体系を構築する事業所
に、研修実施に必要な経費の助成等を行う。また、モデル事業
での事業所の取組を共有し、職場内研修や人材育成の取組を推
進する。

時期 通年

対象者

基基本本方方針針２２　　地地域域共共生生社社会会のの推推進進をを担担うう人人づづくくりり

22..  福福祉祉人人材材のの確確保保・・育育成成・・定定着着のの推推進進

　外部研修参加が難しく、研修のノウハウをもたない事業所に
対し、事業所内の研修機会の拡大により、職場内研修の開催や
人材育成の仕組みづくりを支援する。

時期 通年

対象者 3事業所

重重点点推推進進施施策策

圏圏域域別別福福祉祉・・介介護護事事業業所所連連携携強強化化研研修修事事業業

　福祉ニーズの多様化による多職種連携強化のため、種別を超
えた福祉施設・事業所の交流研修を実施する。また、圏域別に
意見交換を行うことによって地域特有の課題などを抽出し、職
員の資質の底上げを図る。

時期・回数
７月～１１月
１回

県内の社会福祉事業所
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実実践践内内容容とと結結果果

社社会会福福祉祉従従事事者者研研修修事事業業

　社会福祉従事者として求められる専門知識・技術を身に付け
るため、階層に応じたテーマ別の研修会を実施する。

時期 ４月～３月

対象者 社会福祉事業所等役職員

ススキキルルアアッッププ研研修修　　11４４研研修修

階階層層別別研研修修　　４４研研修修

回数
各１回
（延べ日数：１３３日）

　社会福祉に従事している新任職員、中堅職員、指導者、管理
者を対象に、体系的な研修を実施することにより、階層別に求
められる基礎的な知識や技術等の資質向上を図る。

時期 ４月～３月

対象者 社会福祉事業所等役職員

回数 4研修（延べ6日）

参加者数 265名

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

回数 13研修（延べ23日）

参加者数 685名

　新任職員研修については参集としたが、その他の研修について
は、コロナウイルス感染拡大防止のためZoomを用いたWeb研修
として開催した。
　研修では、階層に応じた知識・技術の習得を図った。

　コロナウイルス感染拡大防止のためZoomを用いたWeb研修と
して開催した。
　「共感を得ることば講座」については、当初１日程の予定で
あったが、定員を大きく上回る申込があったことから、別途日程
を設け追加開催した。

参加者数

（１）  77名
（２）  45名
（３）  94名
（４）256名
（５）  31名
（６）  67名

○（１）～（３）の実施
　講義科目はオンライン上の動画視聴及び確認テストで実施し、
演習科目は原則Zoomを用いたオンライン研修としたが、一部の
日程のみ集合型研修にて実施した。

○（４）～（６）の実施
　講義科目はオンライン上の動画視聴で実施し、演習科目は原則
Zoomを用いたオンライン研修としたが、一部の日程のみ集合型
研修にて実施した。

時期 ７月～３月

介介護護支支援援専専門門員員関関連連研研修修事事業業

介介護護支支援援専専門門員員関関連連研研修修　　６６研研修修

　要介護者等が、住み慣れた地域で、その人らしい自立した生
活を送るためには、多様なサービス主体が連携を図って支援を
行うための適切なケアマネジメントが求められている。その中
核的な役割を担う介護支援専門員について、その養成段階で行
われる研修を体系的に実施する。

（１）介護支援専門員実務研修
（２）介護支援専門員再研修
（３）介護支援専門員実務未経験者更新研修
（４）介護支援専門員更新研修
（５）介護支援専門員専門研修（専門研修課程Ⅰ）
（６）介護支援専門員専門研修（専門研修課程Ⅱ）

時間数

（１）101時間
（２）59時間
（３）59時間
（４）94.5時間
（５）54.5時間
（６）40時間
※講義の動画視聴時間も含む

日数

（１）15日間（延べ28日）
（２）  9日間（延べ17日）
（３）  9日間（延べ17日）
（４）10日間（延べ20日）
（５）  6日間（延べ12日）
（６）  4日間（延べ  8日）
※講義の動画視聴により受講者
各自で取り組む科目は除く
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　四国ブロックの福祉人材センター関係者で福祉の担い手とな
る人材確保・育成・定着に関する現状や課題について協議を行
い、事業の効果的な運営を目指す。
　丁寧なマッチングを担うキャリア支援専門員等の相談援助に
関する知識や技術の向上を目指すことを目的にマッチング機能
強化研修も同時に開催する。

時期 １１月 時期 11月4日

対象者 四国の県社会福祉協議会 参加者 参加者：25名

（（新新））四四国国ブブロロッックク福福祉祉人人材材セセンンタターー研研究究協協議議会会・・ママッッチチンンググ機機能能強強化化研研修修 実実践践内内容容とと結結果果

　事業の効果的な運営を目指すため、四国ブロックの福祉人材セ
ンター関係者で福祉の担い手となる人材確保・育成・定着に関す
る現状や課題について協議を行った。
　また、外部講師によるキャリア支援専門員等の相談援助に関す
る知識・技術の向上のためのマッチング機能強化研修を実施し
た。

実実践践内内容容とと結結果果

対象者

（１）経営協理事など
（2）県民
（3）求職者・求人施設
（4）運営委員

時期

（1）随時
（2）随時
（3）随時
（4）6月1７日、3月1７
日

実実践践内内容容とと結結果果

教員免許取得を希望する
大学生

人人材材確確保保推推進進ののたためめのの事事業業

（１）福祉を志す若い世代などの参入を図るため、社会福祉法
人経営者協議会と連携した取り組みを強化する。
　
（２）福祉人材センターの利用を促進するため、求職者や学
生、事業所担当者等へ様々な広報媒体を効果的に活用して広く
周知し啓発を図る。

（３）福祉人材を効果的にマッチングするため、求人側が望む
求職者へのアプローチの仕組みを、求人スカウト機能を活用す
るなどしてコーディネートする。

（４）事業を円滑かつ効果的に実施するため、運営委員会を開
催する。

時期・回数
（１）（２）（３）通年
（４）年２回

対象者

（１）経営協理事など
（２）（３）
　　求職者、求人事業
所、一般県民、学生
(４)運営委員

介介護護等等体体験験事事業業

　教員免許取得を希望する者であって、県内の社会福祉事業所
において介護体験を希望する者の調整を行う。

時期 通年

対象者

 （１）求職者や求人事業所からの各種相談に応じるため、各
関係機関と連携しながら、福祉人材センター窓口や電話での対
応の他、SNS等を活用した情報発信を行う。

 （２）就職支援コーディネーターを中心に、事業所訪問を積
極的に行い、顔の見える関係を構築するとともに、事業所ニー
ズにあわせた最新の人材確保等の情報を提供し、「とくしまの
福祉」の協働体制の構築を目指す。

時期 通年

対象者 求職者・求人事業所

無無料料職職業業紹紹介介事事業業

福福祉祉人人材材セセンンタターー事事業業

実実践践内内容容とと結結果果

時期 随時

8月22日～26日
9月12日～16日
11月28日～12月2日
12月19日～23日
（各５日間）

対象者
教員免許取得を希望する
大学生（県内）

参加者
参加者　：69名
協力法人：健祥会、共生会

　求職者の希望や状況に応じるとともに、事業所からの求人等に
関する相談対応を行った。また必要に応じ、求職者へ資格取得等
の情報提供や関係機関との連絡調整等も行った。あわせて、人材
センターの認知度・利用度を上げるため、幅広い年齢層に向け
SNS等を活用し機能発信にも努めた。

　コロナの影響により、施設への訪問による相談支援は難しかっ
たが、電話により求人票の提出を依頼した。

（1）社会福祉法人経営者協議会の役員等に対し、事業内容の説
明や情報交換を行った。
　
（2）若い世代に向けたSNSの活用や、幅広い世代に向けたテレ
ビ、ラジオ、市町村広報等、効果的な広報手段を模索しながら、
周知啓発に取り組み、求職登録の促進等に努めた。

（3）求人票をお預かりしていない事業所に電話訪問等を行い求
人登録の促進等を行った。

（4）運営委員会を2回開催し､人材センター事業を効果的に実施
するための協議を行い、情報共有に努めた。

　義務教育職員免許志願者に対する介護等体験については、例年
県内外の大学生が参加し、県内の受入施設で５日間の体験実習を
実施していたが、新型コロナウイルスの影響から、令和3年度に
引き続き、県内大学生を対象に、Zoomを使った体験実習を実施
した。

時期

回数 ハローワーク：21回

参加者 一般求職者など
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６月

対象者

時期

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期
8月30日
9月8日

参加者

【高齢分野】
　参加者：19名
   事業所：30法人施設
【障がい分野】
　参加者：27名
　事業所：24法人施設

8月23日
12月22日

参加者

　福祉施設・事務所には、給与や人材の育成体系、職員の働き
やすさや働きがいに繋がる取り組みの充実とともに、職員が連
携し、サービスの質を維持・向上していくことが求められてい
る。
　本セミナーは、働き方改革や多様な人材の確保、IT技術への
取り組みなどの実践事例の紹介や職員の職場に対する満足度を
高める取り組みなどを学び、経営基盤の「要」である人材の確
保・育成・定着に繋げ、安定的に質の高いサービスの提供を図
ることを目的とし開催する。

対象者
福祉事業所の管理者・採
用担当者等

福福祉祉就就職職ガガイイダダンンススのの開開催催

　福祉事業所への理解を深めるとともに、就業者の県内定着や
Ｕターンの促進、将来的な福祉人材の確保に繋げるため、福祉
業務に興味のある者や福祉施設就職希望者等を対象に、職業相
談及び情報提供等を行う。

時期

一般求職者、大学生

福福祉祉事事業業所所向向けけママッッチチンンググ支支援援セセミミナナーー等等のの開開催催

　徳島県内の福祉職場の雰囲気、お仕事の魅力、先輩職員から
のメッセージ等の動画を、福祉人材センターのホームページや
YouTubeで配信し、福祉職場への理解を深めることにより安
定的な人材の確保と定着を推進し、将来的な福祉人材の確保を
図る。

時期 通年

対象者

福福祉祉・・介介護護人人材材ママッッチチンンググ機機能能強強化化事事業業

44名

　３年ぶりに対面での福祉就職転職ガイダンスを実施した。高齢
分野と障がい分野で日程を分け、Zoomによるオンライン面談の
ブースも設置した。
　コロナ禍の中、感染対策を行いながら、求職者の就職活動及び
求人事業所の採用活動の支援を図った。

　「魅力ある職場づくり」「働きやすい職場づくり」を進め、
福祉人材の定着を図ることを目的に実施した。
　報告：社会福祉施設における労働災害防止対策について、
　　　　ノーリフティングケアへの取り組み、
　　　　プラチナくるみん取得事業所の取り組み
　報告者：徳島労働局、社会福祉法人蓬莱会、
　　　　　社会福祉法人さわらび会
　講演：コーチングを基礎とした職員面談術、福祉業界で働く
　　　　魅力の伝え方・求人票の書き方
　講師：中小企業診断士　安岡和之、株式会社マイナビ
　　　　　神野達郎

回数 年１回

一般求職者、大学生

実実践践内内容容とと結結果果

参加者 6５法人

回数 再生回数：42,183回

　コロナ禍の影響で求職者が福祉現場を訪問する機会が減ってい
ることから福祉施設現場の雰囲気や業務内容を紹介する動画を
YouTubeにて配信した。また、ハローワーク（徳島・駅のハ
ローワーク・鳴門）へDVDを配布し、待合室等で発信を行っても
らうよう依頼した。

ととくくししままのの福福祉祉のの就就活活ＷＷｅｅｂｂ版版のの配配信信
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　職業訓練を受けている方に福祉人材センターが実施する福祉
職場の見学や体験事業の活用を促し、現場の雰囲気や魅力を発
信することで就職を支援する。
　また、訓練機関や自立相談支援機関と連携・協働し求職者バ
スツアーを実施し、働いている自分の姿をイメージできる働き
かけを行ったり、先輩職員から様々な話を聞くなどの機会を提
供する。

対象者
求職者（経験者・未経験
者）

送付先
送付先：ハローワーク徳島・
駅のハローワーク・ハロー
ワーク鳴門

回数 適宜

（（新新））雇雇用用とと福福祉祉のの連連携携にによよるる離離職職者者へへのの就就職職支支援援のの推推進進 実実践践内内容容とと結結果果

　労働局で行われたハローワーク担当者会（6月1日）にて、福祉
人材センターが実施する事業の紹介を行い、離職者への就職支援
や介護福祉分野における人材確保に係る今後の連携に繋げた。
　また、「とくしまの福祉の就活WEB版」の動画をDVD化し、
県内ハローワークに送付し、待合室等で発信を行った。

対象者
福祉分野事業所
中途採用者

回数 年１回

ハハロローーワワーークク移移動動相相談談事事業業

　県内各地で広く求職者支援を行うとともに、他分野から福祉
分野への転職を希望する者の円滑な転職活動を支援するため、
県内のハローワークにおいて福祉人材センターの相談窓口を設
置し、各種の就職相談にきめ細やかに対応する。
　４地区のハローワーク（徳島・鳴門・吉野川・阿南）に加え
て、県下の小松島・三好・美馬・牟岐のハローワークにおける
移動相談会を試みる。

対象者
求職者（経験者・未経験
者）

回数 ハローワーク　月４回

　本年度の調査は、福祉分野に中途採用された職員を対象とす
る。福祉分野に就職したきっかけや動機、働いてみての感想、
改善点等を調査・分析し、今後の福祉分野の確保に向け、動向
や考え方を明らかにし、求人事業所の求人活動に活かし、ミス
マッチによる福祉離れの防止を図る。

調調査査研研究究事事業業

　４地区のハローワーク（徳島・鳴門・吉野川・阿南）におい
て、離職者を対象に、福祉分野の仕事の社会的意義、魅力、仕
事の内容や就業にあたっての心構えなどについて紹介する機会
を設け、求職者が理解を深めることで、福祉分野への就業希望
を高める。

対象者
求職者（経験者・未経験
者）

回数 適宜

ハハロローーワワーーククととのの協協働働ミミニニガガイイダダンンスス

対象者 一般相談者、求人事業所

実実践践内内容容とと結結果果

参加者 相談：21件

実実践践内内容容とと結結果果

対象者
令和元年度以降、他業種
から福祉分野に転職し、
勤務している職員

参加者 回答：145名

　「福祉のお仕事相談会」として、毎月、ハローワーク（徳島・
鳴門・吉野川・阿南）に相談員が出向き、相談業務にあたった。
また、ハローワーク小松島及びハローワーク美馬でも出張相談を
行った。
　コロナの影響により、相談が少なかった月もあったが、ハロー
ワークと連携し、相談者の個別支援にあたった。

相談ブース
参加者：8名
セミナー
参加者：17名

実実践践内内容容とと結結果果

　雇用保険受給者などを対象とした介護・福祉分野のミニガイダ
ンスを実施した。
　働き方改革に対応した福祉業界の状況や仕事の魅力、やりが
い、安定した仕事の強みを説明後、個別ブースにて面談会を実施
した。
　ハローワーク徳島主催の「保育就職デイ」（１月１７日）で
は、「保育のお仕事入門セミナー」にて、保育の仕事内容や資格
取得方法について説明した。

対象者

ハローワーク徳島
ハローワーク鳴門
ハローワーク阿南
雇用保険受給者

参加者

　令和元年度以降、他業種から福祉分野に中途採用された職員を
対象とした就職活動アンケート調査を行うことにより、意向や課
題を明らかにし、就職マッチングや職場定着、働きやすい職場づ
くりに繋げることを目的に実施した。
　調査結果では、就職活動での情報収集方法について、「イン
ターネットによる希望する職場の情報収集」が多くを占めている
ことが分かった。

養養成成校校ににおおけけるるミミニニガガイイダダンンスス

　若年者は福祉施設で働くことに関して疑問や不安を抱えがち
であり、養成校に入学したものの福祉施設に就職しない者も多
くいる。このため、養成校低学年にも対象を拡大し、福祉職場
の具体的な情報提供を行い、状況に応じて福祉職場体験学習等
に繋げることにより、若年者の就職活動を円滑化し、将来的な
福祉人材の確保を図る。

対象者 養成校学生

回数 年４回

実実践践内内容容とと結結果果

時期
1月18日(水)
2月22日(水)

参加者
四国大学短期大学部
１年生：23名
２年生：22名

　徳島県老人福祉施設協議会の協力のもと、四国大学短期大学部
学生へ、福祉現場で働く職員から実際の仕事紹介を行い介護の魅
力を発信するとともに、学生からの質問を受け、職員から回答し
た。
　介護職への就職意欲が促進された。
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対象者
保育所（園）への就職を
希望する者、県内の保育
所（園）採用担当者

保保育育ママッッチチンンググ体体制制整整備備事事業業

　保育所（園）と求職者の双方の意向に沿った就職を支援する
ため、マッチングの機能強化に向けた、事業所ニーズの把握・
強化に努める。事業所を訪問し、より詳細な求人状況・ニーズ
を把握するとともに、事業所だけでは解決の困難な課題に対
し、特に離職防止戦略や採用戦略、育成戦略の観点に立った外
部の専門支援者による巡回相談を行う。

時期 通年

対象者
保育所（園）
認定こども園

潜潜在在保保育育士士へへのの研研修修

　保育所（園）への円滑な就職支援を行うため、保育資格を有
する者の再就職に関する相談や、今後、保育資格取得を希望す
る者からの相談、就職先のあっせん並びに保育所（園）からの
求人に関する相談に対応する。

時期 通年

年２回程度

県内の保育士養成校に通
う学生、潜在保育士等

回数

　県内の保育士養成校で保育を学ぶ学生や潜在保育士等の保育
現場への就職を促すため、保育士養成校等と連携し保育フェア
を開催する。フェアでは、保育所（園）の概要や保育内容・方
針等について担当者から直接説明を受けるなど、情報収集や情
報交換ができる場を設ける。

時期 7月

対象者

　保育所（園）への再就職を希望する保育士を支援するため、
現場復帰に必要となる研修や再就職を希望する保育所等での保
育実技研修を開催する。

対象者
県内の保育所への再就職
を希望する有資格者

保保育育人人材材就就職職等等促促進進事事業業

保保育育士士就就職職相相談談事事業業

保保育育フフェェアアのの開開催催

時期

①2月18日
　2月25日
　3月４日
②12月3日

対象者
求人登録：480件
求職登録：317名
就職者数：86名

実実践践内内容容とと結結果果

時期 通年

対象者
保育所（園）
認定こども園

実実践践内内容容とと結結果果

参加者
①44名
②14名

実実践践内内容容とと結結果果

時期 6月18日

参加者

　保育士資格を有しているが保育施設で就労してない方・就労
経験がない方、長期間にわたり保育業務に就いていない方の
再就職を支援した。

①保育魅力アップセミナー
　再就職希望者に対して、現場復帰に向けた研修や保育実技
研修を行い、再就職を支援することを目的に企画した。

②トークセッション「Once More 保育士」
　保育施設に復職や就職した方の就職状況や働いてみての想い
を、潜在保育士に広く周知し、潜在保育士の掘り起こしや就労
支援に繋げることを目的に実施した。

　四国大学や徳島文理大学（いずれも短期大学部含む）の学生
や、保育士養成校の学生をはじめ、保育士資格を有しながら保育
業務に就いていない潜在保育士や一般の方も対象に、就職や復職
はもとより、保育への理解を深めるとともに、保育現場の人手不
足解消を目的に開催した。
　なお、新型コロナウイルスへの感染対策として、養成校ごとで
参加いただく時間を分散する等の工夫に努めた。

　保育現場で保育等に従事する保育士等の人材確保や保育の質の
向上に向けた取り組みを総合的に推進するため設置した保育士・
保育所支援センターにおいて、就職等の支援を行った。

　コーディネーターを配置し、相談窓口等において相談者や保育
施設のニーズを把握し円滑なマッチングに努めた。
　具体的には、来所や電話相談、求職登録の促進、求職登録者の
現況確認、養成校への電話訪問及び、保育施設への電話訪問によ
る求人登録の促進等の依頼を行った。また、保育相談員を保育所
に派遣し、保育士のスキルアップや保育の質の向上に関する相談
に応じ、保育士の離職防止や勤務環境の改善に努めた。

実実践践内内容容とと結結果果

時期 通年

学生・潜在保育士・子育
て支援員など 232名

保育施設：
38法人70施設
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対象者
保育団体、保育士養成
校、行政、労働局

介介護護福福祉祉士士等等修修学学資資金金貸貸付付事事業業

　介護福祉士等養成施設に在学し、介護福祉士等を目指す学生
に対して修学資金及び国家試験受験対策費を貸し付け、修学を
支援するとともに介護人材の養成・確保を目指す。

対象者
介護福祉士等養成施設の
在学生

介介護護福福祉祉士士等等修修学学資資金金貸貸付付事事業業

　保育人材の確保、職場定着、資質向上等を図る上での課題分
析や効果のある取り組み、各機関の具体的な役割について検討
するため、保育関係団体、保育士養成校、労働局、県・市町村
行政などによる検討会を開催する。

時期・回数 年２回

保保育育人人材材確確保保検検討討会会議議のの開開催催

保保育育職職場場体体験験事事業業

　保育の現場へ就職を希望する者に対し、数日間の現場体験や
保育現場へのバスツアー等を実施し、職場復帰への足がかりに
していただくとともに、採用担当者との情報交換をする機会を
提供し、保育人材の確保を図る。

時期 通年

対象者
県内の保育士養成校に通
う学生、一般求職者等

時期

16名

決定金額
25,100,000円

　介護福祉士等の資格取得を目指す学生等に対し修学資金等の貸
付を行った。また、必要に応じ養成校等との情報交換も行うな
ど、福祉マンパワーの養成・確保が出来るよう、相談支援にもあ
わせて取り組んだ。

　保育人材確保検討会を2回開催し、保育人材の確保や職場定
着、保育士の資質向上等に向けた保育士・保育所支援センター事
業を効果的に実施するための協議を行い、情報共有に努めた。

実実践践内内容容とと結結果果

通年

保育関係団体、
保育士養成施設、
行政、労働局など

　保育所等での就業経験のない方をはじめ、長期間にわたり保育
業務から離れている有資格者や、保育士を目指す大学生等を対象
に、保育職場を体験する機会を設け、保育現場の現状や仕事内容
等に関する理解を深めるとともに、保育士としての就労を希望す
る方に情報交換等の機会を提供した。 参加者

見学　　33名
体験　　24名

実実践践内内容容とと結結果果

時期 6月10日、3月8日

実実践践内内容容とと結結果果

対象者

時期 年２回募集

対象者

介護福祉士養成施設に在
籍し、卒業後県内で介護
福祉士等としての業務に
従事しようとする者

決定件数
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4名

離離職職ししたた介介護護人人材材のの再再就就職職準準備備金金貸貸付付事事業業 実実践践内内容容とと結結果果

　離職した介護職員が介護施設・事業所に再就職することを支
援するため、介護職員として介護施設・事業所への勤務が決定
した場合、再就職準備金の貸付を行う。

対象者 離職した介護職員
　介護職員として実務経験が一年以上ある離職した介護職員が、
介護施設や事業所に、介護職員として勤務が決定した際に必要と
なる再就職準備金の貸付を行った。

対象者
実務経験が一年以上ある
離職した介護職員

決定件数 2名

決定金額 750,000円

（（新新））介介護護分分野野就就職職支支援援金金貸貸付付事事業業 実実践践内内容容とと結結果果

　他業種で働いていた方の介護分野への参入を促進するため、
就職支援金を貸し付け、介護人材の確保・養成を目指す。

対象者
他業種で働いていた介護
職員

　他業種で働いていた方の介護分野への参入を促進するため、就
職支援金の貸付を行う等の周知をするとともに、介護人材の確保
に取り組んだ。

対象者
他業種で働いていた介護
職員

決定件数

介介護護福福祉祉士士実実務務者者研研修修受受講講資資金金貸貸付付事事業業 実実践践内内容容とと結結果果

（（新新））福福祉祉系系高高校校修修学学資資金金貸貸付付事事業業 実実践践内内容容とと結結果果

　福祉系高校に在学し、介護福祉士等を目指す学生に対して修
学準備金、介護実習費、国家試験受験対策費用及び就職準備金
を貸し付け、修学・就職を支援するとともに介護人材の確保・
養成を目指す。

対象者 福祉系高校の在学生

　福祉系高校に在学し、介護福祉士等を目指す学生に対して修学
準備金、介護実習費、国家試験受験対策費用及び就職準備金の貸
付を行い、修学・就職を支援するとともに介護人材の確保・養成
に取り組んだ。

対象者 福祉系高校の在学生

決定件数 2名

決定金額 880,000円

（（新新））福福祉祉系系高高校校修修学学資資金金返返還還充充当当資資金金貸貸付付事事業業

　福祉系高校等を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を
行い、指定施設において介護職及び介護業務等以外の職や業務に
従事した場合、修学資金返還充当資金の貸付を行う等、本事業の
周知を行った。

対象者
介護職及び介護業務に従
事していない施設職員等

　福祉系高校を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を
行い、指定施設において、介護職及び介護業務等以外の職や業
務に従事した場合、修学資金返還充当資金の貸付を行う。

対象者
介護職及び介護業務に従
事していない施設職員等

決定金額 693,000円

実実践践内内容容とと結結果果

決定件数 0名

決定金額 0円

　介護福祉士の資格取得を目指す学生等に対し、実務者研修受講
資金の貸付を行った。また、必要に応じ実務者研修施設等との情
報交換も行うなど、福祉マンパワーの養成・確保が出来るよう、
相談支援にもあわせて取り組んだ。

　実務者研修施設に在学し、介護福祉士等を目指す学生等に対
して修学資金及び国家試験受験対策費等を貸し付け、修学を支
援するとともに介護人材の養成・確保を目指す。

対象者 実務者研修施設の在学生

対象者

介護福祉士の実務者研修
施設に在籍し、卒業後県
内で介護福祉士等として
の業務に従事しようとす
る者

決定件数 24名

決定金額 4,050,000円
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社社会会福福祉祉士士修修学学資資金金貸貸付付事事業業 実実践践内内容容とと結結果果

対象者
障害福祉分野に就労する
者

　社会福祉士養成施設に在学し、社会福祉士を目指す学生に対
して修学資金及び国家試験受験対策費を貸し付け、修学を支援
するとともに福祉人材の養成・確保を目指す。

対象者
社会福祉士養成施設の在
学生

　社会福祉士の資格取得を目指す学生等に対し修学資金等の貸付
を行った。また、必要に応じ養成校等との情報交換も行うなど、
福祉マンパワーの養成・確保が出来るよう、相談支援にもあわせ
て取り組んだ。

決定金額 1,150,000円

　他業種等で就労していたが、一定の研修等を終了し障害福祉分
野に再就職することを支援するため、就職支援金の貸付を行う等
の周知をするとともに、障害福祉分野の人材の確保に取り組ん
だ。

対象者
障害福祉分野に就労する
者

決定件数 0名

決定金額 0円

保育士資格を持たずに保
育所等で勤務する保育補
助者を雇用する事業主

対象者

時期 年1回募集

　保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止等を目的に、保育士
資格を持たない保育補助者の雇用に必要な費用の貸付を行った。
　貸付事業者に対しては、随時、連絡調整を行うなど、安定的な
保育士の確保等に関する支援に努めた。

保保育育士士修修学学資資金金貸貸付付等等事事業業

保保育育士士修修学学資資金金貸貸付付事事業業

　指定保育士養成施設に在学し、保育士の資格取得を目指す学
生に対して修学資金を貸し付け、修学を支援するとともに、質
の高い保育士の養成・確保を目指す。

対象者
指定保育士養成施設在学
生

（（新新））障障害害福福祉祉分分野野就就職職支支援援金金貸貸付付事事業業

   他業種等で就労していたが、一定の研修等を終了し障害福祉
分野に再就職することを支援するため、就職支援金の貸付を行
う。

保保育育補補助助者者雇雇上上費費貸貸付付事事業業

　保育所等における保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止
を図ることを目的として、保育士の雇用管理改善や労働環境改
善に積極的に取り組んでいる保育事業者に対して、保育士資格
を持たない保育補助者の雇用に必要な費用の貸付を行う。

対象者

保育士の雇用管理改善や
労働環境改善に積極的に
取り組んでいる保育事業
者

保育士養成施設等に在学
し、保育士資格の取得を
目指す者

決定金額 84,000,000円

　保育士の資格取得を目指す学生に対し修学資金の貸付を行っ
た。また、必要に応じ修学する方の生活状況や就労状況、個々の
希望を踏まえた相談にきめ細かく対応するため、養成校とも緊密
に連携した貸付を実施した。

対象者

決定件数 54件

実実践践内内容容とと結結果果

対象者

社会福祉士養成施設に在
籍し、卒業後県内で相談
援助の業務に従事しよう
とする者

決定件数 3名

年1回募集

実実践践内内容容とと結結果果

時期

決定件数 2件

決定金額 16,857,000円

実実践践内内容容とと結結果果
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　保育士の円滑な就業を推進するため、未就学児をもつ保育士
の方であって、子どもの保育所、認定子ども園等の利用が決定
している方への保育料の一部の貸付を行う。

対象者

未就学児をもつ保育士の方で
あって、子どもの保育所、認
定子ども園等の利用が決定し
ている方。及び県内の保育所
等に新たに勤務する方、また
は産後休暇・育児休業から復
帰する方

潜潜在在保保育育士士等等のの就就職職準準備備金金貸貸付付事事業業

　保育士資格をもつ潜在保育士等の保育現場への就職を支援す
るため、保育士として保育所等への勤務が決定した場合、就職
準備金の貸付を行う。

対象者 潜在保育士等

保保育育士士のの離離職職防防止止支支援援事事業業

　保育士の離職防止を図るため、保育所等に勤務する未就学児
のいる保育士に対し、ファミリー・サポート・センター事業等
の利用料金の一部の貸付を行う。

対象者
保育所等に勤務する未就
学児のいる保育士

未未就就学学児児をを持持つつ保保育育士士のの復復職職にに対対すするる保保育育料料のの一一部部貸貸付付事事業業

　未就学児を持つ保育士の再就職や産後休暇又は育児休業からの
復帰を支援するため、未就学児を持つ保育士に対する保育料の一
部貸付を行った。

対象者
保育所等に勤務する未就
学児のいる保育士

決定件数 0名

時期 通年募集

対象者
徳島県内で保育士として
週20時間以上勤務する者

決定件数 2名

決定金額 456,000円

　未就学児のいる保育士に対して、ファミリーサポートセンター
の一部利用料の貸付を行う等、保育士の離職防止を目的とする本
事業の実施について、保育施設や行政等への周知を行った。

時期 通年募集

決定金額 0円

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

保育士登録後1年以上経過
後、保育所及び幼保連携
型認定こども園に新たに
勤務する者

通年募集時期

対象者　保育所・認定こども園で勤務する方へ就職準備金の貸付を行う
等、保育現場への就職を支援することを目的とする本事業の実施
について、保育施設や行政等への周知を行った。

決定件数 0名

決定金額 0円
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社社会会的的養養護護関関係係施施設設第第三三者者評評価価事事業業

社社会会福福祉祉事事業業のの経経営営者者がが行行うう福福祉祉ササーービビススのの質質のの向向上上へへのの取取りり組組みみ

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への
取り組みを支援するため、社会的養護関係施設第三者評価事
業の訪問調査を実施する。

時期 通年

対象数
１か所
（児童養護施設 １か所）

基基本本方方針針２２　　地地域域共共生生社社会会のの推推進進をを担担うう人人づづくくりり

33..  福福祉祉ササーービビスス利利用用者者ののたためめのの支支援援

評評価価調調査査者者のの養養成成

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への
取り組みを支援するため、福祉サービス第三者評価機関の体
制整備を進めるとともに、評価調査者の一層のスキルアップ
を図る。

回数 ５回

対象数 10名

福福祉祉ササーービビスス第第三三者者評評価価事事業業

社社会会福福祉祉事事業業のの経経営営者者がが行行うう福福祉祉ササーービビススのの質質のの向向上上へへのの取取りり組組みみ

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への
取り組みを支援するため、福祉サービス第三者評価事業の訪
問調査を実施する。

時期 通年

対象数 2か所

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

重重点点推推進進施施策策

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取
り組みを支援するため、福祉サービス第三者評価事業の訪問調
査を実施し、翌年度以降の受審に向けた意向確認を行った。

○訪問調査施設
　　認定こども園 １か所　障がい者支援施設 2か所

　福祉サービス第三者評価機関の体制整備を図り、より質の高
い評価調査者の養成と育成を行った。

〇調査者の質の向上に向けた合同勉強会の実施 ３回（１４名）

時期 ４月～３月

対象数 受審数　３か所

回数 ３回

対象数 1４名

実実践践内内容容とと結結果果

時期 ４月～３月

対象数
１か所
（母子生活支援施設１か
所）

　社会的養護関係施設の訪問調査及び評価を実施した。
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地地域域密密着着型型ササーービビスス事事業業外外部部評評価価事事業業

社社会会福福祉祉事事業業のの経経営営者者がが行行うう福福祉祉ササーービビススのの質質のの向向上上へへのの取取りり組組みみ

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への
取り組みを支援するため、地域密着型サービス事業外部評価
事業の調査を実施する。

時期 通年

対象者 ５０か所

評評価価調調査査員員のの養養成成

　社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への
取り組みを支援するため、地域密着型サービス事業外部評価
事業の体制整備を進めるとともに、評価調査員の一層のスキ
ルアップを図る。

回数 ２回

対象数 30名

福福祉祉ササーービビスス苦苦情情解解決決事事業業

福福祉祉ササーービビスス利利用用者者やや提提供供事事業業所所へへのの支支援援のの強強化化

　福祉サービス提供者が、福祉サービス利用者からの幅広い
意見や要望等に適切に対応することができる仕組みづくりを
支援するため、苦情解決責任者及び第三者委員の一層のスキ
ルアップを目的とした研修会を実施する。

時期・回数 年２回（６月・２月）

　福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）の適
正な運用を図るため、事業に取り組んでいる社会福祉協議会
を対象として、巡回訪問調査を実施する。

時期・回数

 通年・８か所程度
 
　徳島市社会福祉協議会
　鳴門市社会福祉協議会
　阿波市社会福祉協議会
　上勝町社会福祉協議会
　佐那河内村社会福祉協議会
　石井町社会福祉協議会
　板野町社会福祉協議会
　つるぎ町社会福祉協議会

2０名

実実践践内内容容とと結結果果

外部評価調査員連絡会議を実施した。（２０名）

　○外部評価の意義と調査員の役割について再認識するととも
　　に、制度の変更にともなう事業実施状況などについて説明
　　を行った。

　第三者委員、苦情解決責任者及び苦情受付担当者を対象とし
た研修会を企画した。相談対応の技法を取り入れ、オンライン
による研修を実施した。

　８か所の基幹的社協の巡回訪問を実施し、事業実施内容の確
認やヒアリング、必要に応じて助言等を行った。

時期・回数

9月～12月
徳島市、鳴門市、
阿波市、上勝町、
佐那河内村、石井町
板野町、つるぎ町
（８市町村社協）
徳島県社協

時期・回数

３月

年１回
（苦情受付担当者・第三
者委員に向けた合同研修
会）

時期 ４月～３月

対象者 ４９か所

回数 １回

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

　グループホームの調査及び評価を実施した。

対象者
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時期・回数

（１）　年２回
　　（６月、３月頃）
（２）　年４回
（３）　年６回

　各種別協議会の専門領域に応じたスキルアップ研修の実施
に向けた事務局運営を行う。

時期 随時

対象者 種別協議会会員・職員

委員会・部会

運営適正化委員会
運営監視合議体
苦情解決合議体

種種別別協協議議会会ととのの協協働働事事業業のの推推進進

各各種種別別協協議議会会のの運運営営をを通通ししたた専専門門性性のの向向上上

運運営営適適正正化化委委員員会会等等のの開開催催

（１）運営適正化委員会の開催
　　　事業全体の計画や進捗状況、事業報告等を行う。
（２）運営監視合議体の開催
　　　市町村社協と徳島県社協が実施している福祉サービス
　　　利用援助事業の実施状況や巡回訪問について検討す
        る。
（３）苦情解決合議体の開催
　　　福祉サービス利用者から寄せられた苦情・相談等に
　　　ついて検討する。

随時

対象者 各会員施設職員

実実践践内内容容とと結結果果

回数
運営適正化委員会３回
運営監視合議体　４回
苦情解決合議体　３回

委員会・部会

実実践践内内容容とと結結果果

運営適正化委員会
運営監視合議体
苦情解決合議体

時期

（１）事業全体の計画や進捗状況、事業報告について協議を
　　行った。

（２）市町村社協と徳島県社協が実施している福祉サービス
　　利用援助事業の実施状況や巡回訪問について検討した。

（３）福祉サービス利用者から寄せられた苦情・相談等につ
　　いて検討した。

専門領域に応じたスキルアップ等研修を各種別協議会ごとで実
施した。
（一例）
・保育士等スキルアップ研修（県保連・私保連）
・指導員・保育士合同ケース検討会等（児養協）
・福祉施設事業所における地域公益活動の展開に向けた研修
（老施協）
・徳島で暮らし働く私たちの今～外国人介護人材座談会～（老
施協）
・社会福祉法人におけるBCP（初級、中級）研修会（経営協）
・地域福祉活動部会研修会（市町村社協職員連絡会）
・訪問介護事業所におけるBCP策定研修会（ヘルパー協）
・地域における生活支援相談のための研修会（民児協）
・ささえあい勉強会（住サ連）
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対象者
県社協職員
市町村社協職員

回数 年８回

対象者
市町村福祉担当職員、市
町村社会福祉協議会職
員、社会福祉法人職員等

個個とと地地域域のの一一体体的的なな支支援援力力のの強強化化

市市町町村村社社協協総総合合支支援援事事業業

　社協に求められる役割等を踏まえたうえで、地域共生社会の
実現に向けた包括的支援体制の構築を進めるため、職員が発揮
するべき機能と、第一線で支援に取り組む職員の状況整理、ICT
環境整備の推進に向けた情報交換に努め、各種研修会体系の検
討を行った。

　包括的支援体制の推進をテーマに掲げて、地域を基盤とした
実践報告会を開催した。また、相談支援を軸とした住民支援を
行うにあたり、把握したニーズに基づく地域づくりや社会参加
の機会を創出することができるよう、相談支援業務担当職員研
修会を開催した際に、各市町村社協から実践報告をいただき、
市町村社協間で共有するなどの工夫を行った。

時期 通年通年

市町村福祉担当職員、市
町村社会福祉協議会職
員、社会福祉法人職員等

回数

対象者

県社協職員
市町村社協職員

時期

対象者

　社協役職員の資質向上のための研修体系の構築に向けて、
市町村社協の状況把握や、地域福祉推進に向けた研修体系を
検討する。

活動実践報告会
　地域の状況によって異なる地域福祉の推進に向けた取組に
ついて、「活動実践報告会」等を通して関係者間で共有し、
自組織の強みを改めて確認することで人材育成に繋げる。

　各種別協議会と連携して専門領域に応じたスキルアップ研
修を実施する中で、包括的な相談支援体制の構築に向けた地
域づくりに関する共通課題を抽出し、研修体系の検討を行
う。

対象者
種別協議会
福祉関係団体・専門職組
織

時期 通年

年1回

　地域共生社会の実現に向けた、今後の重層的支援体制整備事
業における包括的支援体制の中核として、社協が担うべき役割
や共通の課題などについて、市町村社協職員連絡会の各部会等
の会議・研修や四国ブロック市町村社協研究協議会を通じて、
啓発・情報交換を行い、知識を深めるよう努めた。

時期 通年

対象者
種別協議会
福祉関係団体・専門職組
織

実実践践内内容容とと結結果果
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対象者

一般県民
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

　利用者の思いをくみ取れる権利擁護支援の専門性の向上を
図る。

　（１）権利擁護専門研修
　　　　①成年後見制度と意思決定支援
　　　　②記録の書き方研修

時期 （１）９月、１１月

　事業効果をより一層高めるため、成年後見制度との切れ目
のない支援および地域支援に繋げられる専門性の向上に努め
る。

　（１）専門員基礎研修（制度編・実践編）
　（２）生活支援員基礎研修
　（３）専門員連絡会議

時期
（１）（２）４月
（３） 奇数月

対象者
本事業専門員
本事業生活支援員

ととくくししまま権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業

時期
（１）①6月2日
　　　②10月７日

対象者

一般県民
関係機関
行政機関
市町村社会福祉協議会

実実践践内内容容とと結結果果

（１）専門員基礎研修（制度編・実践編）
　　　4月当初に研修を実施した（参加者各18名）。

（２）生活支援員基礎研修
　　　4月当初に研修を実施した（参加者15名）

（３）相談支援業務担当職員研修会
　　　　複合的な生活課題を抱える世帯の増加を踏まえ、
　　　相談支援を中心とした個別支援を行うとともに、
　　　把握した様々な相談ニーズに対する予防的観点も
　　　含めた地域づくりと市民活動への参加を促す支援
　　　の観点から地域福祉をすすめることのできる職員
　　　育成に向けた研修会を開催した。

　　　　県内社協等の実践事例を共有するとともに、
　　　社協の担う総合相談・生活支援を軸とした包括的
　　　支援体制づくりについて学びあう機会とした。

　　　　生活困窮者自立支援事業や生活福祉資金貸付事業、
　　　日常生活自立支援事業、在宅福祉サービスに携わる
　　　職員など、相談支援を進める社協職員の、横断的な
　　　参加と協働を基本として開催した。

（１）権利擁護専門研修
　①日常生活自立支援事業と成年後見制度について
　　　徳島県日常生活自立支援事業契約締結審査委員会
　　委員長柳沢志津子氏による講演会を実施した
　　（82名参加）

　②判断能力に不安がある方の意思決定支援について
　　　公益社団法人認知症の人と家族の会徳島県支部長
　　社会福祉士大下直樹氏による専門研修を実施した
　　（68名参加）

時期

（１）4月１2日
 　　 ４月２８日
（２）４月１２日
（３） ５月２６日
 　　　７月２８日
　　　 ９月２２日
　　　１１月８日
　　　１月２７日
　　　３月２０日

対象者 社協職員
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基基本本方方針針３３　　災災害害ににもも強強いい福福祉祉ののままちちづづくくりり

11..  市市町町村村災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターーのの強強化化とと復復興興をを見見据据ええたた支支援援重重点点推推進進施施策策

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

（1）支援協定に基づく体制の整備
　県社協が締結する災害時支援協定に基づき、連絡網や運営
支援等に係る台帳を整備したり、情報交換や学習の機会を設
ける等して、相互理解に努める。

（２）被災地・被災者支援を進める職員のスキルアップ
　本会職員が「災害ボランティアセンター運営者研修」を受
講したり、「担当者連絡会議」に参画するなどして、被災
地・被災者を主体とした生活支援が円滑に進められるようス
キルアップを図る。

（３）資機材・ICT環境等の拡充・整備
　本会機能を発揮するための備蓄品や、被災地支援に有効な
資機材・ICT環境等の整備を進める。

（４）徳島県総合防災訓練への参画
　県が実施する総合防災訓練に関係機関等と連携を図りなが
ら参画する。

対象者

（１）２４市町村社協他
　　　協定締結機関
（２）県社協職員
（３）県社協・市町村社
協
（４）開催ブロック社協
　　　社会福祉法人
　　　他関係者

（１）災害時の円滑な事業運営に繋げるため、初動に重要とな
　　る職員の安否確認訓練を定期的（１回／月）に行った。
　
（２）災害発生時の職員参集・業務基準や県災害ボランティア
　　センター設置・運営マニュアルに基づき、職員参集や安否
　　確認、初動体制等について検証し、県社協として担うべき
　　広域支援への対応力・判断力の向上を図った。

時期

（１）①第１四半期
　　　②4/15
（２）①5/31，2/28
　　　②6/9，3/8
　　　③2/9，10
　　　④4/25，
　　　　7/31，
　　　　2/12
（３）随時
（４）9/1

対象者

（１）２４市町村社協・
四国・鳥取県社協，他10
団体
（２）県社協職員
（３）24市町村社協・県
社協職員
（４）三好市社協，美馬
市社協，地域住民，士業
NW災害WGほか

時期

徳徳島島県県災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターー整整備備事事業業

徳徳島島県県福福祉祉救救援援合合同同本本部部及及びび県県災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターー設設置置・・運運営営訓訓練練のの実実施施

　大規模災害発生時に市町村社協に設置される災害ボラン
ティアセンターの運営等への支援を的確に実施するため、マ
ニュアルや刊行書の見直しを行う。
　併せて、関係機関等と連携し、県社協内に設置する支援本
部の設置・運営訓練を実施する。

時期・回数 年１回以上

安否確認訓練：毎月

参加者 県社協職員

（１）①協定を締結する市町村社協や鳥取県社協，民間
　　　　団体等と連携し，連絡網や支援者台帳の整備を
　　　　行い，相互の共有を行った。
　　　②日本青年会議所四国地区徳島ブロック協議会と
　　　　災害時の相互応援協定を締結した。

（２）①都道府県社協災害VC担当者連絡会議
　　　②四国ブロック災害支援担当者会議
　　　③災害ボランティセンターマネジメント研修
　　　④災害ケースマネジメント研修

（３）中央共同募金会からの助成を受け，災害ボラン
　　　ティアセンター用資機材ストックヤードを設置
　　　した。

（４）①三好市社会福祉協議会や地域住民と連携し，
　　　　「西部防災館」で開催された総合防災訓練に
　　　　参画した。
　　　②美馬市社会福祉協議会や士業NW災害WGと
　　　　連携し，災害ケースマネジメント実践に向け
　　　　た未来志向避難所運営訓練に参画した。

徳徳島島県県福福祉祉救救援援合合同同本本部部及及びび県県災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターーのの機機能能整整備備

時期

（１）（２）（３）
　通年

（４）　９月１日
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時期

（１）5月29日

（２）11月19日

（３）12月11日

　　東部・南部・西部圏域のブロックにおいて、市町村社協や
   関係者が集まり、災害時に円滑に支援活動ができる体制づく
   りを進めた。

（1）南部ブロック　（開催地：海陽町）
　  　社協が運営する災害ボランティアセンターと外部支援者と
　  の連携を進めた。

（２）西部ブロック　（開催地：つるぎ町）
　　　災害ボランティアセンター運営シミュレーションと災害
　　ボランティアセンター設置・運営マニュアル見直しを進め
　　た。
　
（3）東部ブロック　（開催地：小松島市）
　　　津波避難時の要配慮者安否確認避難訓練と災害ボランテ
　　ィアセンター運営訓練を進めた。

参加者

（1）81名

（2）56名

（3）147名

対象者
市町村社会福祉協議会・
行政等

実実践践内内容容とと結結果果

（１）一般県民

（２）災害ボランティア
　　コーディネーターと
      しての活動希望者

ボボラランンテティィアア活活動動推推進進事事業業

災災害害ボボラランンテティィアア等等のの育育成成

実実践践内内容容とと結結果果

（１）災害ボランティアに関する講座の開催
　   　県民の災害時におけるボランティア活動等に対する理解
      を深め、防災意識、災害時のボランティア活動の取り組み
      を啓発した。
　
（２）災害ボランティアコーディネーター講習会の開催
　　　被災地でボランティアセンターの設置・運営等に従事で
      きる人材（コーディネーター）を養成するための講習会を
      開催した。

（１）23名

（２）10名(修了者)

　災害発生時に市町村社会福祉協議会が設置する災害ボラン
ティアセンターの効果的な運営を実現するため、東部・南
部・西部ブロック別で開催される訓練への支援を行う。

回数 年３回

対象者 市町村社会福祉協議会

市市町町村村災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターーのの効効果果的的なな設設置置・・運運営営にに向向けけたた支支援援

災災害害ボボラランンテティィアアセセンンタターー体体制制整整備備事事業業

（１）災害ボランティアに関する講座の開催
　災害発生時に必要な地域力の強化や災害時要援護者への支
援に繋げるため、県民の災害時におけるボランティア活動等
に対する理解を深め、防災意識、災害時のボランティア活動
の取り組みを啓発する。

（２）災害ボランティアコーディネーター講習会の開催
　災害発生時のボランティア活動が円滑に行われるよう、災
害ボランティアコーディネーターを養成するための講習会を
開催する。

時期・回数
（１）（２）
年1回以上

対象者

時期・回数
（１）２月22日

（２）９月7日

参加者
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時期

（１）１１/２０
　
（２）８/８、９/７
　　　1０/１８、
　　　１１/１７、12/８

対象者
社会福祉施設職員
関係行政機関職員
社協職員等

（１）福祉避難所の円滑な開設・運営に向けた訓練や研修会
　　の開催
　　　　今後起こりえる南海トラフ巨大地震を想定し，有事の
　　　際に開設される広域避難所の開設訓練と，社会福祉法人
　　　（池田博愛会）が運営する福祉避難所間の連携が円滑に
　　　図れるよう、連携訓練をモデル事業として実施した。

　　①地域と連携した広域避難所の開設訓練
　　　　地域住民や行政及び社会福祉法人の協働による広域避
　　　難所の開設訓練を行った。

　　②福祉避難所間の連携訓練
　　　　福祉避難所間の連携が円滑に行えるように，広域避難
　　　所や福祉避難所や行政との連携を想定した，連携訓練を
　　　行った。
　
（２）来たるべき災害に備え，社会福祉法人としてそのリスク
　　を確認し，事業継続の計画を策定するために研修会を行っ
　　た。

　　①社会福祉法人におけるＢＣＰ（初級・中級）研修会等の
　　　開催
　　　　徳島大学環境防災研究センター
　　　　　　中野晋特命教授，湯浅恭史講師，金井純子講師

重重点点推推進進施施策策

　社会福祉施設、行政、社協が連携し、地域の特性に応じた
福祉避難所の先進事例を学ぶ研修等を実施する。
　関係団体と情報共有を図り、行政や関係団体等が行ってい
る既存の取り組みを把握し、災害時の役割や協力の内容につ
いて、協議し整理を行う。

　（１）東部・南部・西部３圏域　福祉避難所運営訓練の
　　　　実施
　（２）各社会福祉法人の事業継続を支援する福祉広域ネッ
　　　　トワークの構築
　（３）見守りネットワークの構築

福福祉祉避避難難所所運運営営体体制制強強化化事事業業

福福祉祉避避難難所所のの円円滑滑なな設設置置・・運運営営にに向向けけたた体体制制のの整整備備

時期・回数 随時

実実践践内内容容とと結結果果

基基本本方方針針３３　　災災害害ににもも強強いい福福祉祉ののままちちづづくくりり

22..  受受援援力力向向上上にに向向けけたた広広域域支支援援体体制制のの構構築築
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実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期

（１）9/22
(2)(3)
　4/22，7/29，
　8/5，12/21
（４）10/18，10/27

対象者

(1)(2)(3)
社協職員，社会福祉施設
職員，関係行政機関職員
等
（４）
　県社協職員

回数 6/9，3/8

対象者

四四国国ブブロロッックク県県社社協協のの災災害害時時相相互互支支援援体体制制のの充充実実・・強強化化

（１）防災サミットin徳島県鳴門市を開催し，ＩＴ企業や行政
　　　との連携・協働による相談支援体制の発展・強化を図っ
　　　た。

(2)(3)
　　　「南海トラフへの備え意見交換会」等において，大規模
　　　災害発生時の受援・支援体制の構築，復興支援セン
　　　ターの取組等について検討した。

（４）台風１５号の影響による大雨で被災した静岡県内の
　　　災害ボランティアセンターへ支援物資を送付すると
　　　ともに，支援団体間の情報共有会議に参画した。

（１）（２）通年
（３）年６回以上
（４）年１回以上

（（新新））大大規規模模災災害害にに備備ええたた連連携携強強化化推推進進事事業業

被被災災者者・・被被災災地地をを中中心心ととししたた総総合合相相談談支支援援体体制制のの構構築築

　被災者・被災地を中心とした総合相談支援体制の構築に向
けて、フォーマル・インフォーマルな仕組みを活用し、社協
の役割と機能を継続的に発揮する。
　また、大規模災害に備え、多様な被災者支援主体による連
携の場に積極的に参画し、関係者間の相互理解を進めるとと
もに、多様な被災者支援主体におけるキーマン同士による顔
の見える馴染みの関係づくりを深め、連携しやすい土壌づく
りを行う。

　（１）社協の役割と機能を継続的に発揮
　（２）連携の場への参画を通じた相互理解の促進
　（３）プレ情報共有会議等を通じた顔の見える関係づくり
　（４）フォーラムや訓練の実施に向けた協働による連携し
やすい土壌づくり

時期・回数

対象者

（１）県社協,市町村社協
（２）（３）（４）災害
対策に取り組む行政・民
間団体（社協,NPO、ボラ
ンティア団体,士業,企業
等）

　Webを活用して四国ブロック県社協災害支援担当者会議を開
催し，災害時における相互支援のあり方や人材育成について協
議するとともに，災害支援を目的に活動する団体等の情報を共
有した。

　災害ボランティアセンター運営に関する社協職員の相互支
援効果を向上させるため、核となる職員の養成・登録やＷＥ
Ｂ会議システムを活用し、発災時の迅速かつ的確な支援に向
けて四国４県での取り組みを推進する。

回数 年１回

対象者 県・市町村社協職員 四国ブロック県社協職員
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対象者

（１）社会福祉施設職員
　　　市町村社協
　　　関係行政機関
（２）県行政
（３）一般県民
　　　士業ネットワーク
　　　他関係機関

基基本本方方針針３３　　災災害害ににもも強強いい福福祉祉ののままちちづづくくりり

33..  地地域域とと協協働働ししたた要要配配慮慮者者支支援援のの推推進進

（１）一般県民、
　　　市町村社協
（２）県社協職員、
　　行政、
　　２４市町村社協、
　　社会福祉法人、
　　他関係機関

対象者

対象者

（１）一般県民、
　　　市町村社協
（２）県社協職員、
　　　行政、
　　　２４市町村社協
　　　社会福祉法人
　　　他関係機関

（１）各ブロックや市町村圏域において開催される訓練に参
画し、市町村の担う要援護者支援の理解・啓発を行う。

（２）生活再建に向けて、被災者一人一人に寄り添い適切な
支援が行えるよう、平時から社会福祉法人や様々な機関と情
報を共有し、連携・協働を行い、災害福祉支援体制の構築に
向けた、県域及び各圏域でのネットワークづくりを支援す
る。

時期・回数 （１）①徳島県災害図上訓練（美馬市）
　　　②徳島県災害図上訓練（藍住町）
　　　③東みよし町防災フェスティバル

（２）災害ケースマネジメント推進協議会やタスクフォース，
　　　多様な主体間における連携促進のための研修会（内閣
　　　府）を通じ，行政や社会福祉法人・福祉施設，士業団
　　　体，民間企業との顔の見える関係づくりに取組んだ。

県県社社協協のの包包括括的的なな事事業業推推進進

各各圏圏域域のの模模擬擬訓訓練練等等へへのの協協力力及及びびネネッットトワワーークク化化のの推推進進

（１）　年５回以上
（２）　通年

各各圏圏域域のの研研修修会会やや模模擬擬訓訓練練等等のの協協働働実実施施

（１）県総合防災訓練に参画する中で、複数の事業所が連携
して福祉避難所の設置等に取り組み、その成果を検証する。

（２）県が行う災害派遣福祉チーム関係研修等による人材育
成に協力するなど、県内における災害時の相互扶助の体制整
備に取り組む。

（３）平時からの福祉関係者による災害時の福祉支援活動や
地域住民との協働による見守り活動等に取り組み、地域での
支援体制の強化を図る。

（１）福祉避難所の円滑な開設・運営に向けた訓練や研修会の
　　開催
　　　　コロナ禍における福祉避難所の運営について、令和２
　　　年度に県が作成した「福祉避難所運営マニュアル作成指
　　　針～新型コロナウイルス感染症対策編～」に基づいての
　　　説明や一般避難所のコロナウイルス対応の運営訓練など
　　　から学んだ。

（２）徳島県災害ボランティア連絡会へ参画したり，災害派遣
　　　福祉チーム管理アプリの開発に協力したりするなど，県
　　　とともに県内の相互応援体制の整備を行った。

（３）大規模災害発生に備え，就労や家計，住まい，生活資金
　　等の他，各種補助金や助成金，給付金，事業資金，納税猶
　　予などの様々な不安や困りごと，将来への見通しに関する
　　支援に取り組むため，士業をはじめとする専門職団体等と
　　個別相談を行う仕組みを構築した。

時期 随時

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

時期

（１）①6/6
　　　②1/17
　　　③3/12
（２）随時

対象者

（１）市町村社協職員
（２）県社協職員，
　　　行政，
　　　24市町村社協，
　　　社会福祉法人，
　　　他関係機関

時期 随時

重重点点推推進進施施策策
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平時からできる縦割りを超えたネットワークの可能性の理解を
深めるため、発災時に生命を守る福祉力について共有するとと
もに、被災地の復興支援を支える、平時のネットワークについ
て再確認する機会とした。

　「平時から求められる福祉ネットワークについて」
　　講師：さくらネット代表理事　石井布紀子 氏

県社協に事務局を預かる
種別協議会及び福祉関係
団体・専門職組織　（計
12団体）

民民生生委委員員・・児児童童委委員員やや各各社社会会福福祉祉施施設設間間のの横横断断的的なな連連携携にによよるる社社会会的的機機能能・・役役割割のの発発揮揮

　各種別協議会と連絡会を開催し、福祉業界において共通す
る課題「人材確保」「マンパワーの育成定着」「災害時の福
祉支援」「地域における公益的な取組」等への対応策につい
て、種別域を超えて協議を行い、協働して解決に取り組むこ
とを目的として、緩やかなネットワーク構築を目指す。

対象者

県社協に事務局を預かる
種別協議会
福祉関係団体・専門職組
織

回数 年2回程度 時期 8月17日

実実践践内内容容とと結結果果

対象者
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基基本本方方針針４４　　親親ししままれれ信信頼頼さされれるる組組織織づづくくりり

11..  社社会会的的ニニーーズズへへのの対対応応

実実践践内内容容とと結結果果

日時 令和４年１１月２９日

県県社社協協組組織織のの運運営営

第第66６６回回　　徳徳島島県県社社会会福福祉祉大大会会のの開開催催

重重点点推推進進施施策策

　県内の社会福祉関係者が一堂に会し、「地域共生社会」の
実現に向けて、その具体的な取り組みを進めることを誓いあ
うとともに、永年にわたり社会福祉の推進に功績のあった
方々に敬意と感謝の意を表することを目的として開催する。

日時 令和4年11月29日

場所
あわぎんホール
（徳島県郷土文化会館）

場所
あわぎんホール
（徳島県郷土文化会館）

名誉大会長表彰
　８７名・1０団体

県社協大会長表彰
　３３５名・２０団体

県社協大会長感謝
　４団体

実実践践内内容容とと結結果果

県内の中高生でスポーツ
界で活躍すること等を目
的に進学する者

　新型コロナウイルスの感染防止対策を講じた上で、三年振り
にあわぎんホールにて本大会を開催した。
　永年にわたり社会福祉の推進に功績のあった方々への表彰を
行うとともに、「誰もが、身近な地域で、その人らしく、安心
して生き生きと暮らすことのできる福祉社会の実現」と、「さ
らなる地域福祉の向上」に向けた取り組みが大会宣言にて採択
された。

　県内児童養護施設等の児童を対象に、高校卒業後、夢の実現
や社会的自立に向けて、進学に必要な学費や生活資金等の助成
を行うため、運営委員会を開催して給付型奨学金の審査を行う
とともに、既決定者へ奨学金の交付を行った。

　「スポーツ応援プロジェクト“みやもと”基金」を活用し、
県内の中学校、高等学校及び特別支援学校の中高等部から、ス
ポーツを志して進学を希望する生徒に対して学費や生活資金等
の助成を行うため、運営委員会の選考により、給付型奨学金の
助成を行った。

9,600,000円

県内の児童養護施設等の
児童

決定件数 6名

決定金額

決定件数 ５名

決定金額 9,360,000円

対象者

対象者

基基金金等等をを活活用用ししたた事事業業のの展展開開

 「スポーツ応援プロジェクト“みやもと”基金」を運営
し、県内の中高生（特別支援学校生を含む。）を対象に、ス
ポーツ界で活躍すること等を目的に進学を希望する者に、入
学金、授業料、住居費、生活費等として、大学生は年額６０
万円、高校生は年額３６万円を給付する。

 「星合之代奨学基金」を運営し、徳島県内の児童養護施設
等の児童で、高校を卒業後、大学、専門学校等へ入学を予定
している者に対し、年額６０万円を上限に「入学金、授業
料、住居費、生活費等」を給付する。

人数 5～10名

対象者
対象者

県内の児童養護施設等の
児童

人数 ５名

県内の中高生でスポーツ
界で活躍すること等を目
的に進学する者

対象者
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 「とくしま子どもの居場所づくり推進基金」を活用し、
「子どもの居場所」の確保や、地域で子どもたちを見守り、
育む事業に取り組む団体を対象に助成を行い、子どもたちが
安心して参加できる「子どもの居場所」づくりの拡充を図
る。

　（１）開設経費の助成
　（２）運営経費の助成
　（３）運営委員会の開催

時期
(1)4・11月
(2)4・11月
(3)10・3月

　「社協職員資質向上基金」を運営し、県内の社協職員の資格
取得や調査研究活動、研修等資質向上を図ることを目的に募集
を行った。

 「社協職員資質向上基金」を運営し、県内の社協職員の資
格取得や調査研究活動、研修等資質向上を図ることを目的に
助成する。 対象者

社協、県市町村社協職員
連絡会

時期 通年

対象者

(1)子どもの居場所づくり
に取り組む団体30か所程
度
(2)子どもの居場所づくり
に取り組む団体10か所程
度
(3)運営委員

対象者
社協、県市町村社協職員
連絡会

「子どもの居場所」づくりの確保や地域で子どもたちを見守
り、育む事業に取り組まれる団体を対象に助成を行うため、運
営委員会による選考を行うとともに、当該年度分の開催経費や
運営経費に対する助成金の交付を行った。

　（１）開設経費の助成
　（２）運営経費の助成
　（３）運営委員会の開催

３０団体
　開設経費　１２団体
　運営経費　３０団体

時期

（１） ４月・５月・６月
（２） ４月・５月・６月
　　 １１月
（３）
　　 第１回：１０月３１日
　　 第２回：　３月１０日

決定金額
9,336,000円
　開設経費2,265,000円
　運営経費7,071,000円

決定件数

時期 通年

（１）（３）随時
（２）１１月１６日

対象者 社会福祉法人

（１）徳島県経営協と連携し、複数法人間連携に向けた課題
　　　を共有し、地域の実態に即した連携のあり方について
　　　検討した。
（２）徳島県経営協と連携し、ガバナンスの強化や事業運営の
　　　透明性の向上、財務規律の強化を目的とする研修会を
　　　開催し、各社会福祉法人の運営を支援した。
（３）法人運営や会計処理等に対する相談・要望に応じ、
　　　必要に応じて専門アドバイザーの派遣について案内し、
　　　各事業所の制度・仕組みの改善や組織強化を図った。

社社会会福福祉祉法法人人等等ととのの連連携携・・支支援援 実実践践内内容容とと結結果果

　社会福祉法人に求められるガバナンスと財務規律の強化、
運営の透明性の確保及び地域における公益的な取組を推進す
るため、連携・協働による共通課題への対応、圏域での連携
体制構築に向けて、研修会等を通じた支援に取り組む。

　（１）社会福祉法人間連携への支援
　（２）研修会等の開催
　（３）アドバイザー（公認会計士、社会保険労務士等）の
　　　　派遣及び電話相談

対象者 社会福祉法人等

時期・回数
（１）（２）随時
（３）年１回以上

回数
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対象者 県社協職員

重重点点推推進進施施策策

時期 通年

対象者 全職員

実実践践内内容容とと結結果果

県県社社協協組組織織のの運運営営

職職員員一一人人ひひととりりののススキキルルアアッッププとと意意識識啓啓発発

（１）職員育成への取り組み
　本会の使命である地域福祉の推進を県域の中核として担って
いくため、職員に求められる高度な専門性を習得するための各
種研修の受講や福祉関係資格の取得を促進するほか、本会独自
の研修や他機関が実施する研修に参加する。

　・事業別または階層別研修体系の実施
　・全職員を対象とした目標管理制度の構築

対象者
全職員を対象に計画的に
実施

県内社会福祉協議会職員
他

基基本本方方針針４４　　親親ししままれれ信信頼頼さされれるる組組織織づづくくりり

22..  法法人人のの発発信信力力強強化化とと職職員員のの資資質質向向上上

実実践践内内容容とと結結果果

対象者 全職員

　全社協が実施する階層別研修や四国ブロックの担当者会議等に
参加するなど、個々の職員のスキルアップに努めた。
　また、職員を３ブロック圏域別に分け、災害に備えた取り組み
などに関する事業を横断的に実施した。
　職員個別のヒアリングを実施し、業務目標の確認や現状把握に
努めた。

ココンンププラライイアアンンスス徹徹底底・・ダダイイババーーシシテティィ浸浸透透へへのの取取りり組組みみ

（２）地域共生社会の実現に向けて、市町村圏域の総合相談支
援体制の推進や地域づくりのための事業展開・協働事業など具
体的な支援手法の習得に取り組む。

　職員が主体の研修委員会、業務委員会による各種研修会や職
員会議を通じた提案・啓発活動を通じて、意識啓発と事業改善
に取り組み、県民の信頼に応えられる法人となるべく、法令や
社会規範等の遵守徹底をすべての活動の基本に置く。

   地域共生社会の実現に向けて、市町村社協が進める地域福祉活
動計画実行委員会やくらしサポートネットなどの機会を協働して
推進するよう取り組むとともに、社協の包括的支援体制強化事業
において市町村圏域でのニーズ把握とその解決に向けた仕組みの
構造化に努めた。

時期・回数
講義（2日）
現場実習

対象者

関関係係行行政政機機関関ととのの連連絡絡会会のの開開催催

　県所管課や福祉事務所等の行政機関と連絡会を開催し、社会
的な課題や事業運営を取り巻く状況等を共有する。

対象者
県所管課他関係各課
福祉事務所等

回数 年１回以上

実実践践内内容容とと結結果果

対象者 全職員

（１）衛生委員会
　　　　職員の健康に配慮した働きかけを行ったり、昼休みに
　　　ラジオ体操を呼びかけ、体力づくりを行ったりした。
　　　　ストレスチェックを実施し、職員自らのストレスの
　　　状況についての気づきを促すとともに、職場における
　　　ストレス要因を評価し、職場環境の改善に繋げた。
　　　　また、業務改善についてのアンケートを実施し、業務
　　　効率化に向け提案を行った。

（２）研修委員会
　　　　Zoomやkintoneの基本的な使い方を学ぶ機会を設け、
　　　スキルアップと業務の効率化を図った。

　各事業の執行にあたり、事前に関係行政機関と相談するなど連
携を密にし、新型コロナウイルスの感染状況を踏まえながら、慎
重に取り組んだ。

回数 随時
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備考 マニュアルをHP上で公開

回数 年１回以上 時期 随時

社会資源調査事業
　地域共生社会の実現を目指して、地域住民の集う拠点や小地
域ネットワーク活動、ふれあい・いきいきサロンなど、既存の
社会資源を市町村単位で調査し、情報発信する。
　なお、調査については、市町村及び市町村社会福祉協議会を
通じて実施する。

時期 随時

対象者
市町村
市町村社会福祉協議会

ＩＩＴＴをを活活用用ししたた情情報報のの収収集集・・発発信信のの機機能能強強化化

子どもの居場所づくり推進コーディネート事業
　子どもの居場所づくりに関する情報の一元的な発信、電子媒
体による啓発パンフレットの作成等を行う。

時期 随時

対象者

子どもの居場所づくりに
取り組む者・団体、子ど
もの居場所づくりに取り
組む者・団体に場所や食
材・資金等を提供する
者・団体

（１）年４回、広報誌｢リプル｣を発行する。
　広く県民に対し社会福祉に関する様々な活動や取り組みを周
知・広報することで社会福祉への理解促進へと繋げる。

（２）ホームページ、フェイスブック等により、福祉関係者の
活動に対する社会的な共感や理解を得る。
　また、マスコミ関係者への働きかけにより、社協、社会福祉
法人、福祉施設、民生委員・児童委員等の活動に関するＰＲを
広く外部に届くよう努める。

時期

（１）年４回　6000部
（4月、7月、10月、1月）

（２）随時

対象者
（１）会員、公共施設等

（２）県社協職員

住住民民目目線線・・現現場場感感覚覚にに基基づづくく政政策策提提言言・・予予算算要要望望

　本会役員や福祉分野で活躍する会員等の制度・施策に関する
意見を集約して分析。特に緊急性の高い事柄については、各関
係機関との協働を図った上で、県・中央への政策提言・要望を
行う。

情情報報発発信信機機能能のの多多角角化化・・迅迅速速化化・・容容易易化化 実実践践内内容容とと結結果果

　生活福祉資金特例貸付に係る決定事務及び償還免除事務等の適
切な執行に必要な体制整備について、関係行政機関を通じ要望を
行った。

　子どもの居場所づくりを行う個人や団体を支援するために、開
設・運営方法について、県内の大学や関係団体等と連携してマ
ニュアルを取りまとめ、HP上で公開した。
　子どもの居場所に取り組む団体の活動情報をFacebook上で公
開した。

　各市町村社協の活動実践に関する情報を集約し、その取り組み
の周知を図るとともに、事業の取り組みを周知する機会とした。
　また、Zoomを活用し、市町村社協職員連絡会の各部会や生活
困窮者自立支援協議会等の各種会合の機会に、集約した資料をも
とに双方向的な意見交換を行った。

時期

実実践践内内容容とと結結果果

対象者
会員、公共施設等
福祉関係者
一般県民

実実践践内内容容とと結結果果

毎月

対象者 市町村社会福祉協議会他

時期・回数

（１）年４回
　　　（４月、７月、
　　　　1０月、１月）

（２）随時

（1）広報誌発行事業
　　　県社協の会員や一般県民、市町村社協、関係機関等へ
　　向けて、広報誌｢リプル｣を年４回発行した。

（2）広報強化事業
　　　新型コロナウイルス感染症への対応や県社協の取組内容
　　等について、適宜、ホームページとFacebookを使い分け
　　て情報発信した。
　　　また、特例貸付にかかる情報やアイネットの人材確保等
　　について、マスメディアを活用した周知に努めた。

対象者

子どもの居場所づくりに
取り組む者・団体、子ど
もの居場所づくりに取り
組む者・団体に場所や食
材・資金等を提供する
者・団体
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通年

対象者 県社協職員

（２）役員間で意見交換や情報交換を行う機会を確保する。
　　　また、法人役員研修会への参加を依頼する。

対象者

時期

（１）
（理事会）
　6/3，12/2，3/2
（評議員会）
　6/20，12/14，
　3/13

（２）6/28，
　　　12/20

時期 6月，12月

対象者 本会役員

時期 通年

対象者 県社協職員

（１）理事会・評議員会を開催し、会長・常務理事による業務
　　執行状況報告等を行った。

（２）評議員選任・解任委員会を開催し、評議員候補者の選任
　　を行った。

　新型コロナウイルス感染症による様々な影響やそれに伴う本
会の業務執行状況等について、報告を行った。

　課長会議や職員会議にて各種制度や業務内容等について共有
し、連携を図った。
　災害対策について、県域の訓練や会議に参画し、発災時にお
ける県社協の役割を確認するとともに、関係機関との連携体制
の構築を図った。
   また、事業執行や労務管理上で疑義が生じた場合には、随
時、弁護士や社会保険労務士に相談することで、早期の対応に
努めた。

　委員会を開催し，第六次活動推進計画の進捗・評価を行うと
ともに，令和５年度からの3カ年を計画期間とした第七次活動推
進計画について協議した。

時期・回数

時期 11/9，2/21

法法人人運運営営事事業業

法法人人運運営営ののガガババナナンンスス及及びび危危機機管管理理のの強強化化

理理事事会会・・評評議議員員会会等等のの開開催催

（１）理事会・評議員会を開催する。 時期・回数
年３回
　6月、１２月、３月

実実践践内内容容とと結結果果

基基本本方方針針４４　　親親ししままれれ信信頼頼さされれるる組組織織づづくくりり

33..  組組織織基基盤盤・・経経営営管管理理のの強強化化

実実践践内内容容とと結結果果

回数 年１回

本会役員及び評議員対象者

年２回回数

総合企画委員会委員

（３）総合企画委員会を開催し、第六次活動推進計画（中期
　　計画）の進捗・達成状況及び現状と課題を報告し、委員
　　からいただいた提言や意見を事業内容等へ反映する。

重重点点推推進進施施策策

　社会福祉法や関係法令への適正な対応、職員会議等による
各セクションの連携強化、定時訓練やＢＣＰの検証を通じた
災害対策及びリーガルリスク対策を強化する。
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　国が運用する電子情報開示システムを活用し、財務諸表を開
示した。
　また、本会ホームページにて役員報酬基準・役員名簿等を公
表した。
　法令等の改正に対応し、公認会計士の指導の下、適切な会計
処理に努めた。

　公認会計士による確認及び監事による監査を実施した。

時期・回数 通年

対象者 県社協職員

時期 随時

時期 5/17，5/26

対象数
公認会計士による確認 １回
本会監事による監査 １回

　徳島県における民生委員児童委員活動の能率的運営や連絡
調整、活動強化推進に関する具体的方策を調査研究し、
この実践を促進するとともに、委員の資質を向上し、活動
体制の基礎を固め、社会福祉の増進を期することを目的と
する。

（１）地域における民生委員・児童委員活動の充実
（２）「地域共生社会の実現」に向けた活動の促進
（３）災害時要援護者（障がい者・高齢者等）支援の推進
（４）関係団体等との連携・協力

会員 ２，０１０名

予算額 ２4，505千円

組織運営
総会、理事会、正副会長
会

種種別別協協議議会会等等社社会会福福祉祉関関係係団団体体ととのの協協働働事事業業

会会計計基基準準にに従従っったた予予算算執執行行及及びび資資金金等等のの管管理理

（１）税制優遇や公金の支出があることも踏まえ、役員報酬
　　や取引等における透明性を確保する。
　　内部牽制機能を発揮し、適正かつ公正な支出管理を行
　　う。
　
　・内部牽制システムの確立

時期・回数 通年

（２）外部監査及び監事による監査の実施

時期・回数 年１回　５月

対象者 本会監事、公認会計士

徳徳島島県県民民生生委委員員児児童童委委員員協協議議会会

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

風風通通ししがが良良くく働働きき易易いい職職場場環環境境のの構構築築

　ワークライフバランスの推進や働き易い職場環境を整える
ため、衛生委員会を毎月開催し、職員から出された意見を組
織運営に反映させることにより、組織の安定・職員の定着を
図る。

時期・回数 通年

対象者 県社協職員

　毎月、衛生委員会を開催し、超過勤務の状況を確認するなど
職員の健康への配慮やコンプライアンスの徹底、職場環境の改
善に向けた働きかけを行った。
　ストレスチェックを実施し、職員のセルフケアや職場内の連
携強化を促した。
　また、コンプライアンス宣言の見直しを行い，行動指針の改
定を行った。

　徳島県における民生委員児童委員活動の能率的運営や連絡調
整、活動強化推進に関する具体的方策を調査研究し、この実践
を促進するとともに、委員の資質を向上し、活動体制の基礎を
固め、社会福祉の増進を期することを目的とした事業を実施し
た。また、一斉改選年のため、新任民生委員・児童委員研修会
等の開催は、新型コロナ感染拡大防止に配慮をしながら、オン
ラインを用いるなどして開催した。

（１）地域における民生委員・児童委員活動の充実
（２）「地域共生社会の実現」に向けた活動の促進
（３）災害時要援護者（障がい者・高齢者等）支援の推進
（４）関係団体等との連携・協力による実態調査の実施

委員会・部会

総務、広報・研修、地域
福祉推進、児童委員活動
推進部会

実実践践内内容容とと結結果果

会員 2，0０1名

決算額 23，585千円

組織運営
総会、理事会
正副会長会

委員会・部会

総務、広報・研修、
地域福祉推進、
児童委員活動推進部会
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委員会・部会

総務組織、介護保険経営戦
略、施設サービス、在宅
サービス、21世紀委員会

総務・災害委員会、中期行
動計画特別委員会、地域共
生・福祉人材対策委員会、
新型コロナウイルス特別委
員会、青年委員会

決算額 1330千円

会員 200施設

決算額 2６,442千円

組織運営
総会、常任協議員会
正副会長会
正副会長・委員長会

組織運営 総会、役員会

委員会・部会

事務局長部会、事務部会
地域福祉活動部会
在宅福祉サービス部会
ボランティアコーディネー
ト部会

会員 94法人

決算額 １1，157千円

組織運営
総会、理事会、
正副会長会議

会員

委員会・部会

事務局長会、事務部会、地
域福祉活動部会、在宅福祉
サービス部会、ボランティ
アコーディネート部会

委員会・部会

総務災害委員会、地域共
生・福祉人材対策委員会、
中期行動計画特別委員会、
青年委員会

組織運営
総会、常任協議員会、正
副会長会、正副会長・委
員長会

徳徳島島県県老老人人福福祉祉施施設設協協議議会会

　本会を構成する施設の充実と経営管理を効率的に推進し、
全県的な連絡調整を行うとともに、事業に関する調査・研
究・協議を行い、かつその実践を図ることを目的とする。

（１）感染症予防体制の強化
（２）自立支援・重度化防止の取り組み
（３）介護人材の確保・育成と人材マネジメントの推進
（４）地域共生社会・地域包括ケアシステムの推進役として
の機能発揮
（５）政策提言・組織基盤の強化
（６）その他目的達成のために必要な事業 委員会・部会

総務・組織、介護保険経営
戦略、施設サービス、在宅
サービス２１世紀委員会

会員
200施設

予算額 ２４，８１３千円

　県下の市町村社協及び会員相互の連携のもと、社協活動の充
実強化と職員の資質向上や交流を図った。また、新型コロナウ
イルス感染拡大防止の観点から、感染防止対策を徹底しながら
会議・研修会をオンラインを併用し開催した。なお、行動制限
緩和以降の事業体制等についても協議し、共有を深めた。

（１）市町村社会福祉協議会及び会員相互の連携強化
（２）「地域共生社会の実現」に向けた体制の確立
（３）社会福祉に関する調査と研究
（４）会員の資質向上
（５）その他、本会の目的達成のために必要な事業

　社会福祉法人に関わる基本的課題を調査・検討するととも
に、かつその実践を図りながら広く成果を関係者に供すること
により、社会福祉の発展に寄与することを目的とした事業を実
施した。

（１）経営協組織のガバナンスの確立
（２）法人経営の支援と福祉施策の動きに向けた取組
（３）災害支援体制の構築に向けた取組
（４）地域共生社会の実現に向けた社会福祉法人の取組強化
（５）福祉人材の確保・養成・定着の促進
（６）双方向性を活かした経営協組織の強化に向けた取組
（７）中国・四国地区社会福祉法人経営者協議会との連携

　本会を構成する施設の充実と経営管理を効率的に推進し､全県
的な連絡調整を行うとともに、事業に関する調査・研究・協議
を行い、かつその実践を図ることを目的に各種事業を実施し
た。

（１）感染症予防体制の強化
（２）自立支援・重度化防止の取り組み
（３）介護人材の確保・育成と人材マネジメントの推進を図る
（４）地域共生社会・地域包括システムの推進役としての機能
発揮
（５）政策提言・組織基盤の強化
（６）その他目的達成のための必要な事業

108名

組織運営 総会、役員会

徳徳島島県県社社会会福福祉祉法法人人経経営営者者協協議議会会

　社会福祉法人に関わる基本的課題を調査・検討し、かつそ
の実践を図り、広く成果を関係者に供し、社会福祉の発展に
寄与することを目的とする。

（１）経営協組織のガバナンスの確立
（２）法人経営の支援と福祉施策の動きへの対応
（３）地域支援に向けたソーシャルワークの推進
（４）福祉人材の確保・養成・定着に向けた取組
（５）「地域共生社会の実現」に向けた社会福祉法人の取組
　　　強化

会員 ９４法人

予算額 １１，２４１千円

組織運営
総会、理事会、正副会長
会議

徳徳島島県県市市町町村村社社会会福福祉祉協協議議会会職職員員連連絡絡会会

　県下の市町村社協及び会員相互の連携のもと、社協活動の
充実強化と職員の資質向上や交流を図ることを目的とする。

（１）市町村社会福祉協議会及び会員相互の連携強化
（２）「地域共生社会の実現」に向けた体制の確立
（３）社会福祉に関する調査と研究
（４）会員の資質向上
（５）その他、本会の目的達成のために必要な事業

予算額 1,458千円

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

会員 108名

委員会・部会
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会員 223施設

決算額 10､728千円

委員会・部会
総務企画、広報、研修、
保育士、給食部

組織運営

代議員会、理事会、
正副会長会、
常任理事会、
部会長会議、

会員 103施設

決算額 9,476千円

組織運営 総会、理事会

委員会・部会

総務部、調査部
保育研修部
広報部、予算対策委員会
青年会議担当部
全国大会実行委員会

徳徳島島県県私私立立保保育育園園連連盟盟

　保育園（所）相互の密接な連絡を図るとともに、会員相互
の親睦提携を密にし、相互に協力して私立保育園事業の振興
と児童福祉の増進に資することを目的とする。

（１）「子どもの育ちを支える運動」の一環としての
　　　「子どもの自己肯定感を育む保育実践」の推進
（２）「子ども・子育て支援新制度」及び「保育所保育指
　　　　針」「認定こども園教育・保育要領」への対応
（３）全ての子どもたちの保育要求を実現させるための
　　　予算運動の強化
（４）保育施設職員の専門性の向上及び処遇改善への対応
（５）地域共生社会に向けた地域の子育て支援拠点としての
　　　役割の更なる発揮
（６）全国私立保育園研究大会徳島大会の成功に向けた取り
　　　組み
（７）その他保育園振興のための事業

会員 98施設

予算額 ９，５２４千円

組織運営 総会、理事会

会員 ２１９施設

組織運営

総務部、調査部、保育研
修部、広報部、予算対策
委員会、青年会議担当部

代議員会、理事会、正副
会長会、常任理事会、部
会長会議

予算額 １５，６２０千円

　地区協議会の密接な連絡調整を図るとともに、相互に協力
して保育事業振興のための適切な事業を企画し、これを推進
することによって、県下保育事業の健全な発達を図り、児童
福祉の増進に資することを目的とする。

（１）会員の専門性の確立と資質向上の支援
（２）子育て文化の再構築
（３）保育士会組織の強化
（４）「子ども・子育て支援新制度」及び「保育所保育
　　　指針」「認定こども園教育・保育要領」への対応
（５）地域共生社会の実現に向けた地域の子育て支援拠点
　　　としての役割の更なる発揮
（６）その他目的達成のために必要な事業

委員会・部会
総務企画、広報、研修、
保育士、給食部

委員会・部会

徳徳島島県県保保育育事事業業連連合合会会

　保育園（所）相互の密接な連絡を図るとともに、会員相互の
親睦提携を密にし、相互に協力して私立保育園事業の振興と児
童福祉の増進に資することを目的に各種事業を実施した。

（１）「子どもの育ちを支える運動」の一環としての「子ども
　　の自己肯定感を育む保育実践」の推進
（２）「子ども・子育て支援新制度」及び「保育所保育指
　　針」、「認定こども園教育・保育要領」への対応
（３）全ての子どもたちの保育要求を実現させるための
　　予算運動の強化
（４）保育施設職員の専門性の向上及び処遇改善への対応
（５）地域共生社会に向けた地域の子育て支援拠点としての
　　役割の更なる発揮
（６）全国私立保育園研究大会徳島大会の成功に向けた取り
　　組み
（７）その他保育園振興のための事業

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果

　地区協議会の密接な連絡調整を図るとともに、相互に協力し
て保育事業振興のための適切な事業を企画し、これを推進する
ことによって、県下保育事業の健全な発達を図ることにより、
児童福祉の増進に資することを目的に各種事業を実施した。

（１）会員の専門性の確立と資質向上の支援
（２）子育て文化の再構築
（３）保育士会組織の強化
（４）「子ども・子育て支援新制度」及び「保育所保育指
　　針」、「認定こども園教育・保育要領」への対応
（５）地域共生社会の実現に向けた地域子育て支援拠点とし
      ての役割の更なる発揮
（６）その他目的達成のための必要な事業
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会員 17団体5個人

決算額 1,627千円

組織運営 総会、役員会

決算額 ８７２千円

組織運営 総会、役員会

実実践践内内容容とと結結果果

決算額 ４，９９８千円

組織運営 施設長会

会員
正会員：4６名
準会員：  ４名

委員会・部会

書記部会、行事担当者会、
栄養士会、ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ
部会、保育士・指導員合同
ｹｰｽ研究会、心理療法担当職
員部会、被虐待児個別対応
職員部会

会員 7施設

　徳島県内における住民参加型在宅福祉サービスの推進と普
及を図るとともに、各団体相互の発展を目指すことを目的と
して、それぞれの団体の独自性や自主性を尊重しつつ、ゆる
やかなネットワークを形成する。
　また、その目的達成のための各種事業を行い、各団体間の
交流と相互研鑽を進める。

（１）団体相互の情報交換を図る事業
（２）会員研修会の開催
（３）住民参加型在宅福祉サービスの普及・啓発事業
（４）「地域共生社会の実現」に向けた住民参加による活動
　　　の促進
（５）その他本会の目的を達成するために必要な事業

　ホームヘルパーが自らの職務能力の向上と、相互の連絡・
親睦を図るとともに、ホームヘルパーに対する社会の理解と
協力を得て、その社会的地位の向上を図ることを目的とす
る。

（１）住民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが
　　　できるよう、利用者一人ひとりの状態やニーズに合
　　　わせた自立に向けた支援を行う。
（２）専門性の向上と会員相互の連絡親睦を図る。
（３）他職種と連携を図りつつ、「地域共生社会の実現」に
　　　向けた役割を発揮する。
（４）その他本会の目的達成のために必要な事業

会員
正会員：４４名
準会員：　６名

予算額 ９９３千円

組織運営 総会、役員会

会員 １７団体５個人

予算額 １，５６０千円

委員会・部会

書記部会、行事担当者会、
栄養士会、ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ
部会、保育士・指導員合同
ｹｰｽ研究会、心理療法担当職
員部会、被虐待児個別対応
職員部会

徳徳島島県県ホホーームムヘヘルルパパーー協協議議会会

ととくくししまま住住民民参参加加型型在在宅宅福福祉祉ササーービビスス団団体体連連絡絡会会

組織運営 総会、役員会

徳徳島島県県児児童童養養護護施施設設協協議議会会

　施設運営の近代化を積極的にすすめ、施設間及び関係機関
との密接な連携と親睦を図り、職員の資質向上と福祉事業の
円滑な推進を図ることを目的として、次の事業を行う。

（１）諸会議の開催
（２）各専門部会の開催
（３）児童交歓交流大会の開催
（４）卓球大会の開催
（５）児童文化奨励絵画展徳島県コンクールの実施
（６）「地域共生社会の実現」に向けた役割と機能の発揮

会員 7施設

予算額 ４，８０６千円

組織運営 施設長会

　徳島県内における住民参加型在宅福祉サービスの推進と普及
を図り、各団体相互の発展をめざすことを目的に、地域ささえ
あい担い手養成事業等の各種事業を実施した。

（１）団体相互の情報交換を図る事業
（２）会員研修会の開催
（３）住民参加型在宅福祉サービスの普及・啓発事業
（４）地域共生社会の実現に向けた住民参加による活動の
　　　促進
（５）その他本会の目的を達成するために必要な事業

　施設運営の近代化を積極的にすすめ、施設間及び関係機関と
の密接な連携と親睦を図り、職員の資質向上と福祉事業の円滑
な推進を図ることを目的に各種事業を実施した。

（１）諸会議の開催
（２）各専門部会の開催
（３）児童交歓交流事業
（４）児童文化奨励絵画展徳島県コンクールの実施
（５）子ども虐待防止オレンジリボンの普及
（６）その他目的達成のための必要な事業

　ホームヘルパーが自らの職務能力の向上と、相互の連絡・親
睦を図るとともに、ホームヘルパーに対する社会の理解と協力
を得て、その社会的地位の向上を図ることを目的に各種事業を
実施した。

（１）ホームヘルプ活動に関する調査・研究
（２）地域社会の理解と支持を得るための活動
（３）ホームヘルパーの資質及び処遇の向上
（４）関係機関、団体との連絡調整
（５）その他本会の目的達成のために必要な事業

実実践践内内容容とと結結果果

実実践践内内容容とと結結果果
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対象者 社会福祉施設・職員

実実践践内内容容とと結結果果

　各市町村社協や保育施設、社会福祉施設等に対し、全社協出
版物・福祉新聞・共同印刷の販売及び斡旋を実施した。

　図書、福祉新聞、その他印刷物等の販売及び斡旋を行う。

（１）新顧客獲得のためアプローチ先の検討
（２）商品の再構築を行うためのお客様ニーズ調査
（３）多様な媒体を活用した宣伝活動

時期 随時

収収益益事事業業

社社会会福福祉祉事事業業のの経経営営にに充充ててるるここととをを目目的的ととすするる事事業業展展開開
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確
保

給
付

金

一
時

生
活

支
援

事
業

家
計

改
善

支
援

事
業

就
労

準
備

支
援

事
業

認
定

就
労

訓
練

事
業

自
立

相
談

支
援

事
業

に
よ

る
就

労
支

援

令令
和和

４４
年年

度度
  生生

活活
困困

窮窮
者者

自自
立立

相相
談談

支支
援援

事事
業業

  月月
次次

実実
績績

詳詳
細細

報報
告告

支
援

決
定

あ
り

１１
．．

総総
括括

表表

新
規

相
談

受
付

件
数

（
本

人
未

特
定

を
含

む
）

(う
ち

)本
人

特
定

の
み

（
本

人
同

意
な

し
を

含
む

）

（
う

ち
）
本

人
特

定
の

み
（
本

人
同

意
あ

り
の

み
）

プ
ラ

ン
策

定
前

支
援

終
了

件
数

（
初

回
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

時
）

うち

情
報

提
供

の
み

で
終

了

他
機

関
へ

の
つ

な
ぎ

で
終

了

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
判

断
前

に
中

断
・
終

了

支
援

決
定

・
確

認
件

数
(再

プ
ラ

ン
を

含
む

）
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4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

年
間

合
計

1
4

1
6

1
6

1
3

2
3

2
2

6
1
8

1
0

1
3

2
9

1
6

1
9
6

1
4

1
6

1
5

1
3

2
3

2
2

6
1
6

1
0

1
3

2
1

1
6

1
8
5

1
1

5
8

7
8

1
8

3
8

6
6

7
8

9
5

3
6

7
1

8
2

3
1

1
1

1
5

4
5
2

3
4

3
1

6
0

3
1

0
1

1
2

1
3
5

0
2

4
0

2
2

0
0

1
0

2
3

1
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0

1

2
3

2
1

2
4

1
9

9
3
6

2
2

3
3

2
1

6
2
6

2
9

2
6
9

う
ち

4
6

4
8

2
8

7
4

2
2

6
4

5
7

4
1

4
4

2
9

2
7

4
1

4
5

4
7

0
0

2
0

0
3

1
1

0
0

2
0

9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

4
5

4
7

2
7

5
3

2
2

5
4

5
0

0
1

0
1

0
1

2
1

0
0

1
1

8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
6

1
2

0
6

0
5

3
0

3
5

3
2

6
2

9
1

2
2
0

7
9

4
1

8
1
3

8
2

2
0

0
2

0
1

0
1

0
1

0
1

8

2
7

2
1

4
0

3
5

1
2

3
9

2
0

3
7

3
7

5
1
8

2
6

3
1
7

9
6

2
1

2
4

6
1
3

5
8

1
9

2
1

6
1
2
0

1
8

1
5

1
9

1
1

6
2
6

1
5

2
9

1
8

3
1
7

2
0

1
9
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
7

2
0

2
9

2
5

1
0

2
6

1
1

2
6

3
3

5
1
0

1
6

2
2
8

1
0

1
1
1

1
0

2
1
3

9
1
1

4
0

8
1
0

8
9

9
0

6
6

2
7

3
5

9
1

2
6

5
6

う
ち

3
0

2
0

1
0

2
3

5
1

0
1

1
8

う
ち

2
0

0
0

1
1

1
0

0
0

0
3

8

1
8

2
1

3
4

2
9

1
0

3
2

1
7

3
2

2
8

4
1
6

2
0

2
6
1

う
ち

0
1

2
2

1
3

0
1

0
0

0
0

1
0

う
ち

2
5

4
3

0
3

0
4

3
0

2
2

2
8

う
ち

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

う
ち

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
就

労
収

入
が

増
加

見られた変

化

変
化

あ
り

変
化

な
し

①
評

価
実

施
件

数
中

就
労

支
援

対
象

プ
ラ

ン
作

成
者

分

一
般

就
労

開
始

就
労

収
入

が
増

加

②
評

価
実

施
件

数
中

、
就

労
支

援
非

対
象

プ
ラ

ン
作

成
者

分

一
般

就
労

開
始

就
労

収
入

が
増

加

③
プ

ラ
ン

作
成

者
以

外

一
般

就
労

開
始

その他

生
活

福
祉

資
金

に
よ

る
貸

付

生
活

保
護

受
給

者
等

就
労

自
立

促
進

事
業

評
価

実
施

件
数

（
再

プ
ラ

ン
を

含
む

）

評価結果

終
結

再
プ

ラ
ン

し
て

継
続

中
断

就
労

支
援

対
象

者
数

（
プ

ラ
ン

期
間

中
の

一
般

就
労

を
目

標
に

し
て

い
る

）

法に基づく

事業等利用

住
居

確
保

給
付

金

一
時

生
活

支
援

事
業

家
計

改
善

支
援

事
業

就
労

準
備

支
援

事
業

認
定

就
労

訓
練

事
業

自
立

相
談

支
援

事
業

に
よ

る
就

労
支

援

令令
和和

４４
年年

度度
  生生

活活
困困

窮窮
者者

自自
立立

相相
談談

支支
援援

事事
業業

  月月
次次

実実
績績

詳詳
細細

報報
告告

支
援

決
定

あ
り

１１
．．

総総
括括

表表

新
規

相
談

受
付

件
数

（
本

人
未

特
定

を
含

む
）

(う
ち

)本
人

特
定

の
み

（
本

人
同

意
な

し
を

含
む

）

（
う

ち
）
本

人
特

定
の

み
（
本

人
同

意
あ

り
の

み
）

プ
ラ

ン
策

定
前

支
援

終
了

件
数

（
初

回
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

時
）

うち

情
報

提
供

の
み

で
終

了

他
機

関
へ

の
つ

な
ぎ

で
終

了

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
判

断
前

に
中

断
・
終

了

支
援

決
定

・
確

認
件

数
(再

プ
ラ

ン
を

含
む

）
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社
会

福
祉

法
人

　
徳

島
県

社
会

福
祉

協
議

会
令

和
５

年
3
月

末
（
概

数
）

基
幹

的
社

協
名

～Ｈ1
3

年度

Ｈ1
4

年度

Ｈ1
5

年度

Ｈ1
6

年度

Ｈ1
7

年度

Ｈ1
8

年度

Ｈ1
9

年度

Ｈ2
0

年度

Ｈ2
1

年度

Ｈ2
2

年度

Ｈ2
3

年度

Ｈ2
4

年度

Ｈ2
5

年度

Ｈ2
6

年度

Ｈ2
7

年度

Ｈ2
8

年度

Ｈ2
9

年度

Ｈ3
0

年度

Ｈ3
1

年度

Ｒ2年度

Ｒ3年度

Ｒ4年度

契
約

累
計

移管元

移管先

移管累計

～
H

3
1

年
度

終
了

R
2

年
度

終
了

R
3

年
度

終
了

R
4

年
度

終
了

終
了

累
計

実
利

用
者

数

徳徳
島島

市市
社社

協協
2

0
2

6
1
7

7
1
0

1
6

2
9

2
0

2
9

1
7

1
9

3
1
5

5
1
0

7
1
6

1
4

1
8

1
0

22
77
22

5
1
2

77
1
4
0

1
2

1
0

9
11
77
11

11
00
88

鳴鳴
門門

市市
社社

協協
0

0
0

0
0

3
5

3
7

3
4

5
4

5
3

0
4

1
1

2
3

55
33

4
3

--
11

2
5

8
1

1
33
55

11
77

小小
松松

島島
市市

社社
協協

2
1

0
1

2
2

0
1

1
3

0
0

1
4

3
2

5
5

3
4

5
8

55
33

2
1

--
11

2
0

1
1

3
22
55

22
77

阿阿
南南

市市
社社

協協
3

3
8

3
8

3
2

0
5

5
4

8
2

7
5

7
5

1
5

5
5

7
11
00
11

3
2

--
11

6
6

1
5

1
77
33

22
77

吉吉
野野

川川
市市

社社
協協

6
5

7
1
4

2
2

3
7

5
2

3
0

1
8

2
4

3
8

4
5

5
4

11
00
00

7
6

--
11

6
1

1
3

7
77
22

22
77

阿阿
波波

市市
社社

協協
3

2
4

6
4

3
2

1
7

1
1

1
1

1
3

1
0

1
4

5
3

55
44

3
5

22
3
7

1
1

33
99

11
77

美美
馬馬

市市
社社

協協
3

4
3

2
0

1
7

5
5

8
1
3

2
0

1
3

9
4

5
1
0

6
6

4
2

1
11
33
11

1
2

11
6
9

1
3

9
4

99
55

33
77

三三
好好

市市
社社

協協
6

7
4

1
1

6
1
3

1
1

8
8

1
2

3
5

1
1

9
8

2
5

2
7

2
11
33
11

9
3

--
66

7
4

3
4

1
88
22

44
33

勝勝
浦浦

町町
社社

協協
0

0
0

0
0

1
0

0
0

0
0

1
0

0
0

0
0

0
0

1
33

0
0

00
0

00
33

上上
勝勝

町町
社社

協協
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
1

22
0

0
00

1
11

11

佐佐
那那

河河
内内

村村
社社

協協
0

2
2

0
2

0
0

0
0

0
0

1
0

0
0

0
0

0
0

1
88

1
0

--
11

6
66

11

石石
井井

町町
社社

協協
1

0
1

1
3

4
1

4
1

2
1

2
1

2
2

2
7

2
3

2
5

4
55
11

4
4

00
2
3

2
22
55

22
66

神神
山山

町町
社社

協協
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
0

2
1

2
3

3
3

3
2

22
00

0
0

00
3

1
1

2
77

11
33

松松
茂茂

町町
社社

協協
1

0
0

0
0

0
0

0
2

0
0

0
2

2
2

0
1

0
0

2
11
22

0
1

11
3

1
2

1
77

66

北北
島島

町町
社社

協協
0

0
0

0
0

0
0

1
1

0
2

1
1

0
1

3
1

0
0

4
1

11
66

2
0

--
22

5
2

1
88

66

藍藍
住住

町町
社社

協協
0

1
1

0
4

1
2

1
1

2
4

4
2

3
5

1
1

1
7

5
5

5
55
66

5
2

--
33

2
1

1
4

22
66

22
77

板板
野野

町町
社社

協協
5

1
0

1
2

1
1

1
4

2
0

3
0

2
2

4
2

0
3

2
1

33
77

3
7

44
1
5

2
11
77

22
44

上上
板板

町町
社社

協協
1

2
0

0
1

0
0

0
0

3
1

3
1

1
0

2
4

1
2

1
22
33

3
3

00
9

2
1

1
11
33

11
00

那那
賀賀

町町
社社

協協
0

1
0

0
1

2
0

0
2

1
0

2
2

0
1

2
1

0
3

11
88

0
2

22
1
1

2
3

1
11
77

33

美美
波波

町町
社社

協協
2

2
3

2
3

5
3

1
3

0
1

0
1

1
2

2
2

0
0

3
1

1
33
88

3
0

--
33

2
2

1
2

3
22
88

77

牟牟
岐岐

町町
社社

協協
0

0
0

1
3

1
3

3
3

3
2

3
0

2
0

3
5

5
3

1
2

2
44
55

1
1

00
2
4

2
5

3
33
44

11
11

海海
陽陽

町町
社社

協協
0

6
4

3
5

2
4

7
1
1

3
5

3
0

1
3

3
0

3
0

2
66
55

2
1

--
11

4
7

1
2

2
55
22

11
22

つつ
るる

ぎぎ
町町

社社
協協

0
0

4
1

0
2

6
1

1
2

3
2

3
3

0
0

0
1

2
1

2
2

33
66

0
0

00
2
1

4
2

2
22
99

77

東東
みみ

よよ
しし

町町
社社

協協
0

1
2

3
2

2
0

1
4

1
1

0
0

0
0

4
1

3
2

2
8

2
33
99

3
6

33
1
5

2
11
77

22
55

県県
　　

内内
　　

合合
　　

計計
33
55

33
88

44
55

55
55

66
55

55
55

66
00

66
11

11
00
11

77
33

77
77

88
11

55
55

55
77

66
33

66
00

66
88

55
33

77
00

55
66

77
66

66
00

11
,,33

66
44

66
11

66
11

00
77
11
88

55
55

66
33

44
33

88
77
99

44
88
55

終終
　　

了了
　　

件件
　　

数数
00

44
11
33

11
77

22
33

22
99

33
44

33
33

33
44

44
88

44
77

55
66

77
33

44
55

55
66

44
44

55
00

44
88

66
00

55
55

66
33

44
33

※※
　　

基基
幹幹

的的
社社

協協
管管

轄轄
区区

域域
変変

更更
にに

伴伴
いい

、、
平平

成成
１１

９９
年年

４４
月月

よよ
りり

石石
井井

町町
・・
神神

山山
町町

はは
中中

央央
１１

ブブ
ロロ

ッッ
クク

かか
らら

中中
央央

２２
ブブ

ロロ
ッッ

クク
へへ

移移
管管

にに
なな

りり
まま

しし
たた

。。

※※
    平平

成成
22
44
年年

44
月月

よよ
りり

那那
賀賀

町町
社社

会会
福福

祉祉
協協

議議
会会

、、
77
月月

よよ
りり

東東
みみ

よよ
しし

町町
社社

会会
福福

祉祉
協協

議議
会会

がが
基基

幹幹
的的

社社
協協

とと
なな

りり
まま

しし
たた

。。
※※

　　
平平

成成
22
55
年年

44
月月

よよ
りり

県県
内内

全全
市市

町町
村村

社社
協協

がが
基基

幹幹
的的

社社
協協

とと
なな

りり
、、

事事
業業

をを
実実

施施
すす

るる
ここ

とと
とと

なな
りり

まま
しし

たた
。。

徳
島

県
日

常
生

活
自

立
支

援
事

業
　

市
町

村
別

契
約

締
結

件
数

及
び

実
利

用
者

数

※※
　　

平平
成成

22
22
年年

44
月月

よよ
りり

石石
井井

町町
社社

会会
福福

祉祉
協協

議議
会会

がが
基基

幹幹
的的

社社
協協

とと
なな

りり
まま

しし
たた

。。
※※

　　
平平

成成
22
33
年年

44
月月

よよ
りり

藍藍
住住

町町
社社

会会
福福

祉祉
協協

議議
会会

、、
つつ

るる
ぎぎ

町町
社社

会会
福福

祉祉
協協

議議
会会

がが
基基

幹幹
的的

社社
協協

とと
なな

りり
まま

しし
たた

。。

生生活活福福祉祉資資金金等等貸貸付付状状況況一一覧覧表表

件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計

生活支援費 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件

住居入居費

一時生活再建費

小小計計 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円

生業費 0 0 8 件 0 0 8 件 2 3,172,000 6 件 1 472,000 3 件 0 件 0 件

技能習得費（支度費含） 8 3,845,000 3,845,000 円 8 3,832,000 3,832,000 円 4 5,592,000 8,764,000 円 2 4,392,000 4,864,000 円 0 円 0 円

（障害）生業費 2 515,000 2 件 2 515,000 2 件 0 件 0 件 1 件 1 件

（障害）技能習得費
       （支度費含）

515,000 円 515,000 円 0 円 0 円 1 500,000 500,000 円 1 500,000 500,000 円

福祉費 12 6,826,000 15 件 9 3,681,000 12 件 8 1,388,000 11 件 7 1,168,000 8 件 12 6,892,000 12 件 8 847,000 8 件

障害者等福祉用具購入費 1 143,000 1 143,000

障害者自動車購入費 2 3,875,000 2 3,627,000 3 4,359,000 1 1,500,000

中国残留邦人等
国民年金追納資金

10,844,000 円 7,451,000 円 5,747,000 円 2,668,000 円 6,892,000 円 847,000 円

療養費 0 件 0 件 3 3,843,000 4 件 1 451,000 2 件 0 件 0 件

介護等費 0 円 0 円 1 336,000 4,179,000 円 1 336,000 787,000 円 0 円 0 円

0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件

0 円 0 円 0 円 0 円 1 1,500,000 1,500,000 円 1,500,000 円

44 件 30 件 34 件 28 件 21 件 12 件

44 3,107,000 3,107,000 円 30 1,785,000 1,785,000 円 34 2,578,000 2,578,000 円 28 2,026,000 2,026,000 円 21 1,592,700 1,592,700 円 12 696,000 696,000 円

小小計計 1188,,331111,,000000  円円 1133,,558833,,000000  円円 2211,,226688,,000000  円円 1100,,334455,,000000  円円 1100,,448844,,770000  円円 33,,554433,,000000  円円

修学費（教育支援費） 29 84,627,000 51 件 24 78,225,000 45 件 38 112,614,000 68 件 34 104,370,000 62 件 24 70,873,500 48 件 22 67,921,500 45 件

就学支度費 22 9,141,000 93,768,000 円 21 8,562,000 86,787,000 円 30 12,414,000 125,028,000 円 28 11,248,000 115,618,000 円 24 8,746,000 79,619,500 円 23 8,075,000 75,996,500 円

小小計計 9933,,776688,,000000  円円 8866,,778877,,000000  円円 112255,,002288,,000000  円円 111155,,661188,,000000  円円 7799,,661199,,550000  円円 7755,,999966,,550000  円円

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

1 件 1 件 4 件 4 件 2 件 2 件

1 9,143,400 9,143,400 円 1 9,143,400 9,143,400 円 4 20,968,500 20,968,500 円 4 20,968,500 20,968,500 円 2 5,504,100 8,541,600 円 2 8,541,600 8,541,600 円

小小計計 99,,114433,,440000  円円 99,,114433,,440000  円円 2200,,996688,,550000  円円 2200,,996688,,550000  円円 88,,554411,,660000  円円 88,,554411,,660000  円円

112211,,222222,,440000  円円 110099,,551133,,440000  円円 116677,,226644,,550000  円円 114466,,993311,,550000  円円 9988,,664455,,880000  円円 8888,,008811,,110000  円円8855  件件 6699  件件

令令和和５５年年３３月月末末現現在在　　

3355  件件 2222  件件

4488  件件 4455  件件

22  件件 22  件件

令令和和４４年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

1 1,500,000

112277  件件 110077  件件

5555  件件 4411  件件

6688  件件 6622  件件

44  件件 44  件件

令令和和３３年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

112211  件件 9988  件件

6699  件件 5522  件件

5511  件件 4455  件件

11  件件 11  件件

令令和和２２年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

資資金金種種類類（（資資金金使使途途））

総総
合合
支支
援援
資資
金金

福福
祉祉
資資
金金

教教
育育
支支
援援
資資
金金
不不
動動
産産
担担
保保
型型
生生
活活
資資
金金

要保護世帯向け生活資金

災害援護資金

緊急小口資金

長期生活資金（不動
産担保型生活資金）

合合計計

− 60 −



生生活活福福祉祉資資金金等等貸貸付付状状況況一一覧覧表表

件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計 件件数数 金金　　額額 合合　　計計

生活支援費 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件 0 0 0 件

住居入居費

一時生活再建費

小小計計 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円 00  円円

生業費 0 0 8 件 0 0 8 件 2 3,172,000 6 件 1 472,000 3 件 0 件 0 件

技能習得費（支度費含） 8 3,845,000 3,845,000 円 8 3,832,000 3,832,000 円 4 5,592,000 8,764,000 円 2 4,392,000 4,864,000 円 0 円 0 円

（障害）生業費 2 515,000 2 件 2 515,000 2 件 0 件 0 件 1 件 1 件

（障害）技能習得費
       （支度費含）

515,000 円 515,000 円 0 円 0 円 1 500,000 500,000 円 1 500,000 500,000 円

福祉費 12 6,826,000 15 件 9 3,681,000 12 件 8 1,388,000 11 件 7 1,168,000 8 件 12 6,892,000 12 件 8 847,000 8 件

障害者等福祉用具購入費 1 143,000 1 143,000

障害者自動車購入費 2 3,875,000 2 3,627,000 3 4,359,000 1 1,500,000

中国残留邦人等
国民年金追納資金

10,844,000 円 7,451,000 円 5,747,000 円 2,668,000 円 6,892,000 円 847,000 円

療養費 0 件 0 件 3 3,843,000 4 件 1 451,000 2 件 0 件 0 件

介護等費 0 円 0 円 1 336,000 4,179,000 円 1 336,000 787,000 円 0 円 0 円

0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件

0 円 0 円 0 円 0 円 1 1,500,000 1,500,000 円 1,500,000 円

44 件 30 件 34 件 28 件 21 件 12 件

44 3,107,000 3,107,000 円 30 1,785,000 1,785,000 円 34 2,578,000 2,578,000 円 28 2,026,000 2,026,000 円 21 1,592,700 1,592,700 円 12 696,000 696,000 円

小小計計 1188,,331111,,000000  円円 1133,,558833,,000000  円円 2211,,226688,,000000  円円 1100,,334455,,000000  円円 1100,,448844,,770000  円円 33,,554433,,000000  円円

修学費（教育支援費） 29 84,627,000 51 件 24 78,225,000 45 件 38 112,614,000 68 件 34 104,370,000 62 件 24 70,873,500 48 件 22 67,921,500 45 件

就学支度費 22 9,141,000 93,768,000 円 21 8,562,000 86,787,000 円 30 12,414,000 125,028,000 円 28 11,248,000 115,618,000 円 24 8,746,000 79,619,500 円 23 8,075,000 75,996,500 円

小小計計 9933,,776688,,000000  円円 8866,,778877,,000000  円円 112255,,002288,,000000  円円 111155,,661188,,000000  円円 7799,,661199,,550000  円円 7755,,999966,,550000  円円

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

1 件 1 件 4 件 4 件 2 件 2 件

1 9,143,400 9,143,400 円 1 9,143,400 9,143,400 円 4 20,968,500 20,968,500 円 4 20,968,500 20,968,500 円 2 5,504,100 8,541,600 円 2 8,541,600 8,541,600 円

小小計計 99,,114433,,440000  円円 99,,114433,,440000  円円 2200,,996688,,550000  円円 2200,,996688,,550000  円円 88,,554411,,660000  円円 88,,554411,,660000  円円

112211,,222222,,440000  円円 110099,,551133,,440000  円円 116677,,226644,,550000  円円 114466,,993311,,550000  円円 9988,,664455,,880000  円円 8888,,008811,,110000  円円8855  件件 6699  件件

令令和和５５年年３３月月末末現現在在　　

3355  件件 2222  件件

4488  件件 4455  件件

22  件件 22  件件

令令和和４４年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

1 1,500,000

112277  件件 110077  件件

5555  件件 4411  件件

6688  件件 6622  件件

44  件件 44  件件

令令和和３３年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

112211  件件 9988  件件

6699  件件 5522  件件

5511  件件 4455  件件

11  件件 11  件件

令令和和２２年年度度

申申　　込込　　状状　　況況 決決　　定定　　状状　　況況

00  件件 00  件件

資資金金種種類類（（資資金金使使途途））

総総
合合
支支
援援
資資
金金

福福
祉祉
資資
金金

教教
育育
支支
援援
資資
金金
不不
動動
産産
担担
保保
型型
生生
活活
資資
金金

要保護世帯向け生活資金

災害援護資金

緊急小口資金

長期生活資金（不動
産担保型生活資金）

合合計計
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◇
預

託
金

の
部

№
受
入
月
日

寄
付
者
氏
名

寄
付
者
住
所

寄
付
金
額

寄
付
金
の
使
途

1
4
月
6
日

東
洋
羽
毛
中
四
国
販
売
株
式
会
社

香
川
県

3
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

2
4
月
2
8
日

ケ
ン
ポ
オ
ー
ビ
ー
会

徳
島
市

3
6
,5
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

3
6
月
9
日

特
定
非
営
利
活
動
法
人
徳
島
県
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
議
会

徳
島
市

2
0
,2
2
0

社
会
福
祉
事
業
へ

4
7
月
4
日

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ株

式
会
社

香
川
県

1
7
0
,0
0
0

子
ど
も
の
居

場
所

づ
く

り
推
進
基
金
へ

5
7
月
2
8
日

匿
名

長
野
県

9
0
0
,0
0
0

星
合
之
代

奨
学
基
金
へ

6
8
月
2
3
日

匿
名

徳
島
市

3
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

7
8
月
2
3
日

徳
島
県
商
工
会
青
年
部
連
合
会

徳
島
市

3
3
,3
3
1

社
会
福
祉
事
業
へ

8
9
月
1
日

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
か
ら
保
育
園
児
を
守
る
会

小
松
島
市

3
0
0
,9
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

9
9
月

2
7
日

ア
フ
ラ
ッ
ク
徳

島
県

ア
ソ
シ
エ
イ
ツ
会

徳
島

市
3
6
,2
5
0

社
会

福
祉

事
業

へ

1
0

1
2
月
2
6
日

日
亜
化
学
工
業
株
式
会
社

阿
南
市

2
0
,0
0
0
,0
0
0

子
ど
も
の
居

場
所

づ
く

り
推
進
基
金
へ

1
1

2
月
1
7
日

匿
名

長
野
県

3
0
0
,0
0
0

星
合
之
代

奨
学
基
金
へ

1
2

3
月
1
0
日

岸
　
哲
也
　
様

阿
南
市

1
0
,0
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

3
2
,3
9
7
,2
0
1

◇
払

い
出

し
の
部

№
払
出
月
日

払
出
金
額

1
9
月
2
2
日

2
8
5
,8
5
5

2
1
0
月
2
8
日

1
,6
1
9
,0
0
0

3
3
月
3
日

近
藤
奨
学
金
助
成
金
（
特
別
支
援
学
校
学
生
１
名
）

5
0
,0
0
0

1
,9
5
4
,8
5
5

計

計

県
社
協
事
業
へ
（
日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
事
業
非
課
税
世
帯
利
用
料
の
助
成
）

払
出
先

徳
島
県
私
立
保
育
園
連
盟
（
預
託
者
指
定
払
出
）

 

徳
島

県
社

会
福

祉
協

議
会

 
預

託
一

覧
 

 

  
 

 
預

託
者

名
 

預
託

物
品

 
払

出
先

 
払

出
日

 

1
 

一
般

財
団

法
人

徳
島

県
観

光
協

会
 

備
蓄

用
飲

料
水

 

計
4
56

本
 

生
活

困
窮

者
自

立

支
援

事
業

 

5
月

1
9

日
 

2
 

株
式

会
社

大
塚

製
薬

工
場

 

 

経
口

補
水

液
 

計
4
80

本
 

市
町

村
社

会
福

祉

協
議

会
 

6
月

1
5

日
 

3
 

株
式

会
社

セ
ブ

ン
‐
イ

レ
ブ

ン
・
ジ

ャ
パ

ン
 

食
品

・
雑

貨
等

 

食
品

8
4

箱
・
雑

貨
5
4

箱
 

吉
野

川
市

社
会

福

祉
協

議
会

 

8
月

4
日

 

4
 

公
益

財
団

法
人

徳
島

県
生

活
衛

生
営

業

指
導

セ
ン

タ
ー

 

カ
ー

テ
ン

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

 

計
74

枚
 

福
祉

施
設

4
ヶ

所
 

7
月

2
7

日
 

5
 

全
国

農
業

協
同

組
合

連
合

会
徳

島
県

本

部
・
Ｊ
Ａ

徳
島

農
政

協
議

会
 

阿
波

そ
だ

ち
(コ

シ
ヒ

カ
リ

) 

5
00

㎏
・
ザ

す
だ

ち
 8

箱
 

児
童

養
護

施
設

7
ヶ

所
 

8
月

3
1

日
 

6
 

三
谷

 順
子

 
氏

 
未

使
用

食
器

1
5
0

箱
 

福
祉

施
設

・
団

体
2
6

ヶ
所

 

1
1

月
2

日
他

 

7
 

一
般

財
団

法
人

徳
島

県
観

光
協

会
 

備
蓄

用
飲

料
水

 

計
2
40

本
 

生
活

困
窮

者
自

立

支
援

事
業

 

1
1

月
15

日
 

8
 

株
式

会
社

レ
デ

ィ
薬

局
・
ク

ラ
シ

エ
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
株

式
会

社
 

車
い

す
5

台
 

福
祉

施
設

・
団

体
5

ヶ
所

 

1
1

月
30

日
 

9
 

個
人

(匿
名

) 
新

品
衣

類
4
5

点
 

 

フ
ー

ド
バ

ン
ク

と
く

し

ま
 

1
2

月
13

日
 

1
0
 

株
式

会
社

セ
ブ

ン
‐
イ

レ
ブ

ン
・
ジ

ャ
パ

ン
 

菓
子

72
箱

 
市

町
村

社
会

福
祉

協
議

会
2
0

ヶ
所

 

1
2

月
16

日
 

1
1
 

株
式

会
社

サ
ニ

ク
リ

ー
ン

四
国

徳
島

支
店

 
ク

リ
ス

マ
ス

ケ
ー

キ
 

鳴
門

子
ど

も
学

園
 

1
2

月
23

日
 

1
2
 

公
益

社
団

法
人

生
命

保
険

フ
ァ

イ
ナ

ン
シ

ャ

ル
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
協

会
徳

島
県

協
会

 

福
祉

巡
回

車
両

1
台

 
阿

南
市

社
会

福
祉

協
議

会
 

1
月

3
1

日
 

1
3
 

公
益

社
団

法
人

生
命

保
険

フ
ァ

イ
ナ

ン
シ

ャ

ル
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
協

会
徳

島
県

協
会

 

車
い

す
2

台
 

福
祉

施
設

2
ヶ

所
 

1
月

3
1

日
 

1
4
 

一
般

社
団

法
人

全
日

本
司

厨
士

協
会

四

国
地

方
徳

島
県

本
部

 

料
理

提
供

 
た

ち
ば

な
学

苑
 

2
月

2
7

日
 

1
5
 

日
本

中
国

料
理

協
会

徳
島

県
支

部
 

料
理

提
供

 
常

楽
園

 
2

月
2
8

日
 

1
6
 

株
式

会
社

未
来

 
ア

ル
コ

ー
ル

ハ
ン

ド
ジ

ェ

ル
等

計
7
,7

40
本

 

県
内

5
大

学
 

3
月

2
8

日
他
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◇
預

託
金

の
部

№
受
入
月
日

寄
付
者
氏
名

寄
付
者
住
所

寄
付
金
額

寄
付
金
の
使
途

1
4
月
6
日

東
洋
羽
毛
中
四
国
販
売
株
式
会
社

香
川
県

3
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

2
4
月
2
8
日

ケ
ン
ポ
オ
ー
ビ
ー
会

徳
島
市

3
6
,5
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

3
6
月
9
日

特
定
非
営
利
活
動
法
人
徳
島
県
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
議
会

徳
島
市

2
0
,2
2
0

社
会
福
祉
事
業
へ

4
7
月
4
日

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ株

式
会
社

香
川
県

1
7
0
,0
0
0

子
ど
も
の
居

場
所

づ
く

り
推
進
基
金
へ

5
7
月
2
8
日

匿
名

長
野
県

9
0
0
,0
0
0

星
合
之
代

奨
学
基
金
へ

6
8
月
2
3
日

匿
名

徳
島
市

3
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

7
8
月
2
3
日

徳
島
県
商
工
会
青
年
部
連
合
会

徳
島
市

3
3
,3
3
1

社
会
福
祉
事
業
へ

8
9
月
1
日

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
か
ら
保
育
園
児
を
守
る
会

小
松
島
市

3
0
0
,9
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

9
9
月

2
7
日

ア
フ
ラ
ッ
ク
徳

島
県

ア
ソ
シ
エ
イ
ツ
会

徳
島

市
3
6
,2
5
0

社
会

福
祉

事
業

へ

1
0

1
2
月
2
6
日

日
亜
化
学
工
業
株
式
会
社

阿
南
市

2
0
,0
0
0
,0
0
0

子
ど
も
の
居

場
所

づ
く

り
推
進
基
金
へ

1
1

2
月
1
7
日

匿
名

長
野
県

3
0
0
,0
0
0

星
合
之
代

奨
学
基
金
へ

1
2

3
月
1
0
日

岸
　
哲
也
　
様

阿
南
市

1
0
,0
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
事
業
へ

3
2
,3
9
7
,2
0
1

◇
払

い
出

し
の
部

№
払
出
月
日

払
出
金
額

1
9
月
2
2
日

2
8
5
,8
5
5

2
1
0
月
2
8
日

1
,6
1
9
,0
0
0

3
3
月
3
日

近
藤
奨
学
金
助
成
金
（
特
別
支
援
学
校
学
生
１
名
）

5
0
,0
0
0

1
,9
5
4
,8
5
5

計

計

県
社
協
事
業
へ
（
日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
事
業
非
課
税
世
帯
利
用
料
の
助
成
）

払
出
先

徳
島
県
私
立
保
育
園
連
盟
（
預
託
者
指
定
払
出
）
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※
R
5
年

3
月

末
現

在
日

数
0

4
7

4
8

参
加

者
数

5
4
9

3
3
8

5
7
0

実
施

研
修

数
0

6
6

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
関関

連連
研研

修修
～

参
加

者
数

・
実

施
研

修
数

・
日

数
の

推
移

～

R
2

R
3

R
4

専
門
研
修
課
程
Ⅰ

専
門
研
修
課
程
Ⅱ

更
新
研
修
（
実
務

従
事
者
）

実
務
研
修

更
新
研
修
（
実
務

未
経
験
者
）

再
研
修

R
2

7
9

2
9

2
0
4

6
8

1
1
9

5
0

R
3

2
1

1
6

8
7

1
0
9

7
1

3
4

R
4

3
1

6
7

2
5
6

7
7

9
4

4
5

0

5
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

（
介
護
支
援
専
門
員
関
連
研
修

参
加
者
数
推
移
）

R
2

R
3

R
4

H
3
0

1
,1
9
3

1
9

4
1

社社
会会

福福
祉祉

従従
事事

者者
研研

修修
～

参
加

者
数

・
実

施
研

修
数

・
日

数
の

推
移

～

（
各

研
修

区
分

別
　

参
加

者
数

推
移

）

実
施

研
修

数

日
数

参
加

者
数

R
1

3
6

1
8

R
2

H
2
9

1
6

3
8

1
1

2
5

2
9

1
,1
6
0

8
1
9

1
7

R
3

R
4

3
8
4

9
3
2

9
5
1

9
6
2

新
任

中
堅

指
導
的

施
設
長

H
2
9

1
6
9

6
6

3
5

1
3

H
3
0

1
7
2

8
1

5
8

1
3

R
1

1
2
3

6
7

3
7

6
5

R
2

3
8

0
5
8

3
2

R
3

7
0

7
1

6
7

5
0

R
4

7
7

6
6

6
4

5
8

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
00

1
20

1
40

1
60

1
80

2
00

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

研
修
(初

級

編
)

対
人
援
助

職
の
た
め
の

接
遇
研
修

レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン
研
修

チ
ー

ム
リ
ー

ダ
ー

の
た
め

の
ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ
研

修

福
祉
職
場

の
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
研

修

人
材
育
成

研
修

～
ス
ー

パ
ー
ビ
ジ
ョ

ン
の
実
践
～

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

研
修
（
上
級

編
）

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

研
修
（
フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ
プ

編
）
※
1

ク
レ
ー

ム
対

応
力
強
化

セ
ミ
ナ
ー

リ
ス
ク
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
研

修

福
祉
人

材

定
着
支

援

セ
ミ
ナ
ー

地
域
共

生

社
会
推

進

研
修

記
録
の
書

き

方
研

修

共
感
を
得

る

こ
と
ば
講
座

障
が
い
の
あ

る
人
の
自

己

決
定

と
そ
の

支
援

福
祉
職

に

必
要
な
法

律
知
識
講

座

H
2
9

5
8

5
4

4
4

5
3

4
7

3
3

1
4

6
2

5
3

4
1

2
9
1

0
0

0

H
3
0

6
0

5
8

3
9

4
3

3
0

3
0

1
2

6
8

5
7

3
7

2
5
6

9
9

R
1

4
3

4
2

4
4

2
9

4
4

3
4

2
8

1
0

5
1

3
6

2
9

1
9
2

8
8

R
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
6

0
1
0
0

7
0

5
7

1
3

R
3

4
0

4
8

0
5
7

5
8

3
2

3
1

0
5
9

7
3

0
0

8
0

5
6

5
0

9
0

R
4

4
0

5
4

0
4
3

4
5

2
3

4
0

0
7
7

6
3

0
1
5

7
0

1
1
1

3
7

6
8

0

5
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

3
50

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4
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※
R
5
年

3
月

末
現

在
日

数
0

4
7

4
8

参
加

者
数

5
4
9

3
3
8

5
7
0

実
施

研
修

数
0

6
6

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
関関

連連
研研

修修
～

参
加

者
数

・
実

施
研

修
数

・
日

数
の

推
移

～

R
2

R
3

R
4

専
門
研
修
課
程
Ⅰ

専
門
研
修
課
程
Ⅱ

更
新
研
修
（
実
務

従
事
者
）

実
務
研
修

更
新
研
修
（
実
務

未
経
験
者
）

再
研
修

R
2

7
9

2
9

2
0
4

6
8

1
1
9

5
0

R
3

2
1

1
6

8
7

1
0
9

7
1

3
4

R
4

3
1

6
7

2
5
6

7
7

9
4

4
5

0

5
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

（
介
護
支
援
専
門
員
関
連
研
修

参
加
者
数
推
移
）

R
2

R
3

R
4
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

○
社

会
福

祉
に

従
事

す
る

者
と

し
て

の
価

値
と

倫
理

～
チ

ー
ム

の
一

員
と

し
て

～
A

コ
ー

ス
：
令

和
4
年

1
0
月

3
日

Ｂ
コ

ー
ス

：
令

和
4
年

1
0
月

6
日

　
名

西
郡

障
が

い
者

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

A
コ

ー
ス

：
3
8
名

　
　

セ
ン

タ
ー

長
　

川
島

　
成

太
　

氏
B

コ
ー

ス
：
3
9
名

合
計

：
7
7
名

○
活

力
あ

る
チ

ー
ム

運
営

に
つ

い
て

考
え

よ
う

！
令

和
4
年

5
月

1
2
日

○
チ

ー
ム

の
現

状
を

整
理

し
て

み
よ

う
！

　
ラ

イ
フ

デ
ザ

イ
ン

研
究

所
F
L
A

P

　
　

岩
木

　
啓

子
　

氏
6
4
名

中 中
堅堅

職職
員員

研研
修修

○
中

堅
職

員
に

な
る

と
何

が
変

わ
る

？
～

受
け

る
期

待
、

意
識

の
持

ち
方

～
A

コ
ー

ス
：
令

和
4
年

6
月

8
日

○
今

の
自

分
を

セ
ル

フ
チ

ェ
ッ

ク
～

自
分

を
た

な
お

ろ
し

(検
証

)～
Ｂ

コ
ー

ス
：
令

和
4
年

6
月

9
日

○
リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
っ

て
何

？
～

よ
り

良
く

生
き

る
た

め
の

問
題

解
決

行
動

・
能

力
～

　
一

般
財

団
法

人
O

A
A

(野
外

活
動

協
会

)

　
　

理
事

長
・
生

涯
学

習
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

清
水

　
勲

夫
　

氏
A

コ
ー

ス
：
3
5
名

B
コ

ー
ス

：
3
1
名

　
合

計
：
6
6
名

管 管
理理

職職
研研

修修
○

職
員

定
着

率
向

上
の

ポ
イ

ン
ト

令
和

5
年

2
月

1
0
日

○
職

員
満

足
を

通
し

た
職

員
満

足
の

重
要

性
と

働
き

や
す

い
職

場
づ

く
り

○
人

間
の

行
動

と
そ

の
内

面
（
感

情
・
自

己
概

念
）
の

関
係

性

○
防

衛
と

そ
の

メ
カ

ニ
ズ

ム

○
セ

ル
フ

エ
ス

テ
ィ

ー
ム

○
セ

ル
フ

エ
ス

テ
ィ

ー
ム

の
体

感
に

つ
い

て

　
株

式
会

社
ビ

ー
コ

ン
ラ

ー
ニ

ン
グ

サ
ー

ビ
ス

5
8
名

　
　

　
井

口
　

和
之

　
氏

 ○
 支

援
者

と
し

て
の

あ
り

方
を

考
え

る
令

和
4
年

6
月

2
3
日

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

 ○
 コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
基

礎
を

学
ぶ

 ○
 対

象
者

の
強

み
を

引
き

出
す

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

技
法

を
学

ぶ

　
四

国
学

院
大

学

　
　

　
名

誉
教

授
　

島
影

　
俊

英
　

氏

　
地

方
独

立
行

政
法

人
　

徳
島

県
立

鳴
門

病
院

　
　

　
患

者
サ

ポ
ー

ト
セ

ン
タ

ー
　

副
セ

ン
タ

ー
長

　
郡

　
章

人
　

氏
4
0
名

〇
接

遇
の

基
本

令
和

4
年

4
月

2
7
日

○
代

表
者

発
表

「
経

験
分

析
」

〇
接

遇
の

基
本

ス
キ

ル
1
～

聞
き

方

〇
代

表
演

習
「
聞

き
方

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

」

〇
接

遇
の

基
本

ス
キ

ル
2
～

話
し

方

〇
代

表
演

習
「
接

遇
の

実
際

」

〇
さ

ら
に

接
遇

の
高

め
る

た
め

に

　
話

し
方

教
育

セ
ン

タ
ー

　
　

上
野

　
純

子
　

氏
5
4
名

　
令
和
４
年
度
　
社
会
福
祉
従
事
者
研
修
事
業
実
施
状
況

社社
会会

福福
祉祉

研研
修修

事事
業業

階階
層層

別別
研研

修修

施
設

長
、

事
務

局
長

、
そ

れ
を

補
佐

す
る

者
な

ど
、

ま
た

は
管

理
職

に
就

い
た

ば
か

り
の

者
、

今
後

管
理

職
と

し
て

期
待

さ
れ

る
者

な
ど

4 4

スス
キキ

ルル
アア

ッッ
ププ

研研
修修

55

対対
人人

援援
助助

職職
のの

たた
めめ

のの
ココ

ミミ
ュュ

ニニ
ケケ

ーー
シシ

ョョ
ンン

研研
修修

((初初
級級

編編
))

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

で
経

験
年

数
が

2
年

未
満

の
者

1 1

新新
任任

職職
員員

研研
修修

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

で
業

務
経

験
が

3
年

以
上

で
、

チ
ー

ム
リ
ー

ダ
ー

と
し

て
の

役
割

が
期

待
さ

れ
る

者

3 3 22

チチ
ーー

ムム
リリ

ーー
ダダ

ーー
研研

修修

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

で
業

務
経

験
が

3
年

以
上

で
、

新
た

に
中

堅
職

員
に

な
っ

た
方

、
ま

た
は

今
後

中
堅

職
員

と
し

て
の

役
割

が
期

待
さ

れ
る

者

6 6

対対
人人

援援
助助

職職
のの

たた
めめ

のの
接接

遇遇
研研

修修
社

会
福

祉
施

設
等

の
新

任
職

員
・
中

堅
職

員
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

○
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

の
現

状
令

和
4
年

1
1
月

8
日

○
ス

ト
レ

ス
の

要
因

と
ス

ト
レ

ス
反

応

○
ス

ト
レ

ス
の

対
処

（
セ

ル
フ

ケ
ア

）
を

考
え

る

○
ス

ト
レ

ス
を

1
人

で
抱

え
込

ま
な

い

○
ま

と
め

　
株

式
会

社
イ

ン
ソ

ー
ス

　
　

河
村

　
ほ

ず
み

　
氏

4
5
名

○
チ

ー
ム

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
　

「
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
」
と

は
何

？
令

和
4
年

9
月

2
8
日

○
「
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
」
を

学
ぶ

令
和

4
年

1
0
月

2
6
日

○
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
を

目
指

す

○
人

が
育

つ
、

人
を

育
て

る
職

場
づ

く
り

に
向

け
て

　
一

般
財

団
法

人
O

A
A

(野
外

活
動

協
会

)

　
　

理
事

長
・
生

涯
学

習
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

清
水

　
勲

夫
　

氏
4
3
名

○
S
V

実
践

の
基

礎
理

論
令

和
4
年

5
月

1
8
日

○
D

V
D

学
習

に
よ

る
S
V

の
イ

メ
ー

ジ
化

令
和

4
年

5
月

1
9
日

○
S
V

で
活

用
す

る
コ

ー
チ

ン
グ

令
和

4
年

7
月

1
3
日

○
グ

ル
ー

プ
を

活
用

し
た

ピ
ア

S
V

令
和

4
年

7
月

1
4
日

○
S
V

実
践

報
告

会
・
情

報
交

換
会

令
和

4
年

9
月

1
4
日

○
S
V

 で
活

用
す

る
グ

ル
ー

プ
ワ

ー
ク

令
和

4
年

9
月

1
5
日

○
グ

ル
ー

プ
を

活
用

し
た

 自
己

覚
知

令
和

4
年

1
1
月

1
6
日

○
事

例
検

討
会

で
の

S
V

令
和

4
年

1
1
月

1
7
日

○
S
V

実
践

報
告

・
情

報
交

換
会

○
組

織
を

視
野

に
入

れ
た

 S
V

　
植

田
　

寿
之

　
氏

2
3
名

〇
心

理
的

安
全

性
と

は
令

和
4
年

1
2
月

1
5
日

〇
自

分
の

行
動

を
変

え
、

心
理

的
安

全
性

を
高

め
る

○
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
取

り
方

を
変

え
、

心
理

的
安

全
性

を
高

め
る

○
チ

ー
ム

の
心

理
的

安
全

性
を

高
め

る
～

仕
組

み
・
分

化
を

作
る

○
ま

と
め

　
株

式
会

社
イ

ン
ソ

ー
ス

　
　

田
中

　
雅

之
　

氏
4
0
名

○
ク

レ
ー

ム
対

応
の

向
き

合
い

方
と

対
応

方
法

令
和

4
年

7
月

6
日

　
地

方
独

立
行

政
法

人
　

徳
島

県
立

鳴
門

病
院

　
　

患
者

サ
ポ

ー
ト
セ

ン
タ

ー
　

副
セ

ン
タ

ー
長

　
郡

　
章

人
　

氏
7
7
名

○
B

C
P
は

役
に

立
つ

の
か

？
令

和
4
年

1
0
月

1
9
日

○
過

去
の

災
害

事
例

か
ら

学
ぶ

○
簡

単
に

で
き

る
訓

練
の

方
法

　
石

原
せ

い
ご

社
会

保
険

労
務

士
事

務
所

　
　

代
表

　
石

原
　

誠
吾

　
氏

6
3
名

A
コ

ー
ス

：
令

和
4
年

1
2
月

7
日

Ｂ
コ

ー
ス

：
令

和
４

年
1
2
月

8
日

○
利

用
者

と
の

契
約

に
関

す
る

こ
と

 ・
契

約
書

の
留

意
点

 ・
重

要
事

項
説

明
書

等
の

留
意

点

○
虐

待
と

身
体

拘
束

Ａ
コ

ー
ス

：
3
1
名

　
法

律
事

務
所

お
か

げ
さ

ま
Ｂ

コ
ー

ス
：
3
7
名

　
　

代
表

　
外

岡
　

潤
　

氏
合

計
：
6
8
名

福 福
祉祉

職職
にに

必必
要要

なな
法法

律律
知知

識識
講講

座座

99

スス
ーー

パパ
ーー

ビビ
ジジ

ョョ
ンン

研研
修修

11
33

社
会

福
祉

施
設

等
の

中
堅

職
員

・
指

導
的

職
員

 で
 5

 日
間

参
加

 で
き

る
者

○
事

業
所

で
働

く
う

え
で

法
律

を
理

解
す

る
必

要
性

 ・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
（
法

令
遵

守
）
で

組
織

を
護

る
・
福

祉
施

設
に

お
け

る
主

要
な

法
律

と
考

え
方

社
会

福
祉

施
設

等
の

指
導

的
職

員
・
管

理
者

7 7

福福
祉祉

職職
場場

のの
メメ

ンン
タタ

ルル
ヘヘ

ルル
スス

研研
修修

社
会

福
祉

施
設

等
の

新
任

職
員

・
中

堅
職

員

88

チチ
ーー

ムム
リリ

ーー
ダダ

ーー
のの

たた
めめ

のの
スス

テテ
ッッ

ププ
アア

ッッ
ププ

研研
修修

組
織

の
中

核
を

担
う

中
堅

職
員

で
主

任
・
リ
ー

ダ
ー

ク
ラ

ス
こ

れ
か

ら
リ

ー
ダ

ー
に

な
る

者
等

○
事

故
対

応
に

つ
い

て
 ・

裁
判

事
例

に
学

ぶ
法

的
責

任
の

見
極

め
方

 ・
事

故
が

起
こ

っ
て

し
ま

っ
た

ら
（
転

倒
や

誤
嚥

等
）
・
謝

罪
の

重
要

性
と

留
意

点

1 1
11

社
会

福
祉

施
設

等
の

中
堅

職
員

・
指

導
的

職
員

・
管

理
者

社
会

福
祉

施
設

等
の

中
堅

職
員

・
指

導
的

職
員

・
管

理
者

1 1
00

対対
人人

援援
助助

職職
のの

たた
めめ

のの
ココ

ミミ
ュュ

ニニ
ケケ

ーー
シシ

ョョ
ンン

研研
修修

((上上
級級

編編
))

社
会

福
祉

施
設

等
の

中
堅

職
員

・
指

導
的

職
員

クク
レレ

ーー
ムム

対対
応応

力力
強強

化化
セセ

ミミ
ナナ

ーー

11
22

福福
祉祉

職職
場場

のの
リリ

スス
クク

ママ
ネネ

ジジ
メメ

ンン
トト
研研

修修
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

記記
録録

のの
書書

きき
方方

研研
修修

○
記

録
の

目
的

・
役

割
令

和
4
年

8
月

3
日

○
記

録
の

書
き

方
・
観

察
の

ポ
イ

ン
ト

○
事

例
を

記
録

す
る

○
実

践
を

記
録

す
る

　
京

都
保

育
福

祉
専

門
学

院

　
　

副
学

院
長

　
岡

本
　

匡
弘

　
氏

7
0
名

共 共
感感

をを
得得

るる
ここ

とと
ばば

講講
座座

○
ス

ピ
ー

チ
ロ

ッ
ク

と
は

令
和

4
年

8
月

2
4
日

○
虐

待
行

為
と

3
 つ

の
ロ

ッ
ク

令
和

5
年

2
月

1
7
日

○
ス

ピ
ー

チ
ロ

ッ
ク

が
起

き
や

す
い

現
状

(2
月

追
加

開
催

)

○
言

葉
表

現
と

非
言

語
表

現

○
言

語
表

現
自

己
診

断
シ

ー
ト

○
演

習
「
ス

ピ
ー

チ
ロ

ッ
ク

に
な

り
得

る
言

葉
の

洗
い

出
し

」

○
起

こ
り

得
る

4
 つ

の
要

因
と

は

○
ス

ピ
ー

チ
ロ

ッ
ク

の
真

の
原

因
は

ヒ
ュ

ー
マ

ン
エ

ラ
ー

○
ス

ピ
ー

チ
ロ

ッ
ク

防
止

4
つ

の
視

点

○
演

習
「
こ

と
ば

の
改

善
」

○
演

習
「
ケ

ー
ス

・
ス

タ
デ

ィ
ー

」

○
ま

と
め

5
5
名

（
追

加
開

催
）
5
6
名

　
株

式
会

社
は

あ
も

に
い

合
計

：
1
1
1
名

　
　

代
表

取
締

役
　

大
野

　
晴

己
　

氏

○
自

己
紹

介
：
障

が
い

の
あ

る
当

事
者

団
体

と
の

“
出

会
い

”
か

ら
令

和
4
年

1
0
月

1
3
日

障
が

い
者

 ・
児

施
設

の
職

員

○
自

己
決

定
と

そ
の

支
援

の
必

要
性

○
自

己
決

定
支

援
の

難
し

さ

○
自

己
決

定
に

影
響

を
与

え
る

要
因

○
障

が
い

の
あ

る
人

へ
の

自
己

決
定

支
援

の
ポ

イ
ン

ト

　
神

戸
女

学
院

大
学

　
文

学
部

総
合

文
化

学
科

　
　

教
授

　
與

那
嶺

　
司

　
氏

3
7
名

○
地

域
共

生
社

会
の

一
歩

と
し

て

○
外

部
環

境
分

析
と

は

○
S
T

E
E
P
分

析
、

S
W

O
T

分
析

と
は

○
S
T

E
E
P
分

析
を

踏
ま

え
た

S
W

O
T

分
析

○
地

域
共

生
社

会
を

実
現

す
る

た
め

に

　
株

式
会

社
ビ

ー
コ

ン
ラ

ー
ニ

ン
グ

サ
ー

ビ
ス

　
　

山
下

　
浩

　
氏

1
5
名

1 1
77

11
44

11
55

医
療

分
野

お
よ

び
社

会
福

祉
施

設
等

の
職

員

1 1
66

障障
がが

いい
のの

ああ
るる

人人
のの

自自
己己

決決
定定

とと
そそ

のの
支支

援援

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

地 地
域域

共共
生生

社社
会会

推推
進進

研研
修修

令
和

5
年

1
月

1
8
日

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
専専

門門
研研

修修
【【
１１

日日
目目

】】

（（
専専

門門
研研

修修
課課

程程
ⅠⅠ

））
（
A

日
程

）

令
和

4
年

7
月

8
日

（
Ｂ

日
程

）

令
和

4
年

7
月

9
日

3
1
名

【 【
２２

日日
目目

】】

（
A

日
程

）

令
和

4
年

7
月

1
4
日

（
Ｂ

日
程

）

令
和

4
年

7
月

1
9
日

○
家

族
へ

の
支

援
の

視
点

が
必

要
な

事
例

【 【
３３

日日
目目

】】

○
社

会
資

源
の

活
用

に
向

け
た

関
係

機
関

と
の

連
携

に
関

す
る

事
例

（
A

日
程

）

令
和

4
年

7
月

1
6
日

　
那

賀
町

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

　
湯

浅
　

雅
志

　
氏

（
Ｂ

日
程

）

令
和

4
年

7
月

2
4
日

○
入

退
院

時
等

に
お

け
る

医
療

と
の

連
携

に
関

す
る

事
例

【 【
４４

日日
目目

】】

（
A

日
程

）

　
徳

島
県

看
護

協
会

指
定

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
徳

島
　

橋
本

　
美

香
　

氏
令

和
4
年

7
月

2
2
日

（
Ｂ

日
程

）

令
和

4
年

7
月

2
3
日

○
認

知
症

に
関

す
る

事
例

【 【
５５

日日
目目

】】

○
状

態
に

応
じ

た
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

（
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

や
施

設
サ

ー
ビ

ス
等

）
の

（
A

日
程

）

   活
用

に
関

す
る

事
例

令
和

4
年

7
月

3
0
日

（
Ｂ

日
程

）

　
社

会
福

祉
法

人
白

寿
会

　
白

寿
会

西
部

　
　

中
東

　
勢

治
　

氏
令

和
4
年

7
月

3
1
日

○
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

及
び

福
祉

用
具

の
活

用
に

関
す

る
事

例
【 【
６６

日日
目目

】】

○
研

修
全

体
を

振
り

返
っ

て
の

意
見

交
換

、
講

評
及

び
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

作
り

（
A

日
程

）

令
和

4
年

8
月

7
日

　
医

療
法

人
平

成
博

愛
会

　
博

愛
記

念
病

院
　

　
黒

田
　

景
子

　
氏

（
Ｂ

日
程

）

令
和

4
年

8
月

8
日

介 介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
関関

連連
研研

修修
事事

業業

○
看

取
り

等
に

お
け

る
看

護
サ

ー
ビ

ス
の

活
用

に
関

す
る

事
例

（
メ

イ
ン

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

）
　

医
療

法
人

芳
越

会
　

介
護

施
設

事
業

部
　

伊
庭

　
利

光
　

氏
（
A

）
　

す
だ

ち
の

園
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
河

野
　

竹
美

　
氏

（
A

）
　

あ
い

愛
介

護
相

談
室

　
黒

田
　

玲
子

　
氏

（
A

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
A

）
　

清
水

内
科

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
　

湯
本

　
泉

　
氏

（
A

）
　

白
寿

会
西

部
在

宅
介

護
支

援
セ

ン
タ

ー
　

黒
下

　
聡

美
　

氏
（
B

）
　

海
陽

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

竹
内

　
理

恵
　

氏
（
B

）
　 ○

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
に

お
け

る
実

践
の

振
り

返
り

及
び

課
題

の
設

定

（
メ

イ
ン

）
　

医
療

法
人

平
成

博
愛

会
　

博
愛

記
念

病
院

　
　

黒
田

　
景

子
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

日
程

）
　

医
療

法
人

芳
越

会
　

介
護

施
設

事
業

部
　

伊
庭

　
利

光
　

氏
（
A

日
程

）
　

す
だ

ち
の

園
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
河

野
　

竹
美

　
氏

（
A

日
程

）
　

あ
い

愛
介

護
相

談
室

　
黒

田
　

玲
子

　
氏

（
A

日
程

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
A

日
程

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
大

神
子

　
松

本
　

隆
子

　
氏

（
A

日
程

）
　

健
祥

会
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

　
浅

井
　

一
枝

　
氏

（
B

日
程

）
　

白
寿

会
西

部
在

宅
介

護
支

援
セ

ン
タ

ー
　

黒
下

　
聡

美
　

氏
（
B

日
程

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
B

日
程

）
　　

1 1

介
護

支
援

専
門

員
と

し
て

、
実

務
に

従
事

し
て

い
る

者
又

は
従

事
し

て
い

た
経

験
の

あ
る

者
で

、
介

護
支

援
専

門
員

証
の

更
新

を
希

望
す

る
者

で
あ

り
、

介
護

支
援

専
門

員
証

の
有

効
期

間
が

今
年

度
満

了
し

な
い

者（
経

験
年

数
6
ヶ

月
以

上
）
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
専専

門門
研研

修修
○

家
族

へ
の

支
援

の
視

点
が

必
要

な
事

例
【【
１１

日日
目目

】】

（（
専専

門門
研研

修修
課課

程程
ⅡⅡ

））
○

社
会

資
源

の
活

用
に

向
け

た
関

係
機

関
と

の
連

携
に

関
す

る
事

例
（
A

日
程

）

令
和

4
年

8
月

2
7
日

（
B

日
程

）

令
和

4
年

9
月

3
日

6
7
名

○
入

退
院

時
等

に
お

け
る

医
療

と
の

連
携

に
関

す
る

事
例

 （
午

前
）

【 【
２２

日日
目目

】】

○
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

及
び

福
祉

用
具

の
活

用
に

関
す

る
事

例
 （

午
後

）
（
A

日
程

）

令
和

4
年

9
月

1
0
日

（
B

日
程

）

令
和

4
年

9
月

1
6
日

○
看

取
り

等
に

お
け

る
看

護
サ

ー
ビ

ス
の

活
用

に
関

す
る

事
例

【 【
３３

日日
目目

】】

（
A

日
程

）

令
和

4
年

9
月

2
1
日

（
B

日
程

）

令
和

4
年

9
月

2
2
日

（
メ

イ
ン

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
井

上
　

富
久

美
　

氏
（
A

）
　

医
療

法
人

芳
越

会
　

介
護

施
設

事
業

部
　

伊
庭

　
利

光
　

氏
（
A

）
　

阿
南

南
部

高
齢

者
お

世
話

セ
ン

タ
ー

　
大

西
　

充
記

　
氏

（
A

）
　

す
だ

ち
の

園
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
河

野
　

竹
美

　
氏

（
A

・
B

）
　

ど
な

り
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
岸

田
　

委
子

　
氏

（
A

）
　

あ
い

愛
介

護
相

談
室

　
黒

田
　

玲
子

　
氏

（
A

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
A

・
B

）
　

鳴
門

市
基

幹
型

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

　
細

国
　

和
子

　
氏

（
A

）
　

藍
寿

苑
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
三

好
　

み
ゆ

き
　

氏
（
A

）
　

板
野

郡
医

師
会

指
定

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
藍

住
　

矢
野

　
友

美
　

氏
（
A

）
　

き
た

じ
ま

指
定

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
　

吉
田

　
和

代
　

氏
（
A

）
　

健
祥

会
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

　
浅

井
　

一
枝

　
氏

（
B

）
　

平
成

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

　
大

森
　

匡
美

　
氏

（
B

）
　

海
陽

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

竹
内

　
理

恵
　

氏
（
B

）
　

介
護

支
援

相
談

室
え

く
ぼ

　
忠

津
　

美
佐

代
　

氏
（
B

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
B

）

介
護

支
援

専
門

員
と

し
て

、
実

務
に

従
事

し
て

い
る

者
又

は
従

事
し

て
い

た
経

験
の

あ
る

者
で

、
介

護
支

援
専

門
員

証
の

更
新

を
希

望
す

る
者

で
あ

り
、

介
護

支
援

専
門

員
証

の
有

効
期

間
が

今
年

度
満

了
し

な
い

者（
経

験
年

数
3
年

以
上

）

（
メ

イ
ン

）
　

（
午

前
）
徳

島
県

看
護

協
会

指
定

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
徳

島
　

橋
本

　
美

香
　

氏
　

（
午

後
）
医

療
法

人
平

成
博

愛
会

　
博

愛
記

念
病

院
　

　
黒

田
　

景
子

　
氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

）
　

徳
島

県
看

護
協

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

徳
島

　
石

田
　

直
子

　
氏

（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏
（
A

）
　

阿
南

南
部

高
齢

者
お

世
話

セ
ン

タ
ー

　
大

西
　

充
記

　
氏

（
A

）
　

平
成

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

　
大

森
　

匡
美

　
氏

（
A

）
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

て
ら

さ
わ

　
奥

村
　

滋
子

　
氏

（
A

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
応

援
隊

　
川

野
　

公
江

　
氏

（
A

）
　

ど
な

り
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
岸

田
　

委
子

　
氏

（
A

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
A

）
　

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
や

ま
も

も
荘

　
古

川
　

玲
子

　
氏

（
A

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
A

）
　

那
賀

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

湯
浅

　
雅

志
　

氏
（
A

）
　

健
祥

会
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

　
浅

井
　

一
枝

　
氏

（
B

）
　

す
だ

ち
の

園
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
河

野
　

竹
美

　
氏

（
B

）
　

小
松

島
市

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

す
だ

ち
　

佐
藤

　
良

江
　

氏
（
B

）
　

介
護

支
援

相
談

室
え

く
ぼ

　
忠

津
　

美
佐

代
　

氏
（
B

）
　

在
宅

支
援

ミ
ル

ト
ス

　
中

川
　

陽
子

　
氏

（
B

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
大

神
子

　
松

本
　

隆
子

　
氏

（
B

）
　 （
メ

イ
ン

）
　

那
賀

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

湯
浅

　
雅

志
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏
（
Ａ

・
B

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
井

上
　

富
久

美
　

氏
（
A

）
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

て
ら

さ
わ

　
奥

村
　

滋
子

　
氏

（
A

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
A

）
　

海
陽

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

竹
内

　
理

恵
　

氏
（
A

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
A

）
　

藍
寿

苑
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
三

好
　

み
ゆ

き
　

氏
（
A

）
　

徳
島

市
医

師
会

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

　
荻

田
　

靖
子

　
氏

（
B

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
応

援
隊

　
川

野
　

公
江

　
氏

（
B

）
　

あ
い

愛
介

護
相

談
室

　
黒

田
　

玲
子

　
氏

（
B

）
　

徳
島

県
看

護
協

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

徳
島

　
橋

本
　

美
香

　
氏

（
B

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
B

）
　

2 2

− 70 −



事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
専専

門門
研研

修修
○

認
知

症
に

関
す

る
事

例
【【
４４

日日
目目

】】

（（
専専

門門
研研

修修
課課

程程
ⅡⅡ

））
○

状
態

に
応

じ
た

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
（
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

や
施

設
サ

ー
ビ

ス
等

）
の

（
A

日
程

）

   活
用

に
関

す
る

事
例

令
和

4
年

9
月

2
4
日

（
B

日
程

）

令
和

4
年

9
月

2
5
日

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
更更

新新
研研

修修
※

上
記

1
・
2
と

同
様

※
上

記
1
・
2
と

同
様

（
更

新
研

修
課

程
Ⅰ

）
　

　
  4

5
名（
更

新
研

修
課

程
Ⅱ

）
　

 　
2
1
1

名
合

計
：
2
5
6
名

【 【
第第

１１
回回

】】
（
A

日
程

）

○
自

立
支

援
の

た
め

の
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

基
本

令
和

4
年

1
2
月

1
9
日

（
B

日
程

）

　
四

国
大

学
短

期
大

学
部

　
人

間
健

康
科

介
護

福
祉

専
攻

　
教

授
　

津
田

　
祐

子
　

氏
令

和
4
年

1
2
月

2
0
日

【 【
第第

２２
回回

】】
（
A

日
程

）

○
相

談
援

助
の

専
門

職
と

し
て

の
基

本
姿

勢
及

び
相

談
援

助
技

術
の

基
礎

令
和

4
年

1
2
月

2
6
日

7
7
名

（
B

日
程

）

　
四

国
学

院
大

学
　

名
誉

教
授

　
島

影
　

俊
英

　
氏

令
和

4
年

1
2
月

2
7
日

　
独

立
行

政
法

人
徳

島
県

鳴
門

病
院

　
医

療
福

祉
相

談
室

　
郡

　
章

人
　

氏

【 【
第第

３３
回回

】】
（
A

日
程

）

○
利

用
者

、
多

く
の

種
類

の
専

門
職

等
へ

の
説

明
及

び
合

意
令

和
5
年

1
月

5
日

○
受

付
及

び
相

談
並

び
に

契
約

（
B

日
程

）

令
和

5
年

1
月

6
日

（
メ

イ
ン

）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

ゆ
い

ま
ー

る
　

位
頭

　
薫

　
氏

（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
井

上
　

富
久

美
　

氏
（
B

）
　

医
療

法
人

芳
越

会
　

介
護

施
設

事
業

部
　

伊
庭

　
利

光
　

氏
（
A

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
Ｂ

）

【 【
第第

４４
回回

】】
（
A

日
程

）

○
ア

セ
ス

メ
ン

ト
及

び
ニ

ー
ズ

の
把

握
の

方
法

令
和

5
年

1
月

1
1
日

（
B

日
程

）

（
メ

イ
ン

）
令

和
5
年

1
月

1
2
日

　
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

ゆ
い

ま
ー

る
　

位
頭

　
薫

　
氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

4 4 33

令
和

4
年

度
徳

島
県

介
護

支
援

専
門

員
実

務
研

修
受

講
試

験
合

格
者

、
徳

島
県

介
護

支
援

専
門

員
実

務
研

修
受

講
試

験
合

格
者

で
本

研
修

を
未

受
講

者

（
メ

イ
ン

）
　

社
会

福
祉

法
人

白
寿

会
　

白
寿

会
西

部
　

　
中

東
　

勢
治

　
氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
A

日
程

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏
（
A

・
B

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
井

上
　

富
久

美
　

氏
（
A

）
　

健
生

か
が

や
き

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

　
入

江
　

正
浩

　
氏

（
A

・
B

）
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

て
ら

さ
わ

　
奥

村
　

滋
子

　
氏

（
A

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
応

援
隊

　
川

野
　

公
江

　
氏

（
A

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
A

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
A

・
B

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
大

神
子

　
松

本
　

隆
子

　
氏

（
A

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
A

）
　

徳
島

県
看

護
協

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

徳
島

　
石

田
　

直
子

　
氏

（
B

）
　

あ
い

愛
介

護
相

談
室

　
黒

田
　

玲
子

　
氏

（
B

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
B

）
　

那
賀

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

湯
浅

　
雅

志
　

氏
（
B

）

介
護

支
援

専
門

員
と

し
て

、
実

務
に

従
事

し
て

い
る

者
又

は
従

事
し

て
い

た
経

験
の

あ
る

者
で

、
介

護
支

援
専

門
員

証
の

更
新

を
希

望
す

る
者

で
あ

り
、

介
護

支
援

専
門

員
証

の
有

効
期

間
が

今
年

度
満

了
す

る
者

介 介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
実実

務務
研研

修修

　
健

祥
会

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
　

浅
井

　
一

枝
　

氏
（
Ｂ

）
　

平
成

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

　
大

森
　

匡
美

　
氏

（
Ａ

）
　

有
限

会
社

マ
ン

ナ
　

在
宅

支
援

ミ
ル

ト
ス

　
中

川
　

陽
子

　
氏

（
Ａ

）
　

昴
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
光

田
　

奈
津

子
　

氏
（
Ｂ

）

2 2
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事事
　　
業業

　　
名名

実実
　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

【【
第第

５５
回回

】】
（
A
日
程
）

○
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
等
の
作
成

令
和
5
年
1
月
1
4
日

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
1
月
1
7
日

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
大
神
子
　
松
本
　
隆
子
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

６６
回回

】】
（
A
日
程
）

○
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
意
義
及
び
進
め
方

令
和
5
年
1
月
2
1
日

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
1
月
2
2
日

　
鳴
門
市
役
所
　
健
康
福
祉
部
長
寿
介
護
課
　
中
　
健
太
郎
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

７７
回回

】】
（
A
日
程
）

○
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及
び
評
価

令
和
5
年
1
月
2
5
日

○
介
護
支
援
専
門
員
に
求
め
ら
れ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
チ
ー
ム
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

（
B
日

程
）

令
和
5
年
1
月
2
6
日

（
メ
イ
ン
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
ゆ
い
ま
ー
る
　
位
頭
　
薫
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

８８
回回

】】
（
A
日
程
）

○
基
礎
理
解

令
和
5
年
3
月
2
日
午
前

（
B
日

程
）

　
医
療
法
人
新
心
会
　
老
人
保
健
施
設
悠
心
館
　
山
本
　
あ
け
み
　
氏

令
和
5
年
3
月
2
日
午
後

44

　
徳
島
県
看
護
協
会
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
徳
島
　
石
田
　
直
子
　
氏
（
Ａ
，

Ｂ
）

　
健
生
か
が
や
き
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
入
江
　
正
浩
　
氏
（
Ｂ
）

　
平
成
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
大
森
　
匡
美
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
生
涯
現
役
応
援
隊
　
川
野
　
公
江
　
氏
（
Ａ
）

　
す
だ
ち
の
園

指
定

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
　
河

野
　
竹

美
　
氏

（
Ｂ
）

　
ど
な
り
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
岸

田
　
委

子
　
氏

（
Ｂ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
あ
い
愛
介
護
相
談
室
　
黒
田
　
玲
子
　
氏
（
Ａ
）

　
小
松
島
市
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
す
だ
ち
　
佐
藤
　
良
江
　
氏
（
Ｂ
）

　
徳
島
市
医
師
会
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
　
東
條
　
喜
代
美
　
氏
（
Ａ
）

　
東
み
よ
し
町
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
　
土
井
　
智
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
有
限
会
社
マ
ン
ナ
　
在
宅
支
援
ミ
ル
ト
ス
　
中
川
　
陽
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
徳
島
　
橋
本
　
美
香
　
氏
（
Ａ
）

那
賀
町
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

湯
浅

雅
志

氏
（
Ａ
）

　
合
同
会
社
は
ち
ど
り
　
荒
岡
　
晶
子
　
氏
（
Ａ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
位

頭
　
薫

　
氏

（
Ｂ
）

　
心
和
会
　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
悠
和
　
大
西
　
充
記
　
氏
（
Ａ
）

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
て
ら
さ
わ
　
奥
村
　
滋
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
応
援
隊
　
川
野
　
公
江
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
あ
い
愛
介
護
相
談
室
　
黒
田
　
玲
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
ど
り
ー

ま
ぁ
サ
ー

ビ
ス
　
福

本
　
誠

司
　
氏

（
Ｂ
）

　
清
水
内
科
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
湯
本
　
泉
　
氏
（
Ａ
）

　
合
同
会
社
は
ち
ど
り
　
荒
岡
　
晶
子
　
氏
（
Ａ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
井

上
　
富

久
美

　
氏

（
Ａ
，
Ｂ
）

　
平
成
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
大
森
　
匡
美
　
氏
（
Ａ
）

　
す
だ
ち
の
園
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業

所
　
河
野
　
竹
美
　
氏
（
Ａ
）

　
ど
な
り
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
岸
田
　
委
子
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
あ
い
愛
介
護
相
談
室
　
黒
田
　
玲
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
椛
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
四
宮
　
明
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
在

宅
支

援
ミ
ル
ト
ス
　
中

川
　
陽

子
　
氏

（
Ｂ
）

　
昴
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
光
田
　
奈
津
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
宮

繁
　
知

華
子

　
氏

（
Ａ
，
Ｂ
）

　
藍
寿
苑
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
三
好
　
み
ゆ
き
　
氏
（
Ａ
）

介 介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
実実

務務
研研

修修
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事事
　　
業業

　　
名名

実実
　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

【【
第第

９９
回回

】】
（
A
日
程
）

○
脳
血
管
疾
患
に
関
す
る
事
例

令
和
5
年
3
月
3
日

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
3
月
4
日

　
徳
島
県
看
護
協
会
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
徳
島
　
橋
本
　
美
香
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

１１
００
回回

】】
（
A
日
程
）

○
実
習
振
り
返
り

令
和
5
年
3
月
8
日
午
前

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
3
月
8
日
午
後

　
徳
島
市
医
師
会
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
　
東
條
　
喜
代
美
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

１１
１１
回回

】】
（
A
日
程
）

○
認

知
症

に
関

す
る
事

例
令

和
5
年

3
月

1
0
日

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
3
月
1
1
日

　
徳
島
市
医
師
会
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
　
荻
田
　
靖
子
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

【 【
第第

１１
２２
回回

】】
（
A
日
程
）

○
筋
骨
格
系
疾
患
及
び
廃
用
症
候
群
に
関
す
る
事
例

令
和
5
年
3
月
1
2
日

（
B
日

程
）

（
メ
イ
ン
）

令
和
5
年
3
月
1
5
日

　
医
療
法
人
平
成
博
愛
会
　
博
愛
記
念
病
院
　
黒
田
　
景
子
　
氏

（
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

タ
ー

）

　
健
祥
会
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
　
浅
井
　
一
枝
　
氏
（
Ｂ
）

　
合
同
会
社
は
ち
ど
り
　
荒
岡
　
晶
子
　
氏
（
Ａ
）

　
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
徳
島
　
石
田
　
直
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
位

頭
　
薫

　
氏

（
Ｂ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
ゆ
い
ま
ー
る
　
井
上
　
富
久
美
　
氏
（
Ａ
）

　
平
成
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
大
森
　
匡
美
　
氏
（
Ａ
）

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
て
ら
さ
わ
　
奥
村
　
滋
子
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
応
援
隊
　
川
野
　
公
江
　
氏
（
Ｂ
）

　
す
だ
ち
の
園
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業

所
　
河
野
　
竹
美
　
氏
（
Ａ
）

　
ど
な
り
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
岸
田
　
委
子
　
氏
（
Ａ
）

　
徳
島
市
医
師
会
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
　
佐
藤
　
香
織
　
氏
（
Ｂ
）

　
椛
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
四
宮
　
明
子
　
氏
（
Ａ
）

　
介
護
支
援
相
談
室
え
く
ぼ
　
忠
津
　
美
佐
江
　
氏
（
Ｂ
）

　
有
限
会
社
マ
ン
ナ
　
在
宅
支
援
ミ
ル
ト
ス
　
中
川
　
陽
子
　
氏
（
Ａ
，
Ｂ
）

　
オ
レ
ン
ジ
荘
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
新
居
　
真
佐
子
　
氏
（
Ａ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
ゆ
い
ま
ー
る
　
宮
繁
　
知
華
子
　
氏
（
Ａ
）

　
那
賀
町
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
　
湯
浅
　
雅
志
　
氏
（
Ｂ
）

　
健
祥
会
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー
　
浅
井
　
一
枝
　
氏
（
Ｂ
）

　
合
同
会
社
は
ち
ど
り
　
荒
岡
　
晶
子
　
氏
（
Ａ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
位

頭
　
薫

　
氏

（
Ｂ
）

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
て
ら
さ
わ
　
奥
村
　
滋
子
　
氏
（
Ａ
）

　
す
だ
ち
の
園
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業

所
　
河
野
　
竹
美
　
氏
（
Ａ
）

　
有
限
会
社
マ
ン
ナ
　
在
宅
支
援
ミ
ル
ト
ス
　
中
川
　
陽
子
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
岩
城
ク
リ
ニ
ッ
ク
　
仁
木
　
康
統
　
氏
（
Ａ
）

　
オ
レ
ン
ジ
荘
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
　
　
樋
本
　
由
美
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
社
会
福
祉
法
人
光
風
会
　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
ま
も
も
荘
　
古
川
　
玲
子
　
氏
（
Ａ
）

　
鳴
門
市
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
ひ
だ
ま
り
　
松
畠
　
栄
作
　
氏
（
Ａ
）

　
板
野
郡
医
師
会
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
藍
住
　
矢
野
　
友
美
　
氏
（
Ｂ
）

　
那
賀
町
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
　
湯
浅
　
雅
志
　
氏
（
Ｂ
）

　
合

同
会

社
は
ち
ど
り
　
荒

岡
　
晶

子
　
氏

（
Ｂ
）

　
ケ
ア
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー

ゆ
い
ま
ー

る
　
位

頭
　
薫

　
氏

（
Ｂ
）

　
医
療
法
人
芳
越
会
　
介
護
施
設
事
業
部
　
伊
庭
　
利
光
　
氏
（
Ａ
，
Ｂ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
応
援
隊
　
川
野
　
公
江
　
氏
（
Ａ
）

　
吉
野
川
市
医
師
会
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
北
谷
　
和
子
　
氏
（
Ａ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
あ
い
愛
介
護
相
談
室
　
黒
田
　
玲
子
　
氏
（
Ａ
）

　
有
限
会
社
マ
ン
ナ
　
在
宅
支
援
ミ
ル
ト
ス
　
中
川
　
陽
子
　
氏
（
Ｂ
）

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
岩
城
ク
リ
ニ
ッ
ク
　
仁
木
　
康
統
　
氏
（
Ｂ
）

　
ど
り
ー
ま
ぁ
サ
ー
ビ
ス
　
福
本
　
誠
司
　
氏
（
Ａ
）

　
鳴
門
市
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
ひ
だ
ま
り
　
松
畠
　
栄
作
　
氏
（
Ａ
）

　
清
水
内
科
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
　
湯
本
　
泉
　
氏
（
Ｂ
）

4 4

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
実実

務務
研研

修修

　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
あ
い
愛
介
護
相
談
室
　
黒
田
　
玲
子
　
氏
（
Ａ
，
Ｂ
）
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

【【
第第

１１
３３

回回
】】

（
A

日
程

）

令
和

5
年

3
月

1
6
日

（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

1
8
日

（
メ

イ
ン

）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

【 【
第第

１１
４４

回回
】】

（
A

日
程

）

○
看

取
り

に
関

す
る

事
例

令
和

5
年

3
月

2
2
日

（
B

日
程

）

（
メ

イ
ン

）
令

和
5
年

3
月

2
4
日

　
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

ゆ
い

ま
ー

る
　

位
頭

　
薫

　
氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

【 【
第第

１１
５５

回回
】】

（
A

日
程

）

○
ア

セ
ス

メ
ン

ト
及

び
居

宅
サ

ー
ビ

ス
計

画
等

作
成

の
総

合
演

習
令

和
5
年

3
月

2
5
日

○
研

修
全

体
を

振
り

返
っ

て
の

意
見

交
換

、
講

評
及

び
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

作
り

（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

2
6
日

（
メ

イ
ン

）

　
社

会
福

祉
法

人
白

寿
会

　
白

寿
会

西
部

　
　

中
東

　
勢

治
　

氏

（
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
）

　
ケ

ア
プ

ラ
ン

セ
ン

タ
ー

ゆ
い

ま
ー

る
　

井
上

　
富

久
美

　
氏

（
Ａ

）
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

て
ら

さ
わ

　
奥

村
　

滋
子

　
氏

（
Ａ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
応

援
隊

　
川

野
　

公
江

　
氏

（
Ｂ

）
　

す
だ

ち
の

園
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
河

野
　

竹
美

　
氏

（
Ａ

）
　

ど
な

り
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
岸

田
　

委
子

　
氏

（
Ａ

）
　

吉
野

川
市

医
師

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
北

谷
　

和
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
あ

い
愛

介
護

相
談

室
　

黒
田

　
玲

子
　

氏
（
Ｂ

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
Ａ

）
　

有
限

会
社

マ
ン

ナ
　

在
宅

支
援

ミ
ル

ト
ス

　
中

川
　

陽
子

　
氏

（
Ａ

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
Ｂ

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
Ａ

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
Ｂ

）

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
Ａ

）
　

心
和

会
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

悠
和

　
大

西
　

充
記

　
氏

（
Ａ

）
　

平
成

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

　
大

森
　

匡
美

　
氏

（
Ａ

）
　

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

て
ら

さ
わ

　
奥

村
　

滋
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

ど
な

り
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
岸

田
　

委
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

吉
野

川
市

医
師

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
北

谷
　

和
子

　
氏

（
Ａ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
あ

い
愛

介
護

相
談

室
　

黒
田

　
玲

子
　

氏
（
Ａ

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
Ａ

）
　

海
陽

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

竹
内

　
理

恵
　

氏
（
Ｂ

）
　

介
護

支
援

相
談

室
え

く
ぼ

　
忠

津
　

美
佐

江
　

氏
（
Ｂ

）
　

有
限

会
社

マ
ン

ナ
　

在
宅

支
援

ミ
ル

ト
ス

　
中

川
　

陽
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

鳴
門

市
基

幹
型

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

　
細

国
　

和
子

　
氏

（
Ａ

）
　

昴
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
光

田
　

奈
津

子
　

氏
（
Ａ

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
Ａ

）

4 4

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
実実

務務
研研

修修

　
合

同
会

社
は

ち
ど

り
　

荒
岡

　
晶

子
　

氏
（
Ａ

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
位

頭
　

薫
　

氏
（
Ａ

，
Ｂ

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
井

上
　

富
久

美
　

氏
（
Ａ

）
　

徳
島

市
医

師
会

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

　
荻

田
　

靖
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
応

援
隊

　
川

野
　

公
江

　
氏

（
Ａ

）
　

吉
野

川
市

医
師

会
指

定
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
北

谷
　

和
子

　
氏

（
Ｂ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
あ

い
愛

介
護

相
談

室
　

黒
田

　
玲

子
　

氏
（
Ｂ

）
　

椛
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

　
四

宮
　

明
子

　
氏

（
Ａ

）
　

東
み

よ
し

町
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
　

土
井

　
智

子
　

氏
（
Ａ

）
　

鳴
門

市
役

所
　

健
康

福
祉

部
長

寿
介

護
課

　
中

　
健

太
郎

　
氏

（
Ａ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
岩

城
ク

リ
ニ

ッ
ク

　
仁

木
　

康
統

　
氏

（
Ａ

）
　

ど
り

ー
ま

ぁ
サ

ー
ビ

ス
　

福
本

　
誠

司
　

氏
（
Ａ

，
Ｂ

）
　

鳴
門

市
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
ひ

だ
ま

り
　

松
畠

　
栄

作
　

氏
（
Ｂ

）
　

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
大

神
子

　
松

本
　

隆
子

　
氏

（
Ａ

）
　

ケ
ア

プ
ラ

ン
セ

ン
タ

ー
ゆ

い
ま

ー
る

　
宮

繁
　

知
華

子
　

氏
（
Ａ

）

○
内

臓
の

機
能

不
全

(糖
尿

病
、

高
血

圧
、

脂
質

異
常

症
、

心
疾

患
、

呼
吸

器
疾

患
、

腎
臓

病
、

肝
臓

病
等

) に
関

す
る

事
例
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事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

【【
第第

１１
回回

】】
（
A

日
程

）

○
自

立
支

援
の

た
め

の
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

基
本

令
和

4
年

1
2
月

1
9
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
回

と
同

様
）

（
B

日
程

）

令
和

4
年

1
2
月

2
0
日

【 【
第第

２２
回回

】】
（
A

日
程

）

○
介

護
支

援
専

門
員

に
求

め
ら

れ
る

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
（
チ

ー
ム

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
）

令
和

5
年

1
月

2
5
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

７
回

と
同

様
）

（
B

日
程

）
9
4
名

令
和

5
年

1
月

2
6
日

【 【
第第

３３
回回

】】
（
A

日
程

）

○
基

礎
理

解
令

和
5
年

3
月

2
日

午
前

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

８
回

と
同

様
）

（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

2
日

午
後

【 【
第第

４４
回回

】】
（
A

日
程

）

○
脳

血
管

疾
患

に
関

す
る

事
例

令
和

5
年

3
月

3
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

９
回

と
同

様
）

（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

4
日

【 【
第第

５５
回回

】】
（
A

日
程

）

○
認

知
症

に
関

す
る

事
例

令
和

5
年

3
月

1
0
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
１

回
と

同
様

）
（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

1
1
日

【 【
第第

６６
回回

】】
（
A

日
程

）

○
筋

骨
格

系
疾

患
及

び
廃

用
症

候
群

に
関

す
る

事
例

令
和

5
年

3
月

1
2
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
２

回
と

同
様

）
（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

1
5
日

【 【
第第

７７
回回

】】
（
A

日
程

）

令
和

5
年

3
月

1
6
日

（
B

日
程

）

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
３

回
と

同
様

）
令

和
5
年

3
月

1
8
日

【 【
第第

８８
回回

】】
（
A

日
程

）

○
看

取
り

に
関

す
る

事
例

令
和

5
年

3
月

2
2
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
４

回
と

同
様

）
（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

2
4
日

【 【
第第

９９
回回

】】
（
A

日
程

）

○
ア

セ
ス

メ
ン

ト
及

び
居

宅
サ

ー
ビ

ス
計

画
等

作
成

の
総

合
演

習
令

和
5
年

3
月

2
5
日

（
介

護
支

援
専

門
員

実
務

研
修

　
第

１
５

回
と

同
様

）
（
B

日
程

）

令
和

5
年

3
月

2
6
日

※
介

護
支

援
専

門
員

実
務

未
経

験
者

更
新

研
修

と
同

様

4
5
名

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
実実

務務
未未

経経
験験

者者
更更

新新
研研

修修

介介
護護

支支
援援

専専
門門

員員
再再

研研
修修

※
介

護
支

援
専

門
員

実
務

未
経

験
者

更
新

研
修

と
同

様

令
和

5
年

3
月

末
に

介
護

支
援

専
門

員
の

有
効

期
限

が
切

れ
る

者
で

、
介

護
支

援
専

門
員

証
の

交
付

を
受

け
て

か
ら

、
介

護
支

援
専

門
員

と
し

て
実

務
に

従
事

し
た

経
験

を
有

し
な

い
者

○
内

臓
の

機
能

不
全

(糖
尿

病
、

高
血

圧
、

脂
質

異
常

症
、

心
疾

患
、

呼
吸

器
疾

患
、

腎
臓

病
、

肝
臓

病
等

) に
関

す
る

事
例

5 5

介
護

支
援

専
門

員
と

し
て

登
録

を
受

け
た

者
で

あ
り

、
登

録
後

5
年

以
上

実
務

に
従

事
し

て
い

な
い

、
ま

た
は

実
務

経
験

は
あ

る
が

、
5
年

以
上

実
務

に
従

事
し

て
い

な
い

者
で

、
今

後
、

新
た

に
介

護
支

援
専

門
員

証
の

交
付

を
受

け
よ

う
と

す
る

者

6 6
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 新
規

求
人

数
4
,0

3
0

3
,8

0
7

3
,8

3
1

 正
職

員
2
,0

4
9

2
,0

4
4

2
,1

0
4

 常
勤

(正
職

員
以

外
)

6
9
3

5
9
7

5
1
9

 非
常

勤
・
パ

ー
ト

1
,2

8
8

1
,1

6
6

1
,2

0
8

 有
効

求
人

数
1
1
,2

1
0

1
1
,1

2
1

1
1
,0

4
5

 新
規

求
人

件
数

2
,0

7
2

2
,0

0
6

2
,0

8
8

 有
効

求
人

件
数

5
,7

4
3

5
,8

1
4

5
,9

9
5

 新
規

求
人

事
業

所
数

1
,1

9
8

1
,2

8
2

1
,2

4
7

 有
効

求
人

事
業

所
数

2
,7

8
1

3
,0

2
0

2
,9

7
5

 有
効

求
職

者
数

7
,9

8
8

7
,9

0
8

7
,7

5
5

 紹
介

数
1
4
2

7
7

4
8

 応
募

数
5

1
1
2

 採
用

数
1
4
8

1
2
7

9
8

 正
職

員
1
0
2

9
6

7
5

 常
勤

(正
職

員
以

外
)

2
0

1
7

4

 非
常

勤
・
パ

ー
ト

2
6

1
4

1
9

徳徳
島島

県県
福福

祉祉
人人

材材
セセ

ンン
タタ

ーー
職職

業業
紹紹

介介
事事

業業
  求求

人人
・・
求求

職職
等等

のの
状状

況況

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度

事事
　　

業業
　　

名名
実実

　　
施施

　　
内内

　　
容容

実実
施施

年年
月月

日日
対対

象象
・・
参参

加加
人人

員員

○
コ

ロ
ナ

時
代

だ
か

ら
こ

そ
考

え
る

、
職

場
の

人
材

育
成

令
和

4
年

1
1
月

2
4
日

　
　

日
本

経
営

グ
ル

ー
プ

 株
式

会
社

ミ
ラ

イ
バ

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

主
任

　
田

中
　

梨
央

　
氏

3
9
名

○
モ

デ
ル

事
業

所
の

実
践

報
告

令
和

4
年

1
1
月

1
4
日

 ・
実

践
報

告
①

　
　

社
会

福
祉

法
人

愛
育

会
　

吉
野

川
育

成
園

　

 ・
実

践
報

告
②

　
　

一
般

社
団

法
人

徳
島

市
医

師
会

ヘ
ル

パ
ー

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

1
8
名

○
ワ

ー
ル

ド
カ

フ
ェ

 （
講

師
）

　
　

と
く

し
ま

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
ら

ぼ
　

代
表

者
　

吉
野

　
哲

一
　

氏

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

理
事

　
　

 中
村

　
加

奈
　

氏

 ・
議

題
①

 ・
議

題
②

職
場

内
研

修
体

系
モ

デ
ル

事
業

所
を

指
定

し
、

助
成

を
行

う
。

-

人
材

育
成

に
関

す
る

相
談

に
乗

る
と

と
も

に
、

職
場

内
研

修
の

実
施

の
サ

ポ
ー

ト
を

行
う

。
随

時

研
修

実
施

件
数

：
3
事

業
所

三
好

市
社

会
福

祉
協

議
会

(有
)メ

デ
ィ

ッ
ク

住
友

(社
福

)清
寿

会

相
談

件
数

：
9
件

※
研

修
実

施
サ

ポ
ー

ト
件

数
含

む

　
　

「
福

祉
の

仕
事

に
と

っ
て

の
や

り
が

い
っ

て
何

で
す

か
？

　
　

　
そ

の
や

り
が

い
を

職
員

は
感

じ
て

い
ま

す
か

？
」

福福
祉祉

・・
介介

護護
人人

材材
ｷｷ
ｬｬ
ﾘﾘ
ｱｱ
ｱｱ
ｯｯ
ﾌﾌ
ﾟ゚研研

修修
支支

援援
事事

業業

(有
)シ

ル
バ

ー
在

宅
介

護
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
宝

田
デ

イ

社
会

福
祉

施
設

及
び

市
町

村
協

の
管

理
者

、
職

場
内

に
お

け
る

人
材

育
成

推
進

の
中

核
者

と
な

る
方

圏 圏
域域

別別
福福

祉祉
・・
介介

護護
事事

業業
所所

連連
携携

強強
化化

研研
修修

事事
業業

多多
職職

種種
交交

流流
セセ

ミミ
ナナ

ーー

出出
前前

型型
研研

修修
支支

援援
事事

業業

44 33

職職
場場

内内
研研

修修
体体

系系
モモ

デデ
ルル

事事
業業

社
会

福
祉

施
設

等
の

職
員

で
職

場
内

研
修

の
担

当
者

　
　

「
や

り
が

い
を

持
っ

て
職

員
が

キ
ラ

キ
ラ

輝
い

て
仕

事
し

て
い

る
職

場
っ

て
　

　
　

ど
ん

な
職

場
で

し
ょ

う
か

？
　

　
　

そ
う

さ
せ

て
い

る
理

由
は

何
で

し
ょ

う
か

？
」

1 1

職職
場場

内内
研研

修修
担担

当当
者者

養養
成成

研研
修修

22
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 新
規

求
人

数
4
,0

3
0

3
,8

0
7

3
,8

3
1

 正
職

員
2
,0

4
9

2
,0

4
4

2
,1

0
4

 常
勤

(正
職

員
以

外
)

6
9
3

5
9
7

5
1
9

 非
常

勤
・
パ

ー
ト

1
,2

8
8

1
,1

6
6

1
,2

0
8

 有
効

求
人

数
1
1
,2

1
0

1
1
,1

2
1

1
1
,0

4
5

 新
規

求
人

件
数

2
,0

7
2

2
,0

0
6

2
,0

8
8

 有
効

求
人

件
数

5
,7

4
3

5
,8

1
4

5
,9

9
5

 新
規

求
人

事
業

所
数

1
,1

9
8

1
,2

8
2

1
,2

4
7

 有
効

求
人

事
業

所
数

2
,7

8
1

3
,0

2
0

2
,9

7
5

 有
効

求
職

者
数

7
,9

8
8

7
,9

0
8

7
,7

5
5

 紹
介

数
1
4
2

7
7

4
8

 応
募

数
5

1
1
2

 採
用

数
1
4
8

1
2
7

9
8

 正
職

員
1
0
2

9
6

7
5

 常
勤

(正
職

員
以

外
)

2
0

1
7

4

 非
常

勤
・
パ

ー
ト

2
6

1
4

1
9

徳徳
島島

県県
福福

祉祉
人人

材材
セセ

ンン
タタ

ーー
職職

業業
紹紹

介介
事事

業業
  求求

人人
・・
求求

職職
等等

のの
状状

況況

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
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①①
  介介

護護
福福

祉祉
士士

等等
修修

学学
資資

金金
貸貸

付付
②②

  介介
護護

福福
祉祉

士士
実実

務務
者者

研研
修修

          受受
講講

資資
金金

貸貸
付付

③③
離離

職職
しし

たた
介介

護護
人人

材材
のの

再再
就就

準準
備備

金金
貸貸

付付

事事業業目目的的

介
護

福
祉

士
養

成
施

設
等

に
在

学
し

、
介

護
福

祉
士

や
社

会
福

祉
士

の
資

格
取

得
を

目
指

す
方

に
対

し
、

修
学

資
金

の
貸

付
を

行
う

。

介
護

福
祉

士
実

務
者

研
修

施
設

に
在

学
し

、
卒

業
後

、
介

護
福

祉
士

資
格

の
取

得
を

目
指

す
方

に
対

し
、

修
学

資
金

の
貸

付
を

行
う

。

離
職

し
た

介
護

人
材

が
介

護
現

場
へ

再
就

職
す

る
場

合
に

，
就

職
準

備
金

の
貸

付
け

を
行

う
。

児
童

養
護

施
設

等
へ

の
入

所
・
退

所
又

は
里

親
等

へ
の

委
託

・
委

託
解

除
さ

れ
た

方
が

、
大

学
等

へ
の

進
学

や
就

職
，

資
格

取
得

す
る

た
め

の
自

立
資

金
の

貸
付

を
行

う
。

貸貸付付額額

月
額

５
万

円
以

内
別

途
、

次
の

加
算

も
可

   ・
入

学
準

備
金

及
び

就
職

準
備

金
     各

２
０

万
円

以
内

　
 ・

国
家

試
験

対
策

費
用

の
４

万
円

以
内

２
０

万
円

以
内

４
０

万
円

以
内

（
１

人
１

回
限

り
）

生
活

支
援

費
　

　
月

額
５

万
円

（
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

る
者

は
 月

額
８

万
円

以
内

）
家

賃
支

援
費

　
　

１
月

の
家

賃
相

当
額

資
格

取
得

費
　

　
２

５
万

円
以

内

交交付付方方法法

６
ヶ

月
毎

一
括

一
括

３
ヶ

月
毎

※
資

格
取

得
費

の
み

一
括

利利息息
無

利
子

無
利

子
無

利
子

無
利

子

免 免除除条条件件

５
年

間
　

介
護

福
祉

士
等

の
業

務
に

従
事

国
家

試
験

合
格

後
、

２
年

間
　

介
護

福
祉

士
等

の
業

務
に

従
事

２
年

間
　

介
護

職
員

等
の

業
務

に
従

事
５

年
間

　
継

続
し

て
就

労
※

資
格

取
得

費
、

２
年

間
継

続
し

た
就

労

開開
始始

年年
度度

((貸貸
付付

年年
度度

))
平

成
２

０
年

度
（
H

2
1
年

度
）

平
成

２
３

年
度

（
H

2
4
年

度
）

平
成

2
8
年

度
（
H

2
8
年

度
）

平
成

2
8
年

度
（
H

2
8
年

度
）

R
4
年

度
  決

定
者

：
　

１
９

名
             決

定
額

：
　

2
5
,1

1
0
,0

0
0
円

　
 （

内
　

社
会

福
祉

士
 ３

名
1
,1

5
0
,0

0
0

円
）

R
4
年

度
　

決
定

者
：
　

２
４

名
              決

定
額

：
　

4
,0

5
0
,0

0
0
円

R
４

年
度

　
決

定
者

：
　

２
名

              決
定

額
：
　

7
5
0
,0

0
0
円

R
４

年
度

 決
定

者
：
６

名
             決

定
額

：
9
,1

0
2
,0

0
0
円

R
3
年

度
   決

定
者

：
　

２
０

名
             決

定
額

：
　

3
1
,6

8
0
,0

0
0
円

　
 （

社
会

福
祉

士
 ０

名
 0

円
）

R
3
年

度
　

 決
定

者
：
　

２
６

名
              決

定
額

：
　

4
,1

5
6
,0

0
0
円

R
3
年

度
　

 決
定

者
：
　

３
名

              決
定

額
：
　

1
,1

9
0
,0

0
0
円

R
3
年

度
　

決
定

者
：
８

名
             決

定
額

：
1
0
,7

7
0
,0

0
0
円

R
2
年

度
   決

定
者

：
　

1
4
名

             決
定

額
：
　

2
0
,1

8
0
,0

0
0
円

　
 （

社
会

福
祉

士
3
名

 2
,5

8
0
,0

0
0
円

）

R
2
年

度
　

 決
定

者
：
　

4
5
名

              決
定

額
：
　

7
,5

6
7
,7

0
0
円

R
2
年

度
　

 決
定

者
：
　

4
名

              決
定

額
：
　

1
,2

2
4
,0

0
0
円

R
２

年
度

　
決

定
者

：
 2

0
名

             決
定

額
：
2
0
,1

8
4
,2

4
0
円

R
1
年

度
   決

定
者

：
　

1
1
名

             決
定

額
：
　

1
7
,4

4
0
,0

0
0
円

R
1
年

度
　

 決
定

者
：
　

6
7
名

              決
定

額
：
　

1
2
,0

3
8
,0

0
0
円

R
1
年

度
　

 決
定

者
：
　

1
名

              決
定

額
：
　

2
0
0
,0

0
0
円

R
1
年

度
　

 決
定

者
：
 6

名
             決

定
額

：
　

9
,6

3
4
,0

0
0
円

H
3
0
年

度
　

決
定

者
：
　

1
7
名

              決
定

額
：
　

2
5
,7

3
0
,0

0
0
円

　
　

（
社

会
福

祉
士

1
名

 3
0
0
,0

0
0
円

）

H
3
0
年

度
　

決
定

者
：
　

6
1
名

              決
定

額
：
　

1
2
,0

8
3
,8

6
8
円

H
3
0
年

度
　

決
定

者
：
　

0
名

　
　

　
　

 　
　

決
定

額
：
　

0
円

H
3
0
年

度
　

決
定

者
：
　

７
名

             決
定

額
：
　

7
,7

2
2
,0

0
0
円

H
2
9
年

度
　

決
定

者
：
　

5
名

　
　

　
　

 　
　

決
定

額
：
　

7
,8

0
0
,0

0
0
円

H
2
9
年

度
　

決
定

者
：
　

3
3
名

　
　

　
　

 　
　

決
定

額
：
　

6
,4

9
0
,0

0
0
円

H
2
9
年

度
　

決
定

者
：
　

0
名

　
　

　
　

 　
　

決
定

額
：
　

0
円

H
2
9
年

度
　

決
定

者
：
　

3
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

 1
,6

4
8
,0

0
0
円

           (内
　

H
2
8
決

定
者

へ
の

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
追

加
決

定
　

2
名

）

H
2
8
年

度
　

決
定

者
：
　

1
5
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

2
2
.2

0
0
,0

0
0
円

　
　

 （
社

会
福

祉
士

1
名

 4
5
0
,0

0
0
円

）

H
2
8
年

度
　

決
定

者
：
　

5
2
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

1
0
,2

0
8
,9

8
6
円

H
2
8
年

度
　

決
定

者
：
　

0
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

0
円

H
2
8
年

度
　

決
定

者
：
　

8
名

H
2
8
年

度
　

決
定

額
：
　

1
0
,2

2
0
,0

0
0
円

H
2
7
年

度
　

決
定

者
：
　

9
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

1
4
,4

0
0
,0

0
0
円

H
2
7
年

度
　

決
定

者
：
　

4
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

6
7
7
,1

2
0
円

H
2
6
年

度
　

決
定

者
：
　

1
3
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

2
0
,8

0
0
,0

0
0
円

H
2
6
年

度
　

決
定

者
：
　

0
名

　
　

　
　

　
　

　
決

定
額

：
　

0
円

自自
立立

支支
援援

資資
金金

、、
修修

学学
資資

金金
等等

貸貸
付付

事事
業業

名名称称

介介
護護

福福
祉祉

士士
修修

学学
資資

金金
等等

貸貸
付付

事事
業業

児児
童童

養養
護護

施施
設設

退退
所所

者者
なな

どど
にに

対対
すす

るる
自自

立立
支支

援援
資資

金金
貸貸

付付
事事

業業

実実績績
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➀➀
保保

育育
士士

修修
学学

資資
金金

貸貸
付付

②②
保保

育育
補補

助助
者者

雇雇
上上

費費
貸貸

付付
③③

保保
育育

士士
就就

職職
準準

備備
金金

貸貸
付付

④④
未未

就就
学学

児児
をを

持持
つつ

保保
育育

士士
のの

子子
どど

もも
のの

預預
かか

りり
支支

援援
事事

業業
利利

用用
料料

金金
のの

一一
部部

貸貸
付付

事事
業業

⑤⑤
未未

就就
学学

児児
をを

持持
つつ

保保
育育

士士
にに

対対
すす

るる
保保

育育
料料

のの
一一

部部
貸貸

付付
事事

業業

事事業業目目的的

保
育

士
養

成
施

設
等

に
在

学
し

，
保

育
士

資
格

の
取

得
を

目
指

す
方

に
対

し
，

修
学

資
金

の
貸

付
け

を
行

う
。

保
育

士
資

格
を

持
た

ず
に

保
育

所
等

で
勤

務
す

る
保

育
補

助
者

を
雇

用
す

る
事

業
者

に
対

し
，

そ
の

人
件

費
等

の
必

要
な

費
用

の
貸

付
け

を
行

う
。

保
育

士
資

格
を

持
つ

方
等

が
，

保
育

現
場

へ
就

職
す

る
場

合
に

，
就

職
準

備
金

の
貸

付
け

を
行

う
。

保
育

園
等

に
勤

務
す

る
未

就
学

児
の

い
る

保
育

士
に

対
し

、
フ

ァ
ミ

リ
ー

･サ
ポ

ー
ト

・セ
ン

タ
ー

事
業

等
の

利
用

料
金

の
一

部
に

つ
い

て
貸

付
け

を
行

う
。

未
就

学
児

を
持

つ
保

育
士

が
保

育
所

等
に

再
就

職
す

る
場

合
や

、
産

後
休

暇
又

は
育

児
休

業
か

ら
復

帰
す

る
際

、
保

育
料

の
一

部
貸

付
け

を
行

う
。

貸 貸付付額額

月
額

５
万

円
以

内
別

途
、

次
の

加
算

も
可

   ・
入

学
準

備
金

及
び

就
職

準
備

金
　

　
 各

２
０

万
円

以
内

年
額

２
，

９
５

３
，

０
０

０
円

以
内

（
上

限
３

年
）

４
０

万
円

以
内

（
１

人
１

回
限

り
）

フ
ァ

ミ
リ

ー
・サ

ポ
ー

ト
・セ

ン
タ

ー
事

業
や

ベ
ビ

ー
シ

ッ
タ

ー
派

遣
事

業
を

利
用

す
る

際
の

利
用

料
の

半
額

（
年

額
1
2
3
,0

0
0
園

以
内

）

１
ケ

月
あ

た
り

の
保

育
料

の
半

額（
１

年
間

を
限

度
）

（
月

額
2
7
,0

0
0
円

以
内

）

交 交付付方方法法

３
ヶ

月
毎

３
ヶ

月
毎

一
括

年
２

回
に

分
割

一
括

利利息息
無

利
子

無
利

子
無

利
子

無
利

子
無

利
子

免 免除除条条件件

5
年

間
 児

童
保

護
等

の
業

務
に

従
事

・
貸

付
期

間
内

に
保

育
士

資
格

取
得

し
た

場
合

・
貸

付
終

了
後

１
年

以
内

に
保

育
士

資
格

の
 取

得
が

見
込

ま
れ

る
場

合

２
年

間
　

児
童

保
護

等
の

業
務

に
従

事
２

年
間

　
児

童
保

護
等

の
業

務
に

従
事

２
年

間
　

児
童

保
護

等
の

業
務

に
従

事

開開
始始

年年
度度

((貸貸
付付

年年
度度

))

平
成

2
8
年

度
（
H

2
8
年

度
）

平
成

2
8
年

度
（
H

2
8
年

度
）

平
成

2
8
年

度
（
H

2
8
年

度
）

平
成

2
9
年

度
（
H

2
9
年

度
）

令
和

2
年

度
（
R

2
年

度
）

R
４

年
度

    決
定

者
：
　

5
4
名

    決
定

額
：
　

8
4
,0

0
0
,0

0
0
円

R
４

年
度

 　
決

定
者

：
　

2
名

   決
定

額
：
　

1
6
,8

5
7
,0

0
0
円

R
４

年
度

　
 決

定
者

：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

R
４

年
度

 　
決

定
者

：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

R
４

年
度

 　
決

定
者

：
　

2
名

   決
定

額
：
　

4
5
6
,0

0
0
円

R
3
年

度
    決

定
者

：
　

4
1
名

    決
定

額
：
　

5
9
,0

0
0
,0

0
0
円

R
3
年

度
 　

決
定

者
：
　

１
名

   決
定

額
：
　

3
,4

9
6
,0

0
0
円

R
3
年

度
　

 決
定

者
：
　

２
名

   決
定

額
：
　

2
8
7
,0

3
1
円

R
3
年

度
 　

決
定

者
：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

R
3
年

度
 　

決
定

者
：
　

４
名

   決
定

額
：
　

9
3
6
,0

0
0
円

R
2
年

度
    決

定
者

：
　

3
3
名

    決
定

額
：
　

4
3
,7

5
0
,0

0
0
円

R
2
年

度
 　

決
定

者
：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

R
2
年

度
　

 決
定

者
：
　

1
名

   決
定

額
：
　

2
7
,3

3
5
円

R
2
年

度
 　

決
定

者
：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

R
2
年

度
 　

決
定

者
：
　

3
名

   決
定

額
：
　

6
1
2
,0

0
0
円

R
1
年

度
 　

決
定

者
：
　

4
4
名

   決
定

額
：
　

6
1
,6

0
0
,0

0
0
円

R
1
年

度
 　

決
定

者
：
　

2
名

   決
定

額
：
　

6
,2

9
7
,0

0
0
円

R
1
年

度
 　

決
定

者
：
　

2
名

   決
定

額
：
1
4
7
,2

7
0
円

R
1
年

度
 　

決
定

者
：
　

0
名

   決
定

額
：
　

0
円

H
3
0
年

度
　

決
定

者
：
　

5
5
名

　
決

定
額

：
　

7
7
,4

0
0
,0

0
0
円

H
3
0
年

度
    決

定
者

：
　

2
名

　
　

決
定

額
：
　

7
,5

8
4
,0

0
0
円

H
3
0
年

度
 　

決
定

者
：
　

3
名

　
 決

定
額

：
　

2
9
1
,7

0
1
円

H
3
0
年

度
 　

決
定

者
：
　

1
名

　
 決

定
額

：
　

2
4
6
,0

0
0
円

H
2
9
年

度
　

決
定

者
：
　

4
0
名

　
決

定
額

：
　

5
4
,4

0
0
,0

0
0
円

H
2
9
年

度
　

 決
定

者
：
　

2
名

　
 決

定
額

：
　

1
1
,1

4
0
,2

2
9
円

H
2
9
年

度
 　

決
定

者
：
　

3
名

　
 決

定
額

：
　

4
7
3
,2

6
2
円

H
2
9
年

度
  　

決
定

者
：
　

0
名

　
　

決
定

額
：
　

0
円

H
2
8
年

度
 　

決
定

者
：
　

5
1
名

H
2
決

定
額

：
　

5
5
,5

0
0
,0

0
0
円

H
2
8
年

度
 　

決
定

者
：
　

1
名

 　
決

定
額

：
　

7
,9

9
1
,8

1
6
円

H
2
8
年

度
    決

定
者

：
　

1
名

H
2
決

定
額

：
　

2
0
0
,0

0
0
円

名名称称

保保
育育

士士
修修

学学
資資

金金
貸貸

付付
等等

事事
業業

実実績績

− 79 −



事事業業目目的的

福
祉

系
高

校
に

在
学

し
、

介
護

福
祉

士
資

格
の

取
得

を
目

指
し

、
将

来
、

県
内

の
居

宅
サ

ー
ビ

ス
等

を
実

施
す

る
施

設
等

に
お

い
て

、
介

護
福

祉
士

と
し

て
働

こ
う

と
し

て
い

る
者

に
対

し
て

必
要

な
資

金
の

貸
付

を
行

う
。

幅
広

く
新

た
な

介
護

人
材

を
確

保
す

る
観

点
か

ら
、

他
業

種
で

働
い

て
い

た
方

等
の

介
護

分
野

に
お

け
る

介
護

職
と

し
て

の
参

入
を

促
進

す
る

た
め

、
就

職
の

際
に

必
要

な
経

費
に

係
る

支
援

金
の

貸
付

を
行

う
。

幅
広

く
新

た
な

介
護

人
材

を
確

保
す

る
観

点
か

ら
、

他
業

種
で

働
い

て
い

た
方

等
の

障
害

福
祉

分
野

に
お

け
る

障
害

福
祉

職
員

と
し

て
の

参
入

を
促

進
す

る
た

め
、

就
職

の
際

に
必

要
な

経
費

に
係

る
支

援
金

の
貸

付
を

行
う

。

福
祉

系
高

校
修

学
資

金
を

借
り

た
者

が
、

福
祉

系
高

校
を

卒
業

し
た

日
か

ら
１

年
以

内
に

介
護

福
祉

士
の

登
録

を
行

っ
た

が
、

修
学

資
金

免
除

対
象

業
務

に
従

事
せ

ず
、

充
当

資
金

返
還

免
除

対
象

業
務

に
従

事
し

た
場

合
、

福
祉

系
高

校
修

学
資

金
を

立
て

替
え

て
、

福
祉

系
高

校
修

学
資

金
返

還
充

当
金

に
移

行
し

た
貸

付
を

行
う

。

貸 貸付付額額

年
額

７
万

円
（
介

護
実

習
費

３
万

円
、

国
家

試
験

受
検

対
策

費
用

４
万

円
）

※
１

年
生

時
に

修
学

準
備

金
と

し
て

３
万

円
以

内
、

３
年

生
時

に
就

職
準

備
金

と
し

て
２

０
万

円
以

内
を

加
算

で
き

る
。

２
０

万
円

以
内

（
１

人
１

回
限

り
）

２
０

万
円

以
内

（
１

人
１

回
限

り
）

福
祉

系
高

校
修

学
資

金
で

借
り

た
金

額

交 交付付方方法法

一
年

毎
（
３

学
年

は
２

回
）

一
括

一
括

貸
付

対
象

者
に

実
際

に
貸

付
け

る
の

で
は

な
く
、

実
施

主
体

内
の

会
計

処
理

で
変

更

利利息息
無

利
子

無
利

子
無

利
子

無
利

子

免 免除除条条件件

卒
業

後
１

年
以

内
に

介
護

福
祉

士
登

録
を

行
い

、
要

綱
第

８
に

定
め

る
施

設
等

に
お

い
て

介
護

等
の

業
務

に
３

年
間

従
事

２
年

間
　

介
護

職
員

等
の

業
務

に
従

事
２

年
間

　
障

害
福

祉
職

員
の

業
務

に
従

事
卒

業
後

１
年

以
内

に
介

護
福

祉
士

登
録

を
行

い
、

充
当

資
金

返
還

免
除

対
象

業
務

に
３

年
間

従
事

開開
始始

年年
度度

((貸貸
付付

年年
度度

))
令

和
３

年
度

（
令

和
３

年
度

）
令

和
３

年
度

（
令

和
３

年
度

）
令

和
３

年
度

（
令

和
３

年
度

）
令

和
３

年
度

（
令

和
３

年
度

）

R
４

年
度

 決
定

者
：
２

名
             決

定
額

：
8
8
0
,0

0
0
円

R
４

年
度

 決
定

者
：
４

名
             決

定
額

：
6
9
3
,0

0
0
円

R
４

年
度

 決
定

者
：
０

名
             決

定
額

：０
円

R
４

年
度

 決
定

者
：
０

名
             決

定
額

：０
円

R
3
年

度
　

決
定

者
：
７

名
             決

定
額

：1,6
4
0
,0

0
0
円

R
3
年

度
　

決
定

者
：
０

名
             決

定
額

：０
円

R
3
年

度
　

決
定

者
：
０

名
             決

定
額

：０
円

R
3
年

度
　

決
定

者
：
０

名
             決

定
額

：０
円

実 実績績

令令
和和

４４
年年

度度
  
新新

規規
貸貸

付付
事事

業業

名名称称
福福

祉祉
系系

高高
校校

修修
学学

資資
金金

貸貸
付付

事事
業業

福福
祉祉

系系
高高

校校
修修

学学
資資

金金
返返

還還
充充

当当
資資

金金
貸貸

付付
事事

業業
介介

護護
分分

野野
就就

職職
支支

援援
金金

貸貸
付付

事事
業業

障障
害害

福福
祉祉

分分
野野

就就
職職

支支
援援

金金
貸貸

付付
事事

業業
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№

12345678910111213141516171819202122232425262728293031323334353637383940414243444546474849505152535455565758596061626364656667686970717273
〃

R4.10.13
社
会
福
祉
法
人
 揺

籠
福
祉
会

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
 め

だ
か
の
こ
こ
ろ

保
育
所
（
認
定
こ
ど
も
園
）

〃
R4.8.24

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

箸
蔵
山
荘

障
害
者
支
援
施
設

〃
R4.8.5

社
会
福
祉
法
人
 大

麻
福
祉
の
町

Bande桧
障
害
者
支
援
施
設

〃
R4.8.3

社
会
福
祉
法
人
 加

茂
名
福
祉
会

若
松
こ
ど
も
園

保
育
所
（
認
定
こ
ど
も
園
）

〃
R4.7.6

社
会
福
祉
法
人
　
健
祥
会

こ
ま

つ
し

ま
健

祥
会

認
定

こ
ど

も
園

保
育
所
（
認
定
こ
ど
も
園
）

〃
R4.6.14

社
会
福
祉
法
人
　
阿
波
国
慈
恵
院

阿
波
国
慈
恵
院

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
R4.4.6

社
会
福
祉
法
人
　
宝
田
寮

宝
田
寮

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
R4.3.29

社
会
福
祉
法
人
　
寿
福
祉
会

鳴
門
子
ど
も
学
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

R3
R4.2.21

社
会
福
祉
法
人
　
た
ち
ば
な
学
苑

た
ち
ば
な
学
苑

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
R3.4.7

東
み
よ
し
町
立

〃

R2.7.16

R2.6.22

R2.5.14

R2.5.19

R3.1.28

R2.7.14

R2.6.17

〃〃

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃〃〃 〃
社
会
福
祉
法
人
　
愛
泉
会

加
茂
愛
育
園

徳
島
県
立

徳
島
学
院

児
童
自
立
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

社
会
福
祉
法
人
　
常
楽
園

常
楽
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

社
会
福
祉
法
人
　
矯
風
会

徳
島
児
童
ホ
ー
ム

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

は
く
あ
い

共
同
生
活
援
助

日
本
赤
十
字
社
　
徳
島
県
支
部

徳
島
赤
十
字
乳
児
院

乳
児
院

社
会

的
養

護
区

分

R1
R2.8.28

社
会
福
祉
法
人
 悠

林
舎

シ
ー
ズ

障
害
者
支
援
施
設

社
会
福
祉
法
人
　
健
祥
会

エ
ジ
ン
バ
ラ

養
護
老
人
ホ
ー
ム

〃
R1.5.20

社
会

福
祉

法
人

徳
島

県
社

会
福

祉
事

業
団

希
望
の
郷

障
害
者
支
援
施
設

〃
R1.5.21

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

セ
ル
プ
箸
蔵

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

〃
R1.5.23

社
会
福
祉
法
人
 愛

育
会

吉
野
川
育
成
園

障
害
者
支
援
施
設

〃
R1.7.31

社
会
福
祉
法
人
　
健
祥
会

し
の
の
め

養
護
老
人
ホ
ー
ム

H30
H31.3.18

海
陽
町
立

す
だ
ち
寮

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H24.3.21

社
会
福
祉
法
人
　
白
鳳
会

菊
美
荘

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

肢
体
不
自
由
児
施
設

知
的

障
害

者
入

所
・

通
所

更
生

施
設

受
審
施
設
名

法
人
名

調
査

年
度

結
果
確
定

備
考

H20.4.25
箸
蔵
山
荘

徳
島
赤
十
字
乳
児
院

児
童
福
祉
施
設

社
会
福
祉
法
人
 悠

林
舎

シ
ー
ズ

光
の
子
保
育
園

児
童
福
祉
施
設
（
保
育
）

重
症
心
身
障
害
児
施
設

日
本
赤
十
字
社

日
本
赤
十
字
社

日
本
赤
十
字
社

〃
H24.3.12

社
会
福
祉
法
人
　
白
鳳
会

児
童
福
祉
施
設

社
会
福
祉
法
人
 悠

林
舎

シ
ー
ズ

H23.3.7

H23
社
会
福
祉
法
人
　
白
鳳
会

野
菊
の
里

H24.3.12
障
害
者
支
援
施
設

ひ
の
み
ね
療
育
園

H19
社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

〃
日
本
赤
十
字
社

徳
島
赤
十
字
乳
児
院

H23.3.25

〃
希
望
の
郷

社
会
福
祉
法
人
　
イ
エ
ス
団

H20
H21.1.16

社
会

福
祉

法
人

　
四

国
大

学
福

祉
会

四
国
大
学
附
属
保
育
所

H21

ひ
の
み
ね
療
護
園

日
本
赤
十
字
社

H25.4.8
社
会
福
祉
法
人
　
山
城
会

H23.3.20

種
別

H21.3.19

知
的
障
害
者
入
所
更
生
施
設

山
城
荘

社
会
福
祉
法
人
 徳

島
県
社
会
福
祉
事
業
団

〃
H25.4.16

海
陽
町
立

ひ
の
み
ね
学
園

〃〃

H21.12.24
社

会
福

祉
法

人
　

四
国

大
学

福
祉

会
西
富
田
乳
児
保
育
所

〃 〃
H20.11.26

児
童
福
祉
施
設
（
保
育
）

児
童
福
祉
施
設
（
保
育
）

身
体
障
害
者
療
護
施
設

H20.12.19

〃
H20.12.19

〃

H21.4.28

母
子
生
活
支
援
施
設

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

障
害
者
支
援
施
設

知
的

障
害

者
入

所
・

通
所

更
生

施
設

社
会

的
養

護
区

分

通
所
介
護
事
業
所

R2

H20.12.19

す
だ
ち
寮

R3.7.26
社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

み
か
も
ハ
イ
ツ

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

永
楽

荘
 デ

イ
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー
星

H22

H24
特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
、

通
所

介
護

事
業

所

ヴ
ィ
ヴ
ァ
ー
チ
ェ
野
菊

H25
H26.5.23

社
会
福
祉
法
人
　
悠
林
舎

シ
ー
ズ

障
害
者
支
援
施
設

〃
H26.4.22

社
会
福
祉
法
人
　
愛
育
会

吉
野
川
育
成
園
、
な
ご
み

障
害
者
支
援
施
設
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

〃
H26.4.30

社
会
福
祉
法
人
　
矯
風
会

徳
島
児
童
ホ
ー
ム

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H26.3.25

徳
島
県
立

徳
島
学
院

児
童
自
立
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H26.4.16

社
会
福
祉
法
人
　
常
楽
園

常
楽
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H26.4.30

日
本
赤
十
字
社
　
徳
島
県
支
部

徳
島
赤
十
字
乳
児
院

乳
児
院

社
会

的
養

護
区

分

〃
H26.4.16

社
会
福
祉
法
人
　
愛
泉
会

加
茂
愛
育
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H26.3.31

社
会
福
祉
法
人
　
池
田
博
愛
会

長
生
園

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

H26
H27.3.11

社
会
福
祉
法
人
　
阿
波
国
慈
恵
院

阿
波
国
慈
恵
院

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.23

社
会
福
祉
法
人
　
寿
福
祉
会

鳴
門
子
ど
も
学
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.23

社
会
福
祉
法
人
　
た
ち
ば
な
学
苑

た
ち
ば
な
学
苑

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.31

社
会
福
祉
法
人
　
宝
田
寮

宝
田
寮

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.18

阿
南
市
立

阿
南
琴
江
寮

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.20

東
み
よ
し
町
立

み
か
も
ハ
イ
ツ

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H27.3.11

社
会
福
祉
法
人
　
大
麻
福
祉
の
町

板
東
の
丘

障
害
者
支
援
施
設

〃
H27.3.11

社
会
福
祉
法
人
　
池
田
博
愛
会

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

す
ぎ

の
こ

児
童
発
達
支
援

〃
H29.7.5

社
会
福
祉
法
人
　
蒼
生
会

藍
住
ひ
ま
わ
り
保
育
園

保
育
所

H27
H28.4.18

海
陽
町
立

す
だ
ち
寮

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H28.4.5

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

永
楽
荘

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

　

H28

　
福

祉
サ

ー
ビ

ス
第

三
者

評
価

事
業

受
審

履
歴

一
覧H29.4.14

社
会
福
祉
法
人
　
愛
泉
会

加
茂
愛
育
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H29.3.31

社
会
福
祉
法
人
　
矯
風
会

徳
島
児
童
ホ
ー
ム

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H29.4.24

徳
島
県
立

徳
島
学
院

児
童
自
立
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H29.6.2

社
会
福
祉
法
人
　
常
楽
園

常
楽
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H29.5.30

日
本
赤
十
字
社
　
徳
島
県
支
部

徳
島
赤
十
字
乳
児
院

乳
児
院

社
会

的
養

護
区

分

〃
H29.5.8

社
会
福
祉
法
人
　
悠
林
舎

シ
ー
ズ

障
害
者
支
援
施
設

〃
H29.4.26

社
会

福
祉

法
人

徳
島

県
社

会
福

祉
事

業
団

未
来

障
害
児
入
所
施
設

　

〃
H29.4.25

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

永
楽

荘
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー
月

通
所
介
護
事
業
所

　

H29
H30.1.8

社
会
福
祉
法
人
　
寿
福
祉
会

鳴
門
子
ど
も
学
園

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H30.3.14

社
会
福
祉
法
人
　
た
ち
ば
な
学
苑

た
ち
ば
な
学
苑

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H30.6.1

社
会
福
祉
法
人
　
宝
田
寮

宝
田
寮

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H30.3.29

社
会
福
祉
法
人
　
阿
波
国
慈
恵
院

阿
波
国
慈
恵
院

児
童
養
護
施
設

社
会

的
養

護
区

分

〃
H30.3.23

東
み
よ
し
町
立

み
か
も
ハ
イ
ツ

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分
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【
事
業
所
情
報
】

廃
止
等

20 件
0 件

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

24 件
0 件

実
施
確
定
（
う
ち
昨
年
度
未
受
審
）

0 件
0 件

【
対
象
事
業
所
 四

半
期
別
内
訳
】

外
部
評
価

実
施
予
定

事
業
所
数

第
１
四
半
期
（
R4.4月

～
6月

）

5 件
0 件

総
事
業
所
数
／
令
和
4年

3月
31日

ま
で
に
事
業
を
開
始
し
た
事
業
所
の
総
数
。

免
除
確
定
　
／
本
年
度
、
徳
島
県
外
部
評
価
実
施
要
綱
第
3条

第
2項

（
外
部
評
価
の
実
施
を
2年

に
1回

と
す
る
ル
ー
ル
）
が
適
用
さ
れ
た
件
数
。

内
、
新
規
事
業
所

昨
年
度
未
受
審

140 件
79 件

27 件
16 件

2 件
18 件

6 件

第
４
四
半
期
（
R5.1月

～
3月

）

第
３
四
半
期
（
R4.10月

～
12月

）

第
２
四
半
期
（
R4.7月

～
9月

）

※
実
施
確
定
79件

の
内
、
49件

よ
り
申
し
込
み
有

 地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
外

部
評

価
事

業
 実

施
状

況令
和
５
年
３
月
３
１
日
現
在

【
対
象
事
業
所
数
等
】

総
事
業
所
数

免
除
確
定

免
除
判
定
ま
ち

No.12345

R4
R5.2.7～

2.8
海
陽
町
立

す
だ
ち
寮

母
子
生
活
支
援
施
設

社
会

的
養

護
区

分

障
が
い
児
入
所
施
設

障
害
者
支
援
施
設
 健

祥
苑

〃
※
R5年

度
予
定

社
会
福
祉
法
人
 池

田
博
愛
会

池
田
学
園

訪
問
調
査
日

備
考

種
別

受
審
施
設
名

法
人
名

令
和

４
年

度
の

実
施

状
況

障
害
者
支
援
施
設

調
査

年
度

〃
R5.2.1～

R5.2.2
社
会
福
祉
法
人
 仁

栄
会

春
叢
園

障
害
者
支
援
施
設

〃
R5.1.25～

R5.1.26
社
会
福
祉
法
人
 青

嵐
会

青
嵐
認
定
こ
ど
も
園

保
育
所
（
認
定
こ
ど
も
園
）

〃
R4.12.12～

12.13
社
会
福
祉
法
人
 健

祥
会
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【
事
業
所
情
報
】

廃
止
等

20 件
0 件

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

24 件
0 件

実
施
確
定
（
う
ち
昨
年
度
未
受
審
）

0 件
0 件

【
対
象
事
業
所
 四

半
期
別
内
訳
】

外
部
評
価

実
施
予
定

事
業
所
数

第
１
四
半
期
（
R4.4月

～
6月

）

5 件
0 件

総
事
業
所
数
／
令
和
4年

3月
31日

ま
で
に
事
業
を
開
始
し
た
事
業
所
の
総
数
。

免
除
確
定
　
／
本
年
度
、
徳
島
県
外
部
評
価
実
施
要
綱
第
3条

第
2項

（
外
部
評
価
の
実
施
を
2年

に
1回

と
す
る
ル
ー
ル
）
が
適
用
さ
れ
た
件
数
。

内
、
新
規
事
業
所

昨
年
度
未
受
審

140 件
79 件

27 件
16 件

2 件
18 件

6 件

第
４
四
半
期
（
R5.1月

～
3月

）

第
３
四
半
期
（
R4.10月

～
12月

）

第
２
四
半
期
（
R4.7月

～
9月

）

※
実
施
確
定
79件

の
内
、
49件

よ
り
申
し
込
み
有

 地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
外

部
評

価
事

業
 実

施
状

況令
和
５
年
３
月
３
１
日
現
在

【
対
象
事
業
所
数
等
】

総
事
業
所
数

免
除
確
定

免
除
判
定
ま
ち

【
事
業
所
情
報
】

廃
止
等

20 件
0 件

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

24 件
0 件

実
施
確
定
（
う
ち
昨
年
度
未
受
審
）

0 件
0 件

【
対
象
事
業
所

 四
半
期
別
内
訳
】

外
部
評
価

実
施
予
定

事
業
所
数

第
１
四
半
期
（

R
4.4月

～
6月
）

5 件
0 件

総
事
業
所
数
／
令
和

4
年

3
月

31
日
ま
で
に
事
業
を
開
始
し
た
事
業
所
の
総
数
。

免
除
確
定
　
／
本
年
度
、
徳
島
県
外
部
評
価
実
施
要
綱
第

3
条
第

2
項
（
外
部
評
価
の
実
施
を

2
年
に

1
回
と
す
る
ル
ー
ル
）
が
適
用
さ
れ
た
件
数
。

内
、
新
規
事
業
所

昨
年
度
未
受
審

140 件
79 件

27 件
16 件

2 件
18 件

6 件

第
４
四
半
期
（

R
5.1月

～
3月
）

第
３
四
半
期
（

R
4.10月

～
12
月
）

第
２
四
半
期
（

R
4.7月

～
9月
）

※
実
施
確
定

79
件
の
内
、

49
件
よ
り
申
し
込
み
有

 地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
外
部
評
価
事
業

 実
施
状
況

令
和
５
年
３
月
３
１
日
現
在

【
対
象
事
業
所
数
等
】

総
事
業
所
数

免
除
確
定

免
除
判
定
ま
ち
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＜＜
令令

和和
４４

年年
度度

  
苦苦

情情
・・

相相
談談

件件
数数

＞＞

＜＜
令令

和和
３３

年年
度度

  
苦苦

情情
・・

相相
談談

件件
数数

＞＞

＜＜
令令

和和
２２

年年
度度

  
苦苦

情情
・・

相相
談談

件件
数数

＞＞

4
1

2
8

3
9 5

合
　

計
1
4

1
6

1
0

1
0

0
0

2

0
2

0
1
0

0
0

0

3

そ
の

他
6

4
0

0
0

2
1

8

1
8

児
　

童
0

0
2

1
0

0
0

2

1
0

7
0

0
7

障
害

者
5

6
2

4
0

0
1

2
0

1
1

1
3

苦
情

相
談

等

年度合計

高
齢

者
3

6
6

5
0

1

合
　

計

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

利
用

者
家

　
族

代
理

人
職

　
員

そ
の
他

相
談

等

徳
島

県
運

営
適

正
化

委
員

会
　

 
苦

情
・

相
談

受
付

状
況

ササ
ーー

ビビ
スス

種種
別別

、、
申申

出出
人人

のの
属属

性性
（（

令令
和和

４４
年年

４４
月月

１１
日日

～～
令令

和和
５５

年年
３３

月月
３３

１１
日日

））

利
用

者
家

　
族

代
理

人
職

　
員

そ
の

他
合
　

計

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

相
談

等
苦
情

相
談

等

年度合計

高
齢

者
4

2
6

8
0

0
1

1
1

3
1
2

1
4

障
害

者
4

6
4

5
1

1
0

1
1

2
1
0

1
5

児
　

童
0

0
2

0
0

0
0

0
0

0
2

0

そ
の

他
2

1
0

1
0

0
0

2

合
　

計
1
0

9
1
2

1
4

3
5

0
1

0
3

2
7

ササ
ーー

ビビ
スス

種種
別別

、、
申申

出出
人人

のの
属属

性性
（（

令令
和和

２２
年年

４４
月月

１１
日日

～～
令令

和和
３３

年年
３３

月月
３３

１１
日日

）） 3
1

1
1

1
2

サ サ
ーー

ビビ
スス

種種
別別

、、
申申

出出
人人

のの
属属

性性
（（

令令
和和

３３
年年

４４
月月

１１
日日

～～
令令

和和
４４

年年
３３

月月
３３

１１
日日

））

利
用

者
家

　
族

代
理

人
職

　
員

そ
の

他
合
　

計

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

相
談

等
苦

情
相

談
等

苦
情

相
談

等
苦
情

相
談

等

年度合計

高
齢

者
0

3
4

9
0

0
0

0
0

1
4

1
3

障
害

者
1
1

1
0

4
6

0
1

0
1

0
0

1
5

1
8

児
　

童
0

0
2

0
0

0
0

3
0

0
2

3

そ
の

他
9

5
0

0
0

0
0

0
2

1
1
1

6

合
　

計
2
0

1
8

1
0

1
5

3
2

4
0

0
1

0
4

2
2
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徳
島
県
初
の
試
み
。
県
災
害
対
策
本
部
に
被
災
者
支
援
班
設
置

～
 令
和
４
年
度
 徳
島
県
災
害
図
上
訓
練
へ
の
参
画
 ～

～
一人ひとりが、互いに支え合い、地域で安心して暮らせる社会福祉の実現を目指して～

包
括
的
支
援
体
制
の
構
築
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
展
開
に
向
け
て

～
 令
和
４
年
度
 徳
島
県
総
合
防
災
訓
練
へ
の
参
画
 ～

 
令
和
４
年
９
月
１
日
に
開
催
さ
れ
た
徳
島
県
総
合
防
災
訓
練

で
は
、
大
規
模
な
災
害
発
生
か
ら
復
興
期
ま
で
の
長
期
を
見
据

え
て
、
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
、
生
活
支

援
・
地
域
さ
さ
え
あ
い
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
て
、
生
活
支
援
・

地
域
さ
さ
え
あ
い
個
別
支
援
会
議
を
開
催
し
、
平
時
と
災
害
時

を
組
み
合
わ
せ
た
支
援
と
す
る
災
害
ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を

取
り
入
れ
ま
し
た
。

　
被
災
に
よ
っ
て
、
大
き
く
変
化
す
る
住
ま
い
や
生
活
環
境
に

馴
染
め
ず
に
孤
立
し
た
り
、
認
知
機
能
や
心
身
状
況
が
低
下
し

た
り
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
加
え
て
、
災
害
前
は
支
援

を
必
要
と
し
な
か
っ
た
方
が
困
窮
状
態
と
な
っ
た
り
、
新
た
な

課
題
を
抱
え
る
こ
と
と
な
っ
た
り
す
る
一
方
、
支
援
拒
否
や
支

援
を
必
要
と
す
る
状
況
を
理
解
出
来
な
い
こ
と
も
懸
念
さ
れ
ま

　
令
和
５
年
１
月
17日

に
開
催
さ
れ
た
徳
島
県
災
害
図
上
訓
練
は
、
南
海
ト
ラ
フ
を
震
源
と
す
る
巨
大
地
震
の
発
生
を
想
定
し

て
、
徳
島
県
庁
で
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

　
訓
練
で
は
、
被
災
者
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
生
活
の
困

り
ご
と
な
ど
の
支
援
ニ
ー
ズ
や
平
時
か
ら
継
続
さ
れ

る
福
祉
・
医
療
等
の
サ
ー
ビ
ス
内
容
、
災
害
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
な
ど
が
、
徳
島
県
災

害
対
策
本
部
に
設
置
さ
れ
た「
被
災
者
支
援
班
」や

「
本
部
会
議
」に
お
い
て
情
報
共
有
し
ま
し
た
。
日
頃

か
ら
、
住
民
一
人
ひ
と
り
に
寄
り
添
う
地
域
福
祉
の

推
進
が
、
包
括
的
支
援
体
制
の
構
築
や
災
害
対
応

力
・
減
災
力
の
向
上
に
繋
が
る
こ
と
を
確
認
す
る
訓

練
と
な
り
ま
し
た
。

　
徳
島
県
で
は
今
後
も
、
関
係
機
関
と
連
携
し
て

「
災
害
対
応
力
」の
一
層
の
強
化
や
、「
誰
一
人
取
り

残
さ
な
い
支
援
体
制
」を
構
築
す
る
こ
と
で
、
災
害

時
の「
死
者
ゼ
ロ
」の
実
現
を
目
指
し
、
取
り
組
む
そ

う
で
す
。
　
 

徳
島
新
聞
社
提
供

す
。
訓
練
で
は
、
生
活
支
援
・
地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
の
相

談
員
を
は
じ
め
、
行
政
や
専
門
職
な
ど
多
様
な
参
加
者
が
、
被

災
し
た
方
の
自
立
し
た
暮
ら
し
や
住
ま
い
の
再
建
支
援
に
向
け

た
長
期
に
わ
た
る
包
括
的
な
支
援
と
す
る
た
め
に
、
地
域
と
の

継
続
的
な
つ
な
が
り
や
、
関
係
づ
く
り
を
一
体
的
に
進
め
る
災

害
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
視
点
で
、
シ
ュ
ミ

レ
ー
シ
ョ
ン
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
被
災
し
た
方
々
が
抱
え
る
課
題
は
、
災
害
発
生
前
か
ら
抱
え

る
こ
と
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
し
、
適
切
な
情
報
の
共
有
が
支

援
の
質
の
向
上
に
繋
が
り
ま
す
。
本
会
で
は
、
“kintone”を

活
用
し
て
、
発
災
前
か
ら
の
基
本
情
報
や
支
援
の
情
報
、
地
域

情
報
な
ど
の
共
有
化
・
可
視
化
を
行
い
、
発
災
時
に
も
各
種
の

情
報
が
把
握
で
き
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
努
め
ま
し
た
。

徳
島
県・市

町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
お
け
る
災
害
時
の
支
援
活
動

徳
島
県・市

町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
お
け
る
災
害
時
の
支
援
活
動
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№
市

町
村

名
団

体
名

開
設

経
費

運
営

経
費

1
徳

島
市

社
会

福
祉

法
⼈

み
ら

い
○

○

2
徳

島
市

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
 XOXO

（
旧

：
Ｎ

Ｐ
Ｏ

団
体

XOXO）
−

○

3
徳

島
市

マ
チ

ノ
ワ

LIVE
（

旧
：

マ
マ

ノ
ワ

LIVE）
○

○

4
徳

島
市

親
⼦

サ
ー

ク
ル

つ
ち

か
ら

き
−

○

5
鳴

⾨
市

友
愛

ク
ラ

ブ
「

と
も

し
び

」
−

○

6
鳴

⾨
市

⿊
崎

地
区

⼥
性

会
−

○

7
鳴

⾨
市

な
る

と
に

し
て

と
て

と
て

−
○

8
鳴

⾨
市

⼦
育

て
応

援
隊

！
キ

ッ
ズ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

NARUTO
−

○

9
鳴

⾨
市

⼀
般

社
団

法
⼈

 ひ
と

み
学

舎
−

○

10
鳴

⾨
市

な
る

と
⼦

ど
も

⾷
堂

「
わ

く
わ

く
キ

ッ
チ

ン
」

−
○

11
⼩

松
島

市
新

開
放

課
後

⼦
ど

も
教

室
ポ

コ
−

○

12
⼩

松
島

市
居

場
所

「
カ

ラ
・

ふ
る

」
○

○

13
阿

南
市

⼦
育

て
グ

ル
ー

プ
 つ

く
し

ん
ぼ

ク
ラ

ブ
○

○

14
阿

南
市

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
 べ

ん
ざ

い
て

ん
の

お
家

（
旧

：
こ

ど
も

っ
と

か
ら

ふ
る

）
−

○

15
吉

野
川

市
⼦

ど
も

ゆ
め

ス
ク

エ
ア

−
○

16
阿

波
市

社
会

福
祉

法
⼈

 共
⽣

会
−

○

17
阿

波
市

遊
び

場
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
−

○

18
阿

波
市

terra⼩
屋

○
○

19
阿

波
市

ニ
コ

ニ
コ

こ
ど

も
⾷

堂
○

○

20
美

⾺
市

⼀
般

社
団

法
⼈

 つ
な

ぐ
M

im
a W

orld Com
m

unity
○

○

21
三

好
市

社
会

福
祉

法
⼈

 池
⽥

博
愛

会
○

○

22
三

好
市

ニ
シ

ア
ワ

 
ア

カ
デ

ミ
ア

○
○

23
三

好
市

こ
ど

も
m

oお
と

な
m

oW
i-W

i⾷
堂

−
○

24
三

好
市

す
ま

い
る

き
っ

ず
＋

−
○

25
上

勝
町

あ
え

る
ば

上
勝

事
務

局
−

○

26
神

⼭
町

て
く

て
く

笑
み

の
会

○
○

27
神

⼭
町

森
の

学
校

み
っ

け
○

○

28
板

野
町

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
 リ

ー
フ

−
○

29
牟

岐
町

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
 牟

岐
キ

ャ
リ

ア
サ

ポ
ー

ト
−

○

30
東

み
よ

し
町

⼦
ど

も
⾷

堂
 

ス
カ

イ
○

○

申
請

団
体

     計
 31団

体
 

 
 

 
 

                                 
9,696,000円

開
設

経
費

 
12団

体
2,265,000円

運
営

経
費

 
31団

体
7,431,000円

助
成

決
定

     計
 30団

体
（

※
辞

退
 １

団
体

） 
 

                     
9,456,000円

開
設

経
費

 
12団

体
2,265,000円

運
営

経
費

 
30団

体
(7,191,000円

)
     ※

後
期

運
営

経
費

交
付

⾒
送

り
 1団

体
(120,000円

)     9,336,000円
※

運
営

経
費

  前
期

：
30団

体
交

付
※

運
営

経
費

  後
期

：
29団

体
交

付
7,071,000円

令
和

４
年

度
「

と
く

し
ま

⼦
ど

も
の

居
場

所
づ

く
り

推
進

基
⾦

」
助

成
団

体
⼀

覧
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